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序章 課題と方法 
 
1. 問題提起 
 本研究は、現在脚光を浴びている「ワーク・ライフ・バランス(以下、WLB)」
に関するものであり、その考え方が我が国において一体いつ頃から意識される
ようになったのか、その源流や系譜を探ろうというものである。 
周知のとおり、昨今の労働環境は過重労働における過労死・過労自殺問題、
非正規労働者の雇用不安定化など、もはや自分の生活を犠牲にしなければ生き
てはいけないというような劣悪な環境の下にさらされている。事実、仕事上の
精神疾患から労災認定を受ける人は過去 5 年を振り返ってみると、2008(平成
20)年で269人(内、自殺は 66人)、2009(平成21)年で234人(内、自殺は 63人)、
2010(平成 22)年で 308人(内、自殺は 65人)、2011(平成 23)年で 325人(内、自
殺は 66人)、2012(平成 24)年で 475人(内、自殺は 93人)と、未だに過去最悪
を更新中である1。一体なぜ、このような労働環境に陥ってしまったのか。 
本来ならば働くということは、生活維持のためだけではなく社会との関わり
を持ち、人間関係を築いていく中で自己を確立していくということである。そ
して、働くことによる精神・肉体的疲労を癒し、また、新たな鋭気を生み出す
インセンティブとなるために生活を工夫することになる。しかし、現状ではア
イデンティティーを確立するどころか、自分の自由時間やゆとりを犠牲にして
まで働かなければ、生活を維持していくことさえままならないのである。そこ
で、この問題を解決する手がかりとなるのは、もう一度、「働くとは何か」「生
きるとはどういうことなのか」を再検討する必要がある。このように、本研究
は現代の労働と生活の関係性が問われる中で、どのように労働時間と生活時間
                                                   
1 厚生労働省「平成24 年度 脳・心臓疾患および精神障害などの労災補償状況まとめ」p. 14、
表 2-1 精神障害等の労災補償状況。 
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を上手く組み合わせれば不十分な状態から脱却できるのか、をそもそもの問題
意識としている。そして、その解決の糸口は WLBという議論の延長線上にある
のではないかと考える。 
近年、WLB は盛んに取り上げられているが、それらは外国事例の紹介であっ
たり、また、国内の議論を見ても現状と問題点の域を出るものではない。具体
的には、現代の WLBを見ると、その源流はそもそもアメリカにあるといわれて
いる。つまり、1980年代のアメリカ企業で導入された「ファミリー・フレンド
リー」という施策が WLBの起源であり、女性就労支援として打ち出された政策
であるというのである。しかし、本当に我が国の WLBの起源は 1980年代を出発
点として意識すればいいのだろうか。いや、我が国において、労働と生活の関
係性を問うという問題はそのように浅い歴史であるとは考えられない。むしろ、
戦前から考えられてきたかなり根深い問題だからこそ、現在もなお解決方法を
模索し続けているのではないだろうか。現に、働くことで生活を営むという行
為は、時代によって形態が違えど戦前から行われてきたことであって、その両
者の間に生じる問題は人が生きる上で無視することはできないことであるがゆ
えに、当時の時代状況に即した対策によって取り組まれていた。以上から、我
が国において労働と生活の関係性を問うとき、あるいは、WLB の起源をたどろ
うとするとき、それは相当さかのぼることができると考える。 
加えて、従来の研究では労働と生活の組み合わせを考える際、「労働時間」
に重きを置く研究が多い2。例えば、女性労働者に対していえば、育児・介護支
援やファミリー・フレンドリー施策など企業が WLBを実施し、女性が働きやす
い環境づくりを推進している。但し、筆者はこの政策自体を否定しているわけ
ではなく、WLB を考えるにあたって、果たして労働時間の側面でのみアプロー
                                                   
2 但し、近年、生活時間における研究成果も出てきている。例えば、水野谷武志『雇用労働
者の労働時間と生活時間―国際比較統計とジェンダーの視角から』御茶の水書房、2005年、
がそれにあたる。 
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チしていいのかということに疑問を抱いているのである。 
そこで、本研究の特徴の一つとして、あえて生活時間からのアプローチに重
点を置き、労働時間をも視野に入れながら、労働と生活の組み合わせを考える。
但し、生活時間の中でも「余暇」あるいは「娯楽」に焦点を絞り、余暇・娯楽
というものが社会政策の視点からみてどのような位置づけにあるのかを問う。
では、なぜここで余暇・娯楽を取り上げるのか。薗田によれば、余暇という言
葉は「余った暇」ではなく、「余裕の余」として捉えるべきだという。そうする
ことで「余」は余裕から生まれた「しがらみ」からの自由、解放感をもたらす
「ゆとり」に連なるものだと考えられようというのである3。そして、余裕から
生み出されたゆとりを持つ人間は積極的に人とのつながりを求め、政治、宗教、
文化などあらゆる社会の諸問題に関心が向くようになると述べている。この点
はまさに WLBが目標の一つに掲げていることであって、余暇あるいは娯楽を追
求することは労働と生活の組み合わせを考える上で極めて重要なキーワードと
いえる。 
さらに言えば、前述した我が国における WLBの起源を追求すべく、その検証
方法としては、あえて大正時代の余暇・娯楽から出発し、準戦時・戦時におけ
る余暇・娯楽に至るために、当時、娯楽研究の第一人者であった権田保之助に
よる研究成果を用いる。もう少し具体的に言えば、我が国では明治後期から大
正期にかけて、資本主義の発展に伴い無産者階級の勢力が強まり、近代的な工
場労働者が増加した。そして、その労働者たちは「金がなく暇に乏しい」と体
現できるほどの過酷な労働を強いられていた。そこで、当時行われた対策をみ
ると、単にその過酷な労働に規制を設けるというだけではなく、余暇・娯楽と
いった息抜きの場の必要性が重要であることが訴えられ始めていた。ゆえにあ
                                                   
3 薗田碩哉「余暇という希望‐3・11以後の新たなライフスタイルを求めて」『実践女子短期
大学紀要』第 33号、pp.25－26。 
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えていえば、大正時代は労働と生活のルール基盤のスタートラインであり、と
りわけ「生活時間」を考える際の原点であるといえる。つまり、労働と生活の
組み合わせというのは、戦前からすでに考えられてきた極めて根深い問題であ
ったといえよう。そのため、この課題を検討するには史的に連続性をもたせた
検証が必要なのである。以上から、本研究は、まさに我が国で WLBに社会的関
心が集まりかけた時期を対象とし、そのときに論じられた余暇・娯楽論を深く
掘り下げようと試みるものである。 
 そして、当時の余暇・娯楽論をリードした人物こそが権田保之助であった。
権田は、大正時代の民衆娯楽を「事実としての民衆娯楽」と「政策としての民
衆娯楽」に分けると共に、人間らしく生きるためにはどうすればよいかという
課題を提示した。加えて、生産中心思想の打開に向けて、「人生」を豊かにする
ための生産であり、「生活」あってこそのモノ(生産)である点を再確認しながら、
生きることの原点に立ち返る必要性を説いた非常にユニークな研究者であった。
しかし、準戦時、戦時と時代が進むにつれて、権田の娯楽観もまたその状況下
の波へと飲み込まれていった。つまり、権田の娯楽論は本来の民衆娯楽から国
民娯楽へと思想を転向せざるを得なくなったのである。但し、その転向速度は
一気に国民娯楽へと変貌したというわけではなく、いくつかの段階を踏まえて
徐々に国民娯楽へと移っていったという印象を受ける。また、その転向は、完
全に転向したというわけではなく、部分的なものであり、権田は一貫して前述
した娯楽観を根底で固持していた。そこで、権田の国民娯楽論をみる際、この
転向問題に注意しながら論及する。 
 以上のように、本研究はこれまで社会政策という分野であまり取り上げられ
てこなかった余暇・娯楽というものに注目する。そして、WLB というとトピッ
クス的に取り扱われることが多い中で、WLB の原理や役割を考え、その起源を
たどるということに特徴を置く。 
5 
 また、本研究の第二の大きな特徴として、当時の労働と生活の組み合わせを
考える重要性をより明らかにすべく、権田以外の娯楽研究の代表的な先駆者で
あった大林宗嗣をクローズアップし、より多角的な視野で検証を試みる。権田
と大林の関係をみると、娯楽研究を始めたのは権田の方が先であったが、1920
年代の権田と大林に共通してみられる大原社会問題研究所(以下、大原社研)で
の活動は、大林の方が一年早く在籍したという意味で権田よりも先輩にあたる。
また、娯楽を追求するにあたって、権田は娯楽のみに特化し、ひたすら娯楽の
原理や役割を追っていた理論家であったのに対し、大林は研究対象を娯楽に限
定せず、幼児や婦人など広範囲であり、タイムリーな問題に非常に敏感な活動
家であったと位置づけられる。そこで、本研究はこのような各々の立ち位置を
踏まえながら、両者の所説を比較する。 
ちなみに、上記の大原社研とは、国家行政では対応しきれない都市社会問題
を行政に代わって積極的に取り組んだ民間財団(現、法政大学大原社会問題研究
所)のことである。大正期の我が国は、労働問題や住宅問題、衛生問題などあら
ゆる都市社会問題に正面から向き合わなければならなかった時代であり、それ
らはもはや国家行政では対応しきれない範囲にまで広がっていた。そこで、民
間人の寄付を募り、民間人の運営で問題に取り組んだ組織の一つが大原社研で
あり、そこには、高野岩三郎、小河滋次郎、暉峻義等など並々ならぬメンバー
が在籍し、その人々、組織を束ねたのが大原孫三郎(以下、孫三郎)であった。
孫三郎は大原社研の創設まで慈善事業に大きく関わっていたが、やがて、慈善
事業だけでは直面する社会問題の根本的な解決にはならないと悟り、社会のシ
ステムを改良し、社会的貧困の発生を防いでこそ社会問題解決の糸口になると
いう思いから、大原社研を創設するに至った。 
ところで、権田が大原社研に入所したのは前述したように大林よりも 1年遅
れの 1920(大正 9)年であった。他方、大林は高田慎吾の推薦で 1919(大正 8)年
6 
2月に創立されようとしていた「大原救済事業研究所」に入所した。7月には同
時期に設立された「大原社会問題研究所」と合併し、大林は高田とともに第二
部(社会事業部門)に所属して、社会事業と社会問題の研究に全力を注いだ。 
そこで、本研究はこの大原社研という民間財団に注目し、権田との接点を意
識しながら大林の活動を追う。次に、その活動の中で、大林の思想はどのよう
に展開されたのかを明らかにする。そして、明らかになった大林の思想の全体
像と権田の所説を比較することによって、労働と生活の組み合わせを考えるこ
との重要性をより鮮明に浮かび上がらせることを目標とする。また、比較する
にあたって、両者に大きく関わってくるのが、娯楽と教育との関係である。そ
こで、本研究は「教化」をキーワードのひとつに置き、論を展開する。 
 
2. 構成と内容 
 以上の問題提起を踏まえた本稿の構成は、以下の通りである。 
序章  課題と方法 
第一章 権田保之助の民衆娯楽論 
第二章 権田保之助の国民娯楽論 
第三章 大林宗嗣と権田保之助 
    ―近代日本娯楽論をめぐって― 
終章  総括および今後の課題 
 そこで、序章と終章を除く各々の章については、次のような内容で展開する。 
第一章では、権田が考える大正時代の娯楽(余暇)に対する位置づけに焦点を
当て、大正の時代背景、権田の娯楽に対する問題意識や娯楽の本質究明という
流れで論じる。具体的には、権田保之助の略歴を簡単に紹介した後、権田がな
ぜ民衆娯楽論を展開する必要があったのか、権田は何を訴えようとしていたの
かを明らかにすることを目標に、権田の娯楽に対する思想を論究する。権田は
7 
日露戦争を契機に日本は資本主義社会となり、その社会下では、無産者階級と
いう「金がなく暇に乏しい」民衆が大半を占めることになったので、その民衆
の生活安定のために必要な施策が求められるに至ったと考えた。特に民衆自身
が民衆のための娯楽を生み出すために、娯楽そのものに目的を見出すことを強
く意識していた。しかし、権田自身は娯楽に対する問題意識と娯楽の本質のと
ころで、二元論的な説明を行った。後述するが、なぜ、このような考えに至っ
たのか、本稿はまず、この点にも注目し検証する。 
次に、権田が上記の問題意識を踏まえ考え出した娯楽政策論について検討す
る。なお、検討するにあたって権田が 2つの立場から対策案を講じている点に
注目する。1つは、「娯楽の企業化」というものに対して規制を行う商業主義的
な立場である。つまり、「娯楽の企業化」を容認しつつも、行き過ぎた場合には
何らかの規制を行わなければならないという立場である。具体的には、近代都
市生活者の「金と暇に乏しい」という性質から生じる欲求を見事に満たすこと
のできる活動写真の場を提供する一方で、その活動写真が社会に及ぼす悪影響
の抑止策として、活動写真の検閲を不可欠とする。つまり、近代都市生活者に
馴染む活動写真の提供を容認しつつも、その悪影響に対しては、検閲という形
で規制するということである。そこで、本稿はこの活動写真検閲の内容を詳し
くみる。 
2つ目は、「娯楽の企業化」を完全否定する非商業主義的な立場で、企業化が
及ばないような娯楽＝公営的な娯楽を創ることが望ましいとする考えである。
具体的には「興行物的娯楽の公営」として、娯楽供給者が私的利潤なしに活動
写真を一日あるいは数日間、労働者慰安のために開催すること、あるいは青少
年に良い影響を与える教育映画の上映など社会公益的な目的で実施した場合は、
その援助あるいは補助を公的に行うというものであった。よって、本稿では、
娯楽(活動写真)と学校教育の関わりについても論じ、その代表的なものとして、
8 
「児童映画デー」「学校巡回映画連盟」「公営児童映画館建設の提唱」を例に挙
げ、検証する。 
そして、上記の立場は実際に社会でどのように実行に移されていたのか、次
に娯楽政策の実態を追求する。権田の娯楽政策の規制論(商業主義的立場)にあ
たる活動写真検閲は、日本映画検閲史の歴史的区分から、大正時代を対象にし
た第二期(1917(大正 6)年～1924(大正 13)年)及び第三期(1925(大正 14)年～
1931(昭和 6)年)を抽出し、検証する。一方、「娯楽の企業化」を完全否定する
非商業主義的な立場として、大阪市の余暇・娯楽政策を取り上げる。なぜなら、
大阪市の余暇・娯楽政策は、「娯楽の企業化」による商業主義的な立場を批判す
るという理念の下で、公営施設の直営や既存の民衆娯楽事業の改善を呼びかけ
るなど社会教育行政として様々な取り組みを行った。そこで、この取り組みに
焦点をあて例証する。このような構成で、大正時代の生活ルールづくり化の一
面を見ることによって、現代の WLBに通じるもの、また、その萌芽形態がこの
時代に見出せるのではないのかということを明らかにすることが第一章の目的
である。 
第二章では、前章の続きにあたる日中戦争勃発以降の娯楽状況に注目し、そ
の時代を対象とした権田の研究成果のひとつである『国民娯楽の問題』を取り
上げ、論究する。その際、権田の国民娯楽論での転向をどのように評価するの
かという、本章の要ともいうべき課題に取り組む必要がある。先行研究をみて
も、よりよい生活をつくるために娯楽の国家統制を正当化する方向へと移行す
る権田の転向の度合いについては、比較的スムーズであったと評価するものや、
1924（大正 13）年の渡欧体験が転機だと主張するもの、あるいは、権田が『国
民娯楽の問題』の中で指摘した娯楽統制の限界に注目し、そこに転向問題への
答えを見出しているものなど、転向問題への評価は固定的ではない。つまり、
権田が国民娯楽論で果たしてどこまで転向したのか、あるいは、完全に転向し
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たといえるのかが依然として明らかになっていないのである。そこで、本章は
改めて転向問題を意識しながら、次のような構成で検証する。 
具体的には、始めに権田の国民娯楽原理論について、『国民娯楽の問題』を
もとに、当時の時代背景と権田が娯楽問題を取り上げる意義について論じる。
なお、時代背景については、1937(昭和 12)年に日中戦争の勃発があり、民衆娯
楽が行き詰る契機となった。つまり、戦争という非常事態で国民の生活と娯楽
の間に乖離が生じ、やがて娯楽の排除へと進んでしまいかねなかった。この点
を権田は懸念していたが、戦争が長期戦に入ると国民は逆に楽しみを考える余
裕が生まれ、その結果、娯楽が復活し、この当時の時局下で対応できる国民娯
楽を生み出す必要が生じた。このような時代背景を追いながら、権田は娯楽問
題をどのように考え、捉えていたのか。本稿はまず、そこに焦点をあて論じる。 
次に、その問題意識から権田が国民娯楽における政策論をどのように展開さ
せたかについて、国民一般(特に市民一般)、工場鉱山等の勤労者、農漁山村の
3 つのケースに加え、青年及び学生を取り上げ、検証する。国民一般において
は殷賑産業の発展により、労務生活及び勤労生活の強化に加え、市民の逸脱的
脱線的な生活態度が誘発された。工場鉱山等の勤労者については、勤労生活の
強化と余暇時間の貧困によって、極度の疲労感がたまり、これに対応しうる娯
楽が必要であった。それは、青年及び学生のところでも見受けられた。農漁山
村の場面では、交通機関の発達により営利主義・欧化主義が浸透した結果、閉
鎖的農村生活の崩壊の他、都市における労働機会が激増し、交通機関発達によ
る離村が増大した。そのため、農村生活と農村文化の乖離が生じてしまった。
以上の背景を踏まえ、権田は各々の場面でどのような対策論を提起したのかに
ついて検証する。 
また、権田は上記の研究を通して、娯楽にとって「教育」がいかに重要な要
素であったかを導き出していった。実際、権田は国民娯楽研究以降、娯楽と教
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育が密接に関わっていることを強く意識しながら、その後の研究を進めている。
よって、娯楽と教育ということも本章の重要なキーワードとなるため、『権田保
之助著作集』第三巻に収録されている『娯楽教育の研究』を中心に、娯楽と教
育の関係をも検証する。具体的には、権田の娯楽教育にかける問題意識につい
て論じたうえで、娯楽教育の史的展開を権田の区分に従い、娯楽教育問題揺籃
期、教育的利用期、準備整備期、総合的展開期に分けて整理する。そして、実
際に国民娯楽政策にはどの程度教育的効果があったのか、その具体例として映
画、演劇、音楽などの分野を取り上げて検証する。 
第三章は、第一、二章の検証から、当時いかに労働と生活の組み合わせが重
要であったかという事実を受けて、よりその課題を鮮明に浮き彫りにすべく、
権田と同じく娯楽研究の第一人者であった大林宗嗣の研究成果を取り上げる。
そして、両者を比較することで、当時における労働と生活の組み合わせを追求
することの重要性をより明らかにすることを本章の目標とする。加えて、1920
年代の権田と大林は共に、当時錚々たるメンバーが集い、社会問題に取り組ん
でいた大原社研の所員として在籍し、その所員時代の活動こそが娯楽研究を展
開するにあたって不可欠となっていた。 
そこで、本章は大原社研に注目し、両者の活動を追っていく。具体的には、
まず、大林の人物像を略歴としてまとめる。次に、明らかになった大林の人物
像を踏まえ、そもそも大原社研とはどういった組織なのかについて、大原社研
の創設者である大原孫三郎の生い立ちに触れながら論じる。加えて、大原社研
時代の大林の活動を権田との接点を意識しながら追い、その活動から大林の思
想を追求し、大林の全体像を明らかにする。検証方法は、これまで刊行された
大林の著作の中から、幼児保護と婦人労働問題、民衆娯楽と教化論、セツルメ
ント研究と教化論という流れで検証する。 
大林は大原社研入所当初、セツルメント並びに乳幼児保護や母性保護の研究
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に取り組み、1921(大正 10)年に著書『幼児保護及び福利増進運動』としてまと
めた。大林は年々増加傾向にある幼児死亡の原因を社会的環境にあると捉え、
幼児保護運動や母親の福利増進運動に加え、婦人労働問題までを取り上げ展開
している。また、民衆娯楽と教化論では、民衆娯楽を教化的な方面と、リクリ
エーティブな方面で捉えながら、娯楽の綿密な分類を試みるなど大林の独自性
が現れているため、本章はこの点に注意しながら論及する。セツルメント研究
と教化論では、大林は一貫して「教化」を強く意識しながら展開していた。ゆ
えに、本章はこのことを強調しながら検証する。 
最後に、大林と権田の所説との比較を中心に展開し、両者の特性はいかなる
ものであったのか、また、両者の娯楽問題へのアプローチの視点を際立たせる
ことで、労働と生活の組み合わせがいかに重要な論点であったかについて迫る。
但し、前述したように、大林の研究対象は娯楽だけではなく、幼児や婦人など
幅広いため、両者を比較するにあたっては、娯楽に限ってみた場合と、大林の
思想全体でみた場合に分けて考察する。 
以上が本稿の構成と内容である。但し、各章はもともと個別に執筆した論文
であるため、それぞれの独立性を残した内容となっている。しかし、いずれに
おいても冒頭の問題意識によって各章は貫かれており、WLB の源流をたどる形
で、その原理や役割を社会政策という枠組みで再考しようとする新たな試みと
いえるものである。 
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第一章 権田保之助の民衆娯楽論 
 
1. はじめに 
 昨今の労働環境に目を向ければ、毎日のようにノルマや残業に押しつぶされ
ながらも何とか持ちこたえている人、そのノルマや残業に無理がたたって肉体
的にも精神的にも疲れ果ててしまう人がいる。一方、派遣や請負のような労働
形態で、比較的時間に融通が利くはずなのにまるで正社員かのように扱われる
人、正社員ではないということから正社員との処遇間格差が大きく、働いても
働いても常に生活が不安定な人が存在する。その証拠として序章でも述べたよ
うに、仕事上の精神疾患から労災認定を受ける労働者数は過去 5年を振り返っ
てみると、2008年度は 269人、2009年度は 234人、2010年度は 308人、2011
年度は 325人、2012年度は 475人にのぼり、また、それに比例する形で自殺者
も増加の一途をたどっている。加えて、このような労働の入り口にさえ立つこ
とができない人が数多く存在していることも忘れてはならない。 
では、なぜこのような劣悪な労働環境になってしまったのか、どうしてこ
のような状況で生きなければならないのか。前述したように、そもそも働く
ということは、生活を維持するという目的だけではなく、社会との関わりや
人間関係の構築から生まれる自己を確立していくということである。そして、
働くことによる精神・肉体的疲労を癒すために、生活を工夫しながら新たな
鋭気を生み出すインセンティブを作り出そうとするはずである。しかし、現
状ではアイデンティティーの確立や生活の工夫どころか、自分の自由時間や
ゆとりを犠牲にしてまで働かなければ、生活を維持していくことさえままな
らない状況にある。武田の労働観によれば、労働とは「自己実現の場」だと
いう。そのためには、社会のあり方を問うばかりでなく、労働者自身が働き
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方を変えるという意識も重要であると指摘している4。 
 以下では、武田の主張も参考にしつつ、どうすれば上記の現状から脱出出来
るのかを考えてみたい。この問題への解決の糸口は、もう一度、生きるとは何
か、働くとはどういったことなのかを再検討することにあるようである。つま
り、どのように「労働時間」と「生活時間」の組み合わせを考えていくべきか
ということである。しかし、単純に現代における労働と生活の組み合わせを考
えるだけでは、前述したような昨今の労働問題に対して根本的な解決を見出す
ことはできない。なぜなら、この組み合わせというものは、何も現代の労働環
境によって初めて生じた新しい問題ではないからである。あえて言えば、戦前
からすでに考えられてきたかなり根深い問題なのである。ゆえに、両者の組み
合わせを検討するには断片的な言及ではなく連続性を持たせた検証が必要であ
る。 
 これまでの先行研究をみると、労働と生活の組み合わせを考える際どうして
も労働時間に重きを置いて問題解決の糸口を探ろうとする傾向があった。それ
は、先述したとおり、本来人間は労働の欲求を持っているし、労働時間に対し
て問題の元凶を突き詰めることは現代における喫緊の課題であるため致し方な
いことなのであろう。しかし、本章はあえて「生活時間」に焦点をあてること
にする。ただし、単に生活時間に焦点をあてるのではなく、労働時間というも
のを視野に入れながら生活時間との組み合わせを考えていくということを強調
しておきたい。 
 そこで、本章では労働と生活の組み合わせについて連続性を持たせるために、
あえて大正時代にまで遡って検証する。なぜ、大正時代を取り上げるのかとい
うと、この時代は資本主義の確立により経済状況が著しく変化するに従って、
                                                   
4 武田晴人『仕事と日本人』筑摩書房、2008年、pp.271-287。 
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民衆の労働と生活の状況も一変せざるを得なかったからである。そして、この
ような労働と生活の双方が手探りの状態にある中で、「生活のルール」というも
のが形成されていくのである。つまり、大正時代は生活のルール基盤のスター
トラインであり、生活時間を考える際の原点と言っても過言ではない時代なの
である。また、本章は生活時間の中でも「余暇」あるいは「娯楽」に焦点をあ
てて論じることにする。なぜなら、当時の資本主義下による労働強化は民衆を
肉体的にも精神的にも追い詰め、その状況を打破するには生活、特に、余暇あ
るいは娯楽をコントロールして高度化する必要があったからである。ゆえに、
余暇や娯楽に焦点をあてることは、労働と生活の組み合わせを見る際の極めて
重要なキーワードとなる。 
加えて、大正時代の余暇・娯楽の検証を行うために、当時娯楽研究の第一人
者であった権田保之助による研究成果を中心に論じることにする。権田は娯楽
について、大正時代の民衆娯楽を「事実としての民衆娯楽」と「政策としての
民衆娯楽」に分けると共に、人間らしく生きるためにはどうすればよいかとい
う課題を提示した。具体的には、娯楽に関するごく当り前な考え方である人生
のための生産あるいは生活のためのモノが未定着な中で、「人生」を豊かにする
ための「生産」であり、「生活」あってこそのモノ(生産)である点を再確認しな
がら、生産中心思想の打開に向けて生きることの原点に立ち返る必要性を説い
た5。それはつまり、権田は生活のルールを考える際、労働論的な視点からだけ
ではなく、すべての人間が生活を楽しむ、あるいは、幸福を追求するための自
己実現の場として、娯楽という「遊び」の持つ意味の重要性を早くから強く意
識していたということである。 
 以上を踏まえ、これより先は以下の構成に従って論じることにする。 
                                                   
5 坂内夏子「社会教育と民衆娯楽―権田保之助の問題提起―」『教育・生涯教育学』早稲田大
学教育学部・学術研究第 53号、2005年、p.15。 
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2. 権田保之助の娯楽原理論 
 まず、本節では、権田保之助の略歴を簡単に紹介した後、権田がなぜ民衆娯
楽論を展開する必要があったのか、権田は何を訴えようとしていたのかを明ら
かにすることを目標に、権田の娯楽に対する思想を論究する。具体的には、第
1項で権田の略歴を表にまとめ、第 2項で、民衆娯楽を展開しなければならな
かった当時の状況とはどういったものであったのか、その時代背景について述
べる。第 3項は、第 2項で明らかになった実態から権田がどのような問題意識
を持っていたのかに焦点を当てて検討する。第 4項は、第 3項の問題意識から
権田が考えた娯楽とは一体どういったものだったのかについて迫り、娯楽の本
質について論じる。そして最後に本節のまとめを行う。 
 
ⅰ. 権田保之助の略歴 
 以下は、『権田保之助著作集』第四巻に収録されている権田の略歴である。 
表 1-1 権田保之助の略歴(1887-1951) 
1887(明治 20)年 5月 東京市神田区に生れる 
1896(明治 29)年 3月 東京市私立代用春育尋常小学校卒業 
1899(明治 32)年 3月 東京市私立代用春育高等小学校第三学年修了 
        4月 東京府私立早稲田中学校入学 
1904(明治 37)年 4月 東京府私立商工中学校に転校、1905(明治 38)年、同校卒業 
1908(明治 41)年 3月 東京外国語学校独逸語学科卒業 
1912(明治 45)年 7月 東京帝国大学文学大学哲学科選科(美学選修)修了 
1913(大正 2) 年 9月  第二高等学校において高等学校卒業学力検定試験に合格 
1914(大正 3) 年 7月 東京帝国大学文学大学哲学科(美学専攻)卒業 
11月  東京府私立独逸学協会学校教員に就職 
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1917(大正 6) 年 2月  帝国教育会より活動写真の調査を嘱託される 
1918(大正 7) 年 7月 帝国教育会より不良出版及び講談落語に関する調査委員を嘱託 
される 
        11月  東京府私立独逸学協会学校教員を辞任。内務省保健衛生調査会 
より保健衛生に関する実地調査事務取扱を嘱託される 
(1924(大正 13)年 8月まで) 
          東京帝国大学法科大学副手を嘱託される 
1919(大正 8) 年 3月 帝国教育会より同会と米国商業経済局と交換すべき活動写真 
フィルムの選定及び撮影に関する委員を嘱託される 
        9月 東京帝国大学経済学部講師を嘱託される 
        10月 東京帝国大学副手伴に同学経済学部講師を解任され、同学助手 
に任じ、経済学部勤務を命ぜられる 
1920(大正 9) 年 1月 帝国教育会より通俗教育部委員を嘱託される 
        4月 私立女子英学塾において美術工芸論の講義を受嘱 
        9月 文部省より社会教育調査委員会を嘱託される 
(1923(大正 12)年 5月まで) 
               10月 大原社会問題研究所員を嘱託される 
1921(大正 10)年 2月  文部省より活動写真説明者講習会講師を嘱託される 
          5月 東京帝国大学助手を依頼免、大原社会問題研究所研究員に就任 
1922(大正 11)年 12月 文部省より消費経済講習会講師を嘱託される 
1924(大正 13)年 9月  1925(大正)14年 10月までの一年間、大原社会問題研究所の 
在外研究員として渡米留学する 
1927(昭和 2) 年 4月  文部省より教育映画調査を嘱託される 
(1943(昭和 18)年 4月まで) 
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表 1-1をみて明らかなように、権田がいかに大正時代からの娯楽研究のエキ
スパートであったかをうかがい知ることができる。 
 
1931(昭和 6) 年 1月  文部省より民衆娯楽調査を嘱託される 
                      (1943(昭和 18)年 4月まで) 
1939(昭和 14)年 4月 日本大学芸術科講師に任じ「映画政策論」を講義 
        5月 日本厚生協会より専門委員を委嘱される 
       11月 内閣より労務管理調査委員会委員に任命される 
       12月 内閣より演劇・映画・音楽等改善委員会委員に任命される 
1941(昭和 16)年 6月 社団法人日本映画社より調査部を嘱託される 
文部省より国民学校教科用映画検定委員を嘱託される 
1942(昭和 17)年 1月  内閣より文部省専門委員に任命される 
                      (1944(昭和 19)年 1月まで) 
        2月  商工省より入場料専門委員会専門委員に任命される 
        3月   内閣より厚生省専門委員に任命される 
        6月   社団法人日本蓄音機レコード文化協会より邦楽演芸専門委員 
会委員を委嘱される 
1944(昭和 19)年 10月 内閣より文部省専門委員に任命される 
1946(昭和 21)年 4月  日本放送協会常務理事に就任 
        9月  文部省より社会教育委員を委嘱される 
        11月 文部省より通信教育調査委員会委員を委嘱される 
1947(昭和 22)年 7月  東京都より生活科学研究会委員を嘱託される 
1951(昭和 26)年 1月  死去、満 65歳 
(出所) 『権田保之助著作集』第四巻、pp.468-470の略歴、より作成。 
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ⅱ. 時代背景 
 権田は民衆娯楽の発達のキーワードが、「無産者階級の勢力」6と「活動写真
興行の革新的勢力」にあると説く。無産者階級が勢力をつける以前の日本の娯
楽は、玄人式修練を必要条件とする「ディレッタント」向きの娯楽であった。
しかし、その後の日露戦争を契機に資本主義が誕生し、第一次世界大戦で一応
の確立をみせると、その社会は有産者階級と無産者階級とに二分化した。そし
て、次第に無産者階級の数が増大し、ついには無産者階級が資本主義の発展を
促す中核を担うようになった。また同時にそれは、無産者階級が民衆の性質を
決定する存在であることを意味していた。 
では、当時の無産者階級の性質はどういったものであったのか。簡潔に言え
ば、「金がなく、暇がない」というものである。金がない、つまり、廉価を標尺
とする彼らは、明日のために生き、明日を予想して生きざるを得ないがために、
刹那的とならざるを得なかった。その上、貧しさゆえに彼らの暇(閑暇)は全て
労働に置き換えざるを得なかったのである。このような状況から、無産者階級
の趣味は、自ら手を下して調えることにより味わうことができた趣味から、出
来上がった物で生活を装う趣味に変化する。分かりやすく言えば、鳥かごを自
ら編んで鳥を飼うことよりも、出来上がった鳥かごを買い求めて鳥を飼うこと
が無産者階級にとって適うということである。また、彼らの働き方については、
機械生産の発達から分業的かつ単一的で、求められる能力とは「とにかくその
仕事をなるべく早くのみこむこと」である。ここでもやはり、機械化による分
業的な作業は同じことを繰り返すのみで、完成品の全工程に関わることができ
ないために「自ら手を下して完成を楽しむ」ということが難しい。ゆえに、無
産者階級は上述した出来合物
．．．．
を求めるようになる。また、無産者階級の労働と
                                                   
6 権田は著作集第一巻の中で、初めに「プロレタリア」と言う言葉で説明し、次に「労働者階
級」、後に「無産者階級」という言葉を用いるが、本稿では最後の「無産者階級」に統一する。 
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生活の双方が単調なために、どうにかして「単調を打ち破りたい」という欲求
が生まれたことが上記から判断できる。 
 そして、以上のような直観的、直覚的に味わえる娯楽として登場したのが、
三大民衆娯楽と言われる「寄席」「劇場」「活動写真」である。特に、当時の娯
楽として活動写真の勢力は凄まじいものがあり、権田はこの「活動写真」に注
目し、民衆娯楽における位置づけを明らかにしようとした。 
 
ⅲ. 問題意識 
 では、かかる時代背景から権田は民衆娯楽に対してどのような問題意識を持
ったのであろうか。前述したように、日露戦争を機に資本主義が台頭し社会経
済の状態が一変すると、並行して民衆の内容も一変した。そして、その内容に
則した新しい形の民衆娯楽が誕生する。つまり、新しい民衆生活という事実に
則して民衆娯楽が誕生したのである。 
権田は言う。「社会経済状態の変化は、民衆の内容を全く一変せしめ、民衆
生活の基調を変化せしめた。此の新しい民衆の社会生活事実が其処に我が民衆
娯楽の問題を提起したのである。思想が生み出した問題でも無ければ、原書の
翻訳が作り上げた問題でも無い生きた社会事実の産物である。其処に我が民衆
娯楽の問題の真面目さがあり、強みがあるのである」7と。このように権田は、
民衆娯楽は「事実としての民衆娯楽」というキーワードを活かすべきだと考え
たのである。 
そこで、これより先は、この「事実としての民衆娯楽」にキーワードを置い
た権田の民衆娯楽についてその輪郭、誕生、気運という形で整理し、改めて民
衆娯楽に対する問題提起に論及したい。 
 
                                                   
7 『権田保之助著作集』第一巻、pp.292-293。 
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① 民衆娯楽の輪郭 
 ここで再度、日露戦争前後の民衆生活について整理し直すと、日露戦争前の
民衆生活は比較的、金銭的にも時間的にも余裕があり、民衆娯楽の対象は手工
業者や商工人にあった。そのため、娯楽の特徴として、一種の予備知識を備え
ることを第一条件とする玄人式習練を備えた娯楽が主流であった。ところが、
日露戦争以後の民衆生活は金銭的にも時間的にも余裕がなくなってしまった。
さらに、民衆の労働は機械生産の担い手であり、無趣味で単純化し、働くこと
と眠ることが両分化するなど生活はより一層圧迫したものとなった。ゆえに、
民衆娯楽の対象者は無産者階級が大半を占め、娯楽内容については直接、端的
かつ短時間内に味わえる写実的な内容が求められるようになる。 
② 新しい民衆娯楽の誕生 
 権田は、この新しい民衆娯楽を「近代民衆娯楽」と称した。前述したように、
近代民衆娯楽の特徴は「金がなく暇に乏しい」上に、「仕事の性質が単調」であ
る。そのため、民衆は時に飛躍的にこの単調を破ろうとする欲求が生じる。つ
まり、飢えた時にご飯を食べる、渇いた時には水を飲むというように、強烈な
労働には強烈な刺激を与える慰安によって、自分自身をリクリエートしたいと
いう痛切な欲求を抱くに至る。ゆえに、権田は娯楽を上記のような民衆の実生
活そのものの重要な一部として捉えるのである。そして、娯楽は刹那的、かつ
写実的、印象的であり、出来合物で生活を装うために、娯楽の企業化に導く。
これが近代民衆娯楽の誕生である。近代民衆娯楽は、新しい民衆の性質と新し
い民衆生活の基底の上に、企業主義的経営による娯楽の大量生産によって誕生
するのである。 
③ 近代民衆娯楽の気運 
 民衆娯楽は従来、娯楽の職業的供給者が自分自身の創意で作り出した娯楽を
民衆の前に提供することで、民衆はその娯楽を行い、楽しむものであった。そ
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して、その提供方法は「民衆娯楽の純化」や「娯楽の民衆化」という代表的な
議論の下で行われていた。「民衆娯楽の純化」とは、すでに出来上がっている
．．．．．．．．．．．
娯
楽を知識階級者の理想でもって純化しようという議論として解釈された。また、
「娯楽の民衆化」とは「民衆娯楽の純化」同様、すでに出来上がっている
．．．．．．．．．．．
娯楽
をどのようにすれば民衆の間に浸透させることが出来るのかという解釈の下で
行われた議論であった。 
しかし、両者の解釈に権田は疑問を抱く。なぜなら、「民衆娯楽の純化」は、
まるで民衆自身が生み出した娯楽は不純なものであるため、知識階級者が是正
して良い娯楽にするというような解釈である。また、「娯楽の民衆化」について
も、すでに出来上がった娯楽を経済的な側面から民衆の負担能力に応じて考え、
知識的な側面からは誰にでも分かりやすく了解性を得るようにするという解釈
である。ゆえに、これは「民衆のための娯楽」であっても「民衆娯楽」ではな
いと権田は言うのである8。以上から、権田は民衆娯楽問題について、すでに出
来上がっている娯楽をどのように扱うかではなく、これから出来上がろうとす
．．．．．．．．．．．．
る
．
娯楽に焦点を当て考えるべきだと主張する。 
 
図 1-1 民衆娯楽の捉え方 
<これまで> 
 
             創造 提供 
  
 
 
                                                   
8 『権田保之助著作集』第一巻、pp.324-326。 
娯楽供給者 
(知識階級者 etc) 
娯楽 
(既成娯楽) 
民衆娯楽の純化 
娯楽の民衆化 
民衆 
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<これから> 
 創造 
 
 
提供 
 
(出所) 筆者作成。 
 
 具体的には、これまで言及してきたように、民衆が求める娯楽は近世から近
代にかけてと、今日では全く異なる。すなわち、これまでの民衆娯楽は玄人式
習練を必要条件としていたが、今日では暇なき貧しさから直観的、直覚的に味
わえるような娯楽が求められた。以上から新しい民衆娯楽創造の気運は、民衆
の実生活の間で生じつつあり、建設途中にあることが分かる。つまり、これか
ら出来上がろうとしつつある民衆自身による民衆のための娯楽であり、すでに
出来上がっている娯楽を修正したり、改変したりするようなものではなかった
のである。これらを整理すると図 1-1のような構図になる。 
 
ⅳ. 娯楽の本質 
 第 4項では、第 1・2・3項を踏まえて改めて娯楽の本質とは何かについて論
じるが、実は、権田はこの娯楽の本質を考える際、権田自身の問題意識から離
れた説明をする箇所がある。それは、娯楽の三定説の一つである再創造説を批
判するところにある。再創造説とは、娯楽の効用に関する学説であり、娯楽政
策論者に最も愛用された説である。この説によれば、娯楽とは労働によって失
われたエネルギーと新たに発生する疲労を回復しようとするものであって、「今
日の労働によって失われた心身の均衡を回復して、明日の活動の為めに自己を
娯楽供給者(民衆) 
娯楽享楽者(民衆) 
これから出来上がりつ
つある娯楽 
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再創造する効用が、娯楽の有する所である」という考え方である。 
 権田の批判点としては、この考え方は生産中心の思想であり、資本主義思想
を擁護するような社会政策に仕立て上げられ、悪用される危険性がある点を挙
げている。実際に権田は以下のように言う。「娯楽なるものが人間生活に於て或
る特殊の形式を具えて客観的に存在すとなす考え方は誤まれるものであって、
それは寧ろ主観の態度によって成立し得るものである。又、娯楽は生活の余力
より発生するものである、娯楽発生の条件は生活余剰である、となす見解は寧
ろ事柄の逆であって、人間は生活余剰と関係なく娯楽を追求するものであり、
人間の心に本能的に娯楽欲求の生じた時が、人間の心に均衡を欣求する念の湧
き出したことを證する標識である。かかるが故に、娯楽を目して再創造の具で
あると為す考え方は倒れねばならぬ。而して娯楽は生産の為めの再創造には非
ずして、寧ろ生活創造の根底であるということを知り得たのである」9と。 
しかし、他方で権田は問題意識を開陳する際、民衆は強烈なる労働に対して
は強烈なる刺激を与える慰安を以て、自分自身をリクリエートしなければなら
ない痛切な欲求を持っていると述べている。これは、まさに娯楽の再創造説に
あたると考えられないだろうか。では、なぜ権田はこのような二元論的な説明
を行ってしまったのか。おそらく、前述したように資本主義を容認することに
つながりかねないと考えたからかもしれない。資本主義を容認してしまえば、
いつまでたっても無産者階級は、「金がなく暇に乏しい」という生活状態を脱却
することはできない。そのため、民衆娯楽とは無産者階級の実生活の重要な一
部となることが前提で、労働の再生産などと他目的に扱われることで生活改善
が見込めないことに耐えがたかったからではないかと推測できる。 
 また、このような権田の二元論的な説明に対し、松原も同じような指摘を行
っている。松原によれば、権田の娯楽観は民衆娯楽を擁護する時には娯楽自目
                                                   
9 『権田保之助著作集』第一巻、pp.211-212。 
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的説が有効に働くが、民衆娯楽を擁護する以上に娯楽が持っている積極的な意
味を強調する時、娯楽自目的説なのか、再創造説なのか曖昧になると言う10。
ちなみに、娯楽自目的説とは、人間活動そのものに目的がある場合、つまり「自
目的」の場合(例えば、芝居見物のために芝居を見る)、人間活動はその活動そ
れ自身のために必要であるため、人間活動そのものに意味があると考えられて
いる説である。これを権田は、「享楽生活的態度」や「生命美化の欲求」という
言葉で表現している。そして、権田はこの「享楽生活的態度」や「生命美化の
欲求」こそが、人間生活における重要な要素であると指摘し、権田の娯楽論を
支える根幹を形成していた。 
 
ⅴ. まとめ 
 本節は権田の娯楽観について、時代背景、問題意識、娯楽の本質といった点
で検討してきた。その結果、一方では娯楽自目的説を堅持しつつも、娯楽は娯
楽の再創造説(娯楽でもって、労働のエネルギーを再生産する)を前提に、無産
者階級の性質に沿った形で作り出されなければならず、この点が娯楽の本質で
あるといわんばかりの面をも有していたことが分かった。 
 
3. 権田保之助の娯楽政策論 
本節は前節の権田の問題意識からすると、どのような手段で娯楽を展開して
いくべきかという、権田によるその対策案について論じていくことにする。結
論から先に言えば、無産者階級に提供される娯楽が企業化することについて、
企業化を容認せざるを得ない状況でありながらも容認したくはないという権田
の心の葛藤が垣間見られる。それは、結果として娯楽の企業化を容認しつつも、
                                                   
10 石川弘義、津金澤聡廣、田村紀雄、松原洋三「権田保之助の全体像とその現代的意義」『日
本人と娯楽研究会』創刊号、1982年、p.32、における松原の発言。 
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それが行き過ぎた場合には何らかの制限をかけなければならないという商業主
義的な「規制」と、娯楽の企業化自体が好ましくないものであるから、企業化
が及ばないような娯楽を創る非商業主義的な「公営論」という形で現れる。 
 そうした権田の議論を追求するための本節の構成は、以下の通りである。具
体的には、第 1項で、近代都市娯楽の特質に触れながら、権田による娯楽対策
の全体像を明らかにする。第 2項以降は、具体的検証として映画興行を中心に、
都市娯楽としての映画興行が、どのように発展し勢力を伸ばしていったのかを
論じ、その映画興行の対策について権田の所説を検討する。第 3項では、当時、
映画興行と関連して、社会運動の一つである教育映画運動が出現したため、そ
の教育映画運動を中心に、権田によるその対策案について論じる。第 4項では、
映画興行に関する問題は、青少年の問題と切り離せられない事柄である。よっ
て、権田のいう児童に関する映画興行の対策について考える。また、第 5項で
その他の児童映画対策として、「学校巡回映画連盟」と「公営児童映画館建設の
提唱」を紹介し、最後に本節のまとめを行う。 
 
ⅰ. 近代都市娯楽の特質とその対策 
 まず、近代都市に住む人たちの生活について論じよう。権田によれば、都市
は商工業関係者と俸給生活者11が住む場所であり、その居住者の大部分は、工
業労働者、商業使用人や小額俸給生活者であるとしている。そして、この住人
を権田は近代都市生活者と称する。では、近代都市生活者の生活とはどのよう
なものであったのか。端的に言えば、経済的に貧しく、場所的に非定住的で、
時間的にも制限が強かったということである。つまり、窮乏ゆえに場所を転々
とせざるを得なかったし、労働時間も企業家の利益によって決められるため、
強制労働せざるを得なかった。また、強制労働の多くが長時間労働であり、休
                                                   
11 現代で言うと、サラリーマンのように働く者のことを指す。 
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養を自由に確保することも出来ず、分業・協業や機械化に伴う業務は単一化に
なるばかりで、仕事のやりがい感はますます削ぎ落とされていた。 
では、こうした生活状況を踏まえると娯楽はどのような形で求められるのか。
そこで、近代都市娯楽の特質について論じることにする。まず、近代都市生活
者の生活が著しく窮乏しているという経済的な視点から、安い娯楽が求められ
たということが分かる。但し、安いというだけでは近代都市生活者は満足しな
い。安くても出来るだけ娯楽としての価値のあるものを、近代都市生活者に提
供しなければならないのである。続いて、住むところが不安定だという場所的
な問題と、休養が不十分な形で提供され、かつ著しく短いものであるという時
間的な状況は、娯楽を楽しむ人と娯楽を提供する人の分化をもたらした12。つ
まり、旧手工業時代のように自ら踊って踊りを楽しむという娯楽から、踊りを
踊る人と見て楽しむ人に明確に区別された娯楽へと変容したのである。また、
「娯楽供給者」は、近代都市生活者の休養が先述した状況にあるため、いつで
も手軽に、すぐに提供できるよう「常設的」かつ「常時的」という形をとらな
ければならなかった。さらに、娯楽内容についても誰にでも分かりやすく受け
入れやすい一般的
．．．
な娯楽でなければならなかったのである。 
 このように求められる近代都市娯楽は、二つの特質にまとめることができる。
一つは、近代都市娯楽は興行物的娯楽が中核を担うということである。権田は
現に、映画興行、芝居、寄席が近代都市娯楽の代表であることを根拠に、興行
物的娯楽が近代都市娯楽の内容的特質であると説明している。もう一つは、近
代都市娯楽の供給組織が企業化するという形式的な特質である。 
 では、上記のような近代都市娯楽の特質から導き出される対策とはどういっ
たものであったのか。ここから先は、近代都市娯楽の対策について述べること
                                                   
12 権田は、娯楽を楽しむ人を「娯楽享楽者」と言い、娯楽を提供する人を「娯楽供給者」と
しているため、本稿もこの言葉を採用する。 
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にする。権田は、近代都市娯楽の特質が興行物的なものであるため、その対策
も興行物的娯楽を中心に据えて考えなければならないとしている。そのために、
娯楽供給者は近代都市生活者が満足のいく興行物的娯楽を、利潤を最優先する
のではなく、最も適切な方法で娯楽を提供する努力を行う義務があるとしてい
る。ゆえに、近代都市娯楽の対策は、利潤最優先の娯楽設備に対して適当な制
約と啓発を行い、よき興行的娯楽が近代都市生活者の元へ提供されるように考
えなければならないということになる。 
 そのために、具体的には以下の 3つの手段を打ち出した。 
① 不当な逸出に対する合理的制限 
 娯楽供給者による娯楽提供が、近代都市生活者の生活を無視するような利潤
追求を行った場合には、規制をかけて健全な娯楽提供に修正する対策である。 
② 社会公益的施設に対する援助及び補助 
 娯楽供給者が一時的ないし一部分でも私的利潤のためではなく、社会公益的
な施設を経営した場合、その経営に援助あるいは補助を行うというものである。
例えば、一日あるいは数日間、労働者慰安のための演劇を開催することや、青
少年に良い児童映画の上映などを行った場合に適用される。 
③ 営利心の純化:営利の娯楽業関係者の教育、営利娯楽業関係者の社会事
業の指導 
娯楽供給者自身を教育することで利益主義のみにとらわれることなく、提供
された娯楽が社会貢献を果たすことを目標に推進された対策である。 
 また、他方で娯楽の企業化に対して抵抗を感じていた権田は、「近代都市娯楽
に対する社会施設」として以下のような主張をしている。つまり、繰り返しに
なるが、近代都市生活者にとって娯楽の中心にあたるのは興行物的娯楽である。
ゆえに、「興行物的娯楽の公営」という方式も重視すべきであり、それが「近代
都市娯楽に対する社会施設」の中核を担わなければならないのである。そして、
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この「興行物的娯楽の公営」こそが、私的利潤に捉われずに健全な娯楽を近代
都市生活者に提供することができ、私的利潤最優先の娯楽供給者の営利心の純
化を助長させるきっかけになると権田は考えるのである13。 
 以上からすると、権田は娯楽対策に関して、娯楽の企業化を容認しつつも行
き過ぎた場合には規制をかけなければならない商業主義的な立場と、娯楽の企
業化の存在に抗して、娯楽の公営化でもって娯楽の企業化が及ばないようにす
る非商業的な立場の 2つを持ち合わせていたことが分かる。 
 
ⅱ. 映画興行の発達とその対策 
 まず、映画興行の発達についてであるが、権田は以下の 2点を指摘する。1
つは、映画興行の娯楽内容が、近代都市生活者が要求する娯楽に最も適してい
る点である。2つ目は、映画興行は、娯楽の大量生産に適合している点である。 
 では、映画興行に対する対策とはどのような形で求められるのか。権田は、
映画興行にも先述したような「娯楽の企業化」に内在する危険性を懸念してい
る。つまり、近代都市生活者が抱く強烈な娯楽的欲望を満たす設備が利潤追求
の場においてのみ達成される危険性についてである。近代都市娯楽が営利主義
のみに左右され、創り出されることは望ましいことではない。ゆえに、権田は
映画興行対策を 2つの側面から考えなければならないという。一方は、「近代都
市的民衆娯楽の第一位的設備」という側面であり、他方は、「青少年者に対する
該興行の影響」という側面である。 
1点目について、具体的に打ち出された対策が以下の 3つである。 
 ① 営利的映画興行に対する制訓と啓発 
 ② 広義における教育映画製作の奨励、更に進んではその国営 
 ③ 映画映写施設(一般興行物的民衆娯楽施設)の公営 
                                                   
13 『権田保之助著作集』第二巻、pp.329-331。 
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 続いて、2 点目の側面である「青少年者に対する該興行の影響」についてで
あるが、当時、映画が青少年者の心理に与える影響は多大なものであった。青
少年者と映画の問題の中心となるのは、成人向けの映画をそのまま青少年者が
見てしまうという問題であり、青少年者と映画における対策を考えることは喫
緊の課題であった。 
そこで、青少年者に対する映画興行の対策として以下の 2つが考えられた。 
① 成人向けに製作された映画興行から青少年者を隔離 
② 青少年者のための映画公営施設の経営 
 
ⅲ. 教育映画運動とその対策 
 これまで見てきたとおり、映画は教育という分野にとっても留意しなければ
ならない興行の一つである。そこで、本項は教育映画運動の本質について概観
しておく。 
 まず、教育映画運動とは、児童の映画興行に対する悪影響を制御する一方で、
映画の要素が教育の要素に浸透しやすいような環境づくりを整える運動である。
つまり、教育映画の目的は全てにおいて「教育」という面で達成されると同 
時に、その教育映画の経営方法は教育関係者が児童に合わせて適当な手段を選
ぶというものである。権田によれば、従来の教育映画はただ単に教育的な要素
のみで製作された映画を意味していたという。しかし、本来の教育映画とは後
記のフローチャートのような要素を結合させて初めて教育映画になると権田は
考えるのである。そして、本来の教育映画を実現させるためには、映画の要素
が教育の要素に浸透しやすいような環境づくりを行わなければならないと指摘
する。その関係性をフローチャートにしたものが、下記の図 1-2である。 
具体的に映画の製作に注目すると、製作主体は、学校も公共の団体も娯楽供
給者も娯楽享楽者も関係なく、製作目的が教育でなければならない。そのため
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には、教育というものについての信念と理解があり、かつ、映画として表現す
る知識も十分に持たなければならないのである。 
 
図 1-2 教育映画運動の本質 
                  学校教育 
            教育 
                  社会教育 
教育映画の運動 
 
                              製作主体 
 製作 
                              製作映画 
映画     配給 
 
公映主体 
                                        公映映画内容 
                              公映客体        公映映画番組 
                                        解説及び伴奏 
                     公映(※)     公映場所 
                                        公映度数 
                              公映時間      公映時 
                                        公映時長 
(出所) 『権田保之助著作集』第二巻、p.366。のフローチャートを引用。 
(※) 公映という言葉は、映画を観賞する児童や社会一般人の前で上映される映画のこととし
て使用している。 
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 また、映画が配給を経て公映部門の段階に進んでも上記と同じようなことが
言える。つまり、公映の目的が「教育」であると同時に、適切な公映手段を考
えていかなければならないのである。要約すると、教育映画は目的が製作主体
においても、公映部門においても、教育であると同時に、その製作あるいは公
映手段が適うように考えなければならない。ゆえに、教育映画は、映画という
要素と教育という要素の結合が行われて初めて生み出されるのである。 
以上のような教育映画運動の本質を踏まえると、その対策とはどのように考
えられるのか。権田によれば、前述したように教育映画運動の重要な二つの側
面を徹底することである。一方は、青少年者に対する映画興行の悪影響を考え、
映画興行の検閲と取り締まりを確立させ、青少年者の映画観賞を制限すること
である。他方は、映画興行に教育的な価値が見出されるよう映画興行の国営化、
あるいは映画公映の公営を行うことである。 
 
ⅳ. 児童に関する映画興行の対策 
前述したように、映画興行の勢力は近代都市娯楽の中核を担うまでに拡大し、
次第に児童の心理にまでかなりの影響を与えるまでに至った。では、児童と密
接に関わり合う映画興行の何が問題なのか。それは、映画興行の全てが成人向
けに作られているということである。つまり、映画の内容や上映時間、あるい
は上映場所など、全て成人の生活や趣味に合わせて製作されているのである。
権田はこのことを「興味中心の大人本位」と称している。そして、児童の生活
や精神面はこの「興味中心の大人本位」の映画に対応しきれず、不良となる者
や犯罪に手を染めてしまう者などが出て社会に悪影響を及ぼしてしまうのであ
る。 
 そこで、「興味中心の大人本位」映画から児童を引き離すための一つの手段と
して考えられたのが、「児童映画日」(以下、児童映画デー) である。児童映画
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デーは、単に児童を引き離すのではなく、児童の生活や趣味に合わせた児童中
心の映画を児童中心の設備で児童に見せるというものである。 
 しかし、児童映画デーの開催実現には、単に教育関係者が選定した映画を児
童に流す日を設けることだけではなく、そこにはいくつかの制約がある。第一
に、児童映画デーに上映される映画の選定とその番組編成には細心の注意を払
わなければならない。実は、この条件を満たすことが一番難しいのである。な
ぜならば、従来の「興味中心の大人本位」の映画から児童の生活や趣味・嗜好
に合わせた映画を選び出し、さらに編集を加えて流すということは至難の業な
のである。そのため、権田は教育者、教育関係の識者や児童の保護者からなる
「児童映画日映画選定及番組編成委員会」というものを組織して、従来の「興
味中心の大人本位」の映画に代表される営利主義にとらわれず、児童の生活、
心理、教育という視点で厳選し、編成すべきであると主張する。 
 第二に、児童映画デー興行に対する経営方法にも制約がある。まず、児童映
画デーに上映する場所の選定であるが、鑑賞数やその場所の距離、設備環境な
どを考慮して、児童にあった場所を選択しなければならない。続いて、開催日
と時間については、教育関係者が従来の映画興行者の都合に左右されることな
く、あくまでも児童の都合を考え、最適な日時を決定しなければならない。他
には、映画の説明者や音楽、映画館の従業員、また、入場ないし退場規制や入
館料等についても、営利映画興行ではなく児童本位の映画興行として考える必
要がある。 
 具体的に、権田は理想の児童映画デーとして 2つの側面の施設対策が必要で
あると説く。つまり、一方は児童映画デーの施設であり、他方は一般映画興行
の施設である。前者の児童映画デーの施設を経営していくためには、一地区の
学校が連携して「学校映画団体」というものを組織し、学校教育者や児童の保
護者と共に委員会を発足させる。そして、その委員会で児童映画の開催日や映
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画内容などを選定する。そのような「学校映画団体」が全国に広がり、「児童映
画日連盟」というものが形作られると、その連盟の中から、教育関係者や児童
心理学者などの教育識者と児童の保護者を選出し、映画内容から番組編成、さ
らには、児童映画の監視を行うようにするべきであるという。また後者の一般
映画興行の施設については、児童が自由に一般映画興行に出入りすることがな
いよう徹底した禁止策を呼び掛けるのである。 
 
ⅴ. その他の児童映画娯楽対策 
 第 5項は、上記の児童映画デーという対策以外に、権田が考える児童映画娯
楽対策として「学校巡回映画連盟」と「公営児童映画館建設の提唱」がある。
それらを、簡潔に紹介しておこう。 
○ 学校巡回映画連盟 
学校巡回映画連盟は、児童映画デーが映画館を中心として考えられた対策で
あるのに対して、あくまでも学校を主体に置いた対策案である。つまり、学校
巡回連盟に加盟している学校で、あらかじめ作製した映画を月に 1度、校内で
上映するというものである。その映画の編成は教育関係者があたっている。し
かし、権田はこの対策は児童と映画問題全体に及んでいないと指摘する。つま
り、児童と映画問題の中心は映画館で見る映画鑑賞にあるからである。 
○ 公営児童映画館建設の提唱 
 権田は、当時の児童映画娯楽対策として、上記の児童映画デーや学校巡回映
画連盟という事業があるものの、その 2つの対策案では不十分な点が残るとい
う。つまり、児童映画デーは、児童と映画問題の本質を理解し、映画館を中心
とした対策を考えているものの、営利映画興行者とのパワーバランスが取れて
おらず、結局のところ営利主義に付してしまいかねないからである。また、学
校巡回映画連盟はそもそも児童と映画問題の本質を捉えていない。映画興行の
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悪影響から児童を守ろうという姿勢は評価できるが、映画興行を劣悪なものと
捉え排除しようとする考え方があり、非現実的である。ゆえに、権田はこの 2
つの対策案の欠点をカバーするために、公営児童映画館建設を提唱するのであ
る。 
ⅵ. まとめ 
本節は、権田が考える近代民衆娯楽の対策案について論じてきた。対策案を
見ると、常に権田は「娯楽の企業化」に対して、一方では企業化を容認しつつ
も行き過ぎた場合には何らかの規制を行わなければならないという商業的な立
場を持っていた。しかし他方で、企業化自体を許すべきではなく、その企業化
が及ばないような娯楽対策を創ることが望ましいという非商業的を有していた
ので、その立場の狭間で揺れ動いていたのではないかと推測できる。 
そして、権田のこのような 2つの立場は、具体的に近代民衆娯楽の代表格で
ある活動写真を例に挙げた対策案のなかに見られる。まず、商業的な立場とし
ては、近代都市生活者の「金と暇に乏しい」という性質から生じる欲求を見事
に満たすことのできる活動写真を提供する一方で、その活動写真が社会に及ぼ
す悪影響(例えば、利益主義を重視するあまりに近代都市生活者の生活を無視す
るような娯楽供給者の逸脱行為、不良や少年犯罪などの児童問題等)の抑止策と
して、活動写真の検閲が必要であるという。つまり、近代都市生活者に馴染む
活動写真の提供を容認しつつも、その悪影響に対しては検閲という形で規制す
べきだということである。また、非商業的な立場としては、「興行物的娯楽の公
営」として、娯楽供給者が私的利潤なしに活動写真を一日あるいは数日間、労
働者慰安のために開催すること、あるいは青少年に良い影響を与える教育映画
の上映など社会公益的な目的で実施した場合は、その援助あるいは補助を公的
に行うというものであった。つまり、「興行物的娯楽の公営」の前提にあるのは、
娯楽の企業化が及ばないような娯楽提供であった。 
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4. 娯楽政策論の実態 
本節は、実際に社会で行われてきた娯楽政策はどうだったのかを検討するた
めに、権田の娯楽対策案と対比する形で実態に迫ろうと試みる。具体的には、
第 1項で、商業的な立場に対する規制論として、活動写真検閲の実態について
検証する。活動写真検閲の実態を見る方法としては、牧野の日本映画検閲史研
究の成果を中心に、1917(大正 6)年～1925(大正 14)年に行われた検閲状況につ
いて検証することにする14。次に第 2項では、非商業的な立場にあたる公営論
として、大阪市の余暇・娯楽政策を例に挙げて論じる15。 
 
ⅰ. 規制論としての活動写真検閲 
 先述したように、活動写真は近代都市娯楽の中核を担うと同時に、近代都市
生活者の精神・肉体面に多大なる影響を及ぼすまで勢力を拡大させた。そして、
その影響力はあまりに強力であったため、警視庁も統一された監視とは言えな
いものの、活動写真の取り締まりに目を光らせていたのは事実である。また、
特に活動写真の影響は、青少年に多く見られたため教育関係者からも危惧され
るようになった。具体的には、探偵小説「ジゴマ」というフランス映画の影響
により、青少年がおもちゃの銃で通行人の子どもたちを脅かすという事件が頻
発した。そして、この「ジゴマ」事件をきっかけに、活動写真に対する取り締
まりが強化されることになる16。その後、1917(大正 6)年には東京で警視庁によ
る「活動写真興行取締規則」が制定され、全国初の法制化が行われた。 
                                                   
14 牧野守『日本映画検閲史』、パンドラ、2003年。 
15 関直規「近代日本における<市民>の労働・余暇と娯楽の合理化過程―1920年代大阪市社会
教育政策の展開を中心に―」『東京大学大学院教育学研究科紀要』第 37巻、1997年、
pp.354-356 。 
16 児島は、このジゴマ映画が警視庁による上映禁止措置を受けたことをきっかけに詳細な点
にまで及ぶ規制が行われたのは大正 6(1917)年 2月の活動写真取締建議であると述べ、その条
項について整理している。児島功和「映画という教育問題 - 大正期における規制と利用をめ
ぐって-」『人文学報、教育学』東京都立大学人文学部、40号、2005年、pp.161-162。 
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○ 警視庁「活動写真興行取締規則」17 
「活動写真興行取締規則」の構成は、第一章 総則、第二章 興行場、第三
章 「フィルム」の検閲、第四章 説明者、第五章 興行、第六章 罰則及び
附則、の 51条からなっている。そして、この「規則」の根底には警視庁や教育
関係者らによる活動写真＝罪悪という見方が内在していたのである。法文第 14
条および第 25条によると、上映作品を甲種と乙種に分けて、甲種にあたる作品
は 15歳未満の者に観覧してはならず、また活動写真興行の免許に対しても厳し
く取り締まる傾向が見てとれる。そして、このような取り締まりは、「活動写真
興行取締規則」が施行される以前の公布日に即座に実行されたと牧野は言う。 
 以上のように、活動写真の検閲は、犯罪行為や非行化の誘発、児童の教育的
効果がないなどの理由で作品の隅々まで干渉することになった。その結果、興
行上の落ち込みは凄まじく、娯楽供給者を始め各方面から「活動写真興行取締
規則」に対する非難が集中した。そして、その非難は、活動写真全てを真っ向
から批判し排除するのではなく、むしろ活動写真を有効活用する必要があるの
ではないかという方向を生み出していくことにもなる。 
 その後、1921(大正 10)年には「興行場及び興行取締規則」が制定されたが、
検閲基準に関して抽象的表現が多いとされ、幾度となく改正が繰り返された。
そして、試行錯誤の末、1925(大正 14)年には内務省による全国規模の活動写真
検閲が行われるまでに至った。しかし、結局は「活動写真興行取締規則」同様、
法律という形ではなく規則という形で行われ、さほど従来の検閲制度と変わり
ない内容であったと牧野は言う。とはいうものの、上記のような活動写真にお
ける全国規模の検閲制度は、まさに権田が「娯楽の企業化」を容認しつつも、
行き過ぎた場合には何からかの制限をかけなければならないという立場を体現
するものであった。 
                                                   
17 警視庁令第十二号、一九一七(大正六)年七月十四日公布、八月施行。 
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ⅱ. 公営論としての大阪市余暇・娯楽政策 
一方、公営論の代表格である大阪市の余暇・娯楽政策をみると、「娯楽の企
業化」による商業主義的な立場を批判するという理念の下で、公営施設の直営
や既存の民衆娯楽事業の改善を呼びかけるなど社会教育行政として様々な取り
組みを始めていた。具体的には、1917(大正 6)年に天王寺公園内にて「大阪市
立市民博物館」が設立された。また、1919(大正 8)年には「教化事業懇談会」
というものが市長主催により行われた。そして、1920(大正 9)年 4 月の「大阪
市達 14号」によって社会教育課が創設されたことで、大阪市社会教育の制度的
基盤が確立する。この社会教育課における事務分掌事項は、「①市民博物館，図
書館，美術館等ノ事業，②教育会其他教育諸団体，③児童及少年ノ保護，④其
他社会教育」である。特に、市民博物館は 1922(大正 11)年に大講堂を設け、都
市生活者を対象とした講演会を開催した。その後、1923(大正 12)年には阿波座、
御蔵跡、清水谷、西野田の公園内に、大阪初の「市立通俗図書館」が設置され
た。 
また、社会教育課は 1921(大正 10)年 9月の「大阪市達 35号」で、これまで
教育部内で別の課であった青年教育課と合併し、課内で新しく「社会教育係」
と「青年教育係」が置かれることになった。事務分掌事項は社会教育係につい
ては上記と変わらず、青年教育係の担当は、「①青年団体，②公衆運動場ノ事業，
③其他青年教育及市民体育」であった。とりわけ、市民体育については、トラ
ック、フィールド、プール、テニスなどを有する運動場や公園付属の運動場が、
市民の体育奨励のための「市立運動場」として社会教育課の管轄下に置かれ、
大阪市の社会教育行政を特徴づけた。その後、1927(昭和 2)年 4月に大規模な
職制改正が行われ、社会教育係は広範囲な事務分掌事項を受け持つことになる。
具体的には、「①図書館，博物館及び美術館，②学校中心社会教育，③教化委員，
④成人教育，⑤生活改善，⑥芸術並民衆娯楽ノ教育的利用，⑦社会教育諸団体
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ノ事業奨励， ⑧其他社会教育」である。特に、⑥は映画教育事業としてその具
現化を図った。 
 その他の余暇・娯楽対策として、「①活動写真の改善，②浪花節の改善，③講
談の改善」という 3つの民衆娯楽改善事業が行われた。①は教化的価値のある
活動写真フィルムの目録作成と教育団体へその配布を行う形で改善を図り、②
と③は市当局がそれぞれの代表者と研究会を開いて実演を行いながら意見交換
することで改善を試みた。 
 以上、権田の反商業主義的な立場の見解の具体的ケースとして、大阪市の余
暇・娯楽政策を例に挙げた。大阪市の余暇・娯楽政策は「娯楽の企業化」によ
る商業主義的な立場を批判するという理念の下で、公営施設の直営や既存の民
衆娯楽事業の改善を呼びかけた。これをみると、まさに権田が「娯楽の企業化」
を一方的に許すべきではなく、娯楽の企業化が及ばないような娯楽対策を行う
ことが望ましいという考え方と一致していることが分かる。 
 
5. おわりに 
 本章は、現代に至る生活ルール基盤のスタートラインであった大正時代に焦
点を当て、当時の生活や労働環境を概観し、余暇・娯楽というものが同時代の
社会においてどのような位置づけにあったのか、また、その対策はどのように
展開をみたのかを娯楽研究者の第一人者である権田保之助の所説を中心に論じ
てきた。当時の生活状況あるいは労働環境は、資本主義時代の到来とともに大
きく変わった。それまでは、手工業の時代ということもあり、職人という自分
の腕一本で自分自身や家族の生活を養っている者が多数いた。それゆえに、自
分自身でモノを作り上げていくことに喜びを感じるため、娯楽もまた、プロ並
みの知識を取り入れた玄人式習練を先行条件とする娯楽を好んだ。しかし、資
本主義社会が台頭し、協業や分業による大量生産・大量消費が主流になると、
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生活は「金がなく暇に乏しい」状態へと一転する。また、協業や分業は単調な
労働を生み出し、もはや、睡眠をとるだけでは鋭気を養うことは出来なくなっ
た。さらに、手工業時代のように玄人式習練を先行条件とする娯楽を楽しむ余
裕も時間も無かった。ゆえに、娯楽も新しい娯楽として誕生せざるを得なくな
る。新しい娯楽とは、民衆の実生活という事実に則した形であり、労働に向け
た自らの再創造として鋭気を養うために存在する娯楽である。松原はこの点を
ホイジンガというオランダの歴史学者の所説と対比させ、権田の娯楽観につい
て整理している。それによれば、権田が考える娯楽とは実生活そのものによっ
て生み出されるものであり、人間らしさを拡大させ豊かなものにする機能があ
るとしている。そして、その娯楽は時代の変化にかなり影響を受け、その時代
変化と共に実生活を問い直し、娯楽を捉え直す必要があるという18。つまり、
権田の娯楽観は一見、娯楽自体に積極的な意味を見出すことが娯楽の本質を表
しているかのようにみえるが、その根幹を形成しているのは近代であれば娯楽
の再創造説なのである。 
また、この時代の代表的な娯楽として登場したのが活動写真である。活動写
真は安価な上に誰にでも分かりやすく、手軽に楽しめるということもあり一世
を風靡した。そして、活動写真を初めとする新しい娯楽の対策として権田が求
めたものが、規制という面からと公営という面からの対策である。では、なぜ
2 つの側面から対策が必要なのか。それは、無産者階級に提供する娯楽が企業
化されることに対する権田の心の葛藤が生じていたからである。つまり、権田
は娯楽の企業化を容認しつつも、営利主義に偏り過ぎるあまり無産者階級の生
活に支障が出る場合は規制を行うべきであると考える一方で、やはり娯楽の企
業化を許すべきではなく、企業化が及ばないような娯楽を創ることが望ましい
                                                   
18 石川弘義、津金澤聡廣、田村紀雄、松原洋三「権田保之助の全体像とその現代的意義」『日
本人と娯楽研究会』創刊号、1982年、pp.31-32。 
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という側面との間で揺れが動いていたからである。そこで、規制と言う立場か
ら具体的に登場したのが活動写真検閲である。活動写真検閲は、1917(大正 6)
年に警視庁による「活動写真興行取締規則」で初めて法制化されたことを皮切
りに改正を繰り返し、多少の取り締まりの強弱はあったものの、1925(大正 14)
年以降は内務省による「活動写真『フィルム』検閲規則」の下、全国的な検閲
制度が行われていった。一方で、娯楽の企業化が及ばないような娯楽を創ると
いう観点から、権田は「興行物的娯楽の公営」として「児童映画デー」などの
主張を行ったが、実際に大阪市では反商業主義的な立場の下、社会教育行政と
して様々な公的取り組みが行われたのはすでに述べたとおりである。 
 以上、本章の冒頭で述べたように、先行研究における課題の一つである労働
時間という視点からの検証が中心であったという状況に対して、本章は大正時
代の娯楽あるいは余暇を通して、生活時間に焦点をあて論じた。その結果、大
正時代は労働と生活の双方が手探りの状態であるにもかかわらず、いかに生活
を改善していくか、あるいは上手く労働と組み合わせていくかについて試行的
な取り組みが行われてきたことはすでにみたとおりである。大正時代は前述し
たように生活のルール基盤のスタートラインであり、当時いかに生活(特に余
暇・娯楽)の高度化が重要視されていたかがわかるだろう。 
 また、これまで日本の社会政策史の中で十分に取り上げられてこなかった「余
暇・娯楽」のテーマを史的に位置づけたことは本研究成果の一つである考える。
なぜなら、権田に関する先行研究を見ても、その多くは教育学や社会学からの
アプローチであり、社会政策という観点から論じられている研究は極めて少な
い。もっとも、教育学者である坂内が指摘する権田研究に対する論点は留意す
べきだと考える。具体的には、権田保之助における先行研究の動向として 2つ
あるという。1つは、「人間学的な批判の視座」として権田自身が民衆の日常生
活の中に現実を見つめ問い直そうとした大正期における権田の民衆娯楽論に評
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価が集中している点である。2 つ目は、権田における民衆娯楽論から国民娯楽
論へという思想の「転向」問題に加え、大正期と昭和戦前期の不連続性が指摘
されている点である。そして、この 2つの動向をいかに結び付けるかが大きな
課題であると指摘した坂内の論点は見逃せないものである19。 
そこで、次章では上記の論点に留意しながら、主に「国民娯楽」という面か
らのアプローチを中心に、権田の民衆娯楽論から国民娯楽論へという思想的転
回について論究する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
19 坂内夏子「権田保之助にみる大衆娯楽研究の意味と思想-「民衆娯楽」と「国民娯楽」の間
-」『日本教育社会学会大会発表要旨集録(52)』2000年、pp.115-116。 
42 
第二章 権田保之助の国民娯楽論 
 
1. はじめに 
 本研究は、序章で述べたように現代の労働と生活の関係性が問われる中で、
どのように労働と生活を上手く組み合わせれば不十分な状態から脱却できるの
かという課題に対して、生活(特に娯楽)の面から史実を掘り下げることで改め
て問い直そうという試みをテーマにしている。幸い、日本の娯楽研究、特に調
査研究における実態調査はアメリカよりも 10年も早い 1920年代から取り組ま
れているので、その源流や系譜を探り再考することは上記の課題解明に資する
テーマだと考える20。 
 そこで本章は、娯楽研究の第一人者である権田保之助の余暇・娯楽論につい
ての研究成果を引き続き取り上げて検証する。但し、本章は前章の続編として、
日中戦争勃発以降の娯楽状況について研究された「国民娯楽論」に焦点を絞り、
論究する。具体的には、『権田保之助著作集』第三巻に収録されている『国民娯
楽の問題』および『娯楽教育の研究』を中心に、当時の生活状態や労働環境を
概観しつつ、準戦時、戦時という特異な状況のなかでの生活ルールの基盤づく
りというプロセスをたどりながら、国民娯楽論の位相を確定したい。 
 その際、権田の「国民娯楽論」への転回をどのように評価するのかという本
章の要ともいうべき課題に取り組む必要がある。先行研究をみると、その評価
は現在においても明確ではない。例えば、井上が指摘するように、媒介項とし
ての「生活創造」が一つの軸概念として転向に誘導していくという考え方があ
                                                   
20 実際、権田研究を行った井上は、日本の娯楽やレジャーに対する社会調査は史的にみると
アメリカよりも少なくとも 10年は早かったと論じている。池井望、石川弘義、井上俊、権田
速雄、津金澤聡廣、鶴見俊輔、仲村祥一「座談会 娯楽を見る目―娯楽研究の視点と権田保
之助の位置」『日本人と娯楽研究会』第 4号、遊戯社、1985年、p.11。 
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る21。権田のいう「娯楽」とは、日常生活に密着しながら常に生活の中に存在
するもの(「生活」主義)であり、『民衆娯楽論』ではその研究スタイルが堅持さ
れていた。そして、その研究スタイルこそ、『国民娯楽の問題』で娯楽の国家統
制を正当化する動機となり、井上は「「生活」主義に足をとられた」という表現
をしている22。つまり、娯楽は生活の中に存在する「社会的事実」であり、「生
活の一表現」であると同時に、新しい生活のあり方を創り出す「生活創造の一
因数」でもある。そこに大きな社会的効用があるとして「生活創造」を娯楽の
「社会的効用」だと認めたが、「生活創造」の内容自体が曖昧であったために、
権田は「民衆娯楽から国民娯楽へ」と転換する方向に進んでしまったと解釈し
ている。また、生活創造を媒介項としたので、よりよい生活をつくるために娯
楽の国家統制を正当化する方向へと移行する転向の度合いは、比較的スムーズ
であったと評価している。 
 代わって、1985(昭和 60)年に行われた座談会23の中で池井は、権田の転向は
1924(大正 13)年の渡欧体験が転機だと主張している。具体的には、留学前の権
田は大正デモクラシーの影響から日本の民衆の水準を高く評価していたが、留
学を通して、堕落した娯楽を是正するためにドイツの民衆がしだいにナチス的
なものに統制されていく姿を目の当たりにすることで民衆に失望してしまい、
その失望感が日本においても民衆に対して指導を行う必要があるという方向へ
向かったのではないかと解釈している。事実、この座談会より 3年前の 1982(昭
和 57)年に開催されたシンポジウム24の中で、シンポ参加者の一人である水谷大
                                                   
21 井上俊『仕事と遊びの社会学』岩波書店、1995年。 
22 同上書、p.8。 
23 池井望、石川弘義、井上俊、権田速雄、津金澤聡廣、鶴見俊輔、仲村祥一「座談会 娯楽
を見る目―娯楽研究の視点と権田保之助の位置」『日本人と娯楽研究会』第 4号、遊戯社、1985
年、pp.2-29。  
24 石川弘義、津金澤聡廣、田村紀雄、松原洋三「權田保之助の全体像とその現代的意義」『日
本人と娯楽研究会』創刊号、遊戯社、1982年、pp.34-39。 
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瑩(元文部省)の発言をみると池井の主張を物語っている部分がある。水谷は権
田の指導の下、1927(昭和 2)年～1939(昭和 14)年まで自ら調査に携わっていた
頃を振り返りながら、当時の権田の印象について述べている。それによれば、
映画法のできる段階でドイツの映画法にならって 6歳未満の子どもに映画館の
入場規制を設けるか否かが問われたとき、権田は一言も発言しなかった。その
ため、転向の問題というよりはこの頃の権田は民衆娯楽に対して興味を失って
いた印象を受けたという。それは少なからず、1924(大正 13)年の渡欧体験を通
して感じた民衆への失望感と関係していたのではないかと思われる。 
また、鶴見のように、転向か非転向かを分ける必要はなく「いかなる意味で
転向であったか、いかなる意味で非転向であったか」と主張する見方もある。
続けて、鶴見は民衆の捉え方にポイントがあるとし、初期、明治末と 1938(昭
和 13)年頃とではどのように違うのかを把握する必要性を訴えている。具体的
に、民衆は「未組織の群衆」として「ランダム」にはじまり、1938(昭和 13)年、
1939(昭和 14)年にはひとつのかたまり、「マス」になったとして捉える。そし
て、権田の娯楽研究にはこのランダム性へ注意を向ける必要があったのではな
いかという指摘をしている。 
他方、津金沢は権田の転向問題に対して内在的な評価をしている。具体的に、
津金沢は権田が『国民娯楽の問題』の中で指摘した娯楽統制の限界に注目し、
そこに転向問題への答えを見出している。第一次世界大戦を機に大衆性が拡大
することで民衆娯楽は確立するが、その「商品娯楽の混乱」を制御するために
「全体主義的指導精神」があらわれた。しかし、その指導性には限界があり、
大衆性を忘れた、指導性のみの娯楽統制に対する危険性を権田が訴えていたこ
とを引用しつつ、そこには「厳しい戦時下にあってもかつての基本的姿勢をひ
そかに貫き通したゆるがぬ真情をも伺わせ、娯楽問題への並々ならぬ愛着と自
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信のほどを表現していたといえよう」25と結論付けている。 
 以上のように、権田の娯楽研究における転向の評価は固定的なものではなく、
果たして権田の国民娯楽論はどこまで転向したのか、あるいは、完全に転向し
たといえるのかが依然として明らかになっていない。そこで、本章はこの転向
問題を改めて意識しながら、権田の国民娯楽論の論旨をまずは丹念に追うこと
を目標とする。 
 以上を踏まえ、これより先は以下の構成に従って論じることにする。 
 
2. 権田保之助の国民娯楽原理論 
 本節は、権田の国民娯楽原理論について考察する。権田の国民娯楽原理論は、
権田著作集の第三巻に集約されている『国民娯楽の問題』の著作によって整理
することができるため、本節はこの『国民娯楽の問題』という著作を中心に検
討したい。具体的には、第 1項で当時の時代背景を確認し、第 2項で、権田が
娯楽問題を取り上げた意義について論じる。そして、第 3項で娯楽の新体制と
しての国民娯楽の確立についてまとめる。 
 
ⅰ. 時代背景 
 権田の娯楽研究は、1914(大正 3)年の初夏に刊行された『活動写真の原理及
応用』から出発し、1921(大正 10)年に『民衆娯楽問題』という大著で、活動写
真の娯楽性大衆性が第一次世界大戦によって昂揚された社会民衆主義、経済的
自由主義、個人主義的自由主義の潮流に乗せられて、広範囲に展開し、そこに
「民衆娯楽」という一存在を創り出したということを導き出した。しかし、そ
の後の日中戦争を機に民衆娯楽の形態は大きく変貌し、やがて「国民娯楽」と
呼ばれる新しい娯楽形態を生み出すことになる。権田はこの民衆娯楽から国民
                                                   
25 津金沢聡広「解説」『権田保之助著作集』第三巻、p.442。 
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娯楽へと転回するまでの過程を以下のように説明している。 
 まず、民衆娯楽は日中戦争前から徐々にその形態を崩し始め、国民娯楽へと
準備されていった。それは、とくに伝統娯楽の崩壊と娯楽の平衡運動によって
説明される。伝統娯楽の崩壊とは、どういう階級がふさわしいか、どの身分階
級を象徴するかというような趣味や娯楽の存在が消滅していったということで
ある。つまり、大正時代の民衆娯楽の一部にはまだ、囲碁や盆栽、競馬のよう
に特権階級だけが楽しめる娯楽が存在していたが、昭和に入るとその身分階級
は消滅し、大衆一般に解放され、金に乏しい人たちもそれ相応に楽しめる趣味
へと変化したということである。 
図 2-1 娯楽における平衡運動 
 
                           高級趣味の一般化、大衆化    
代表例：西洋音楽 
       都市娯楽享楽における   娯楽享楽の 
        娯楽の平衡運動      特権消滅 
娯楽に                        大衆向きの娯楽の高級趣味化 
おける                           代表例：浪花節の上向き運動 
平衡運動   都市娯楽と農村娯楽の    交通制度の異常な発達による社会経済制度の 
平衡運動        変革は都市と農村の依存関係を深め、農村の 
生活は都市の生活(ないし娯楽)なしには、そ 
の存在を考えられないため、農村娯楽は都市 
娯楽の色調が強まる。 
代表例：映画、レコード、ラジオ 
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また、娯楽の平衡運動とは、図 2-1のように「都市娯楽享楽における娯楽の
平衡運動」と「都市娯楽と農村娯楽の平衡運動」に分けられ、前者は先ほど述
べた娯楽享楽の特権消滅がそれにあたる。そして、その娯楽享楽の特権消滅に
は、囲碁、盆栽、競馬などの高級趣味が国民大衆に一般化するという第一の方
向と、逆に浪花節など低廉で慣れ親しまれた娯楽が身分階級という垣根を越え
て高級趣味化するという第二の方向が存在した。また、後者は農村娯楽の都市
娯楽化の傾向を示すものである。つまり、社会経済制度の変革や交通制度の急
速な発展は、これまでの旧い閉鎖的な都市と農村とのそれぞれ独立した経済制
度から、相互依存関係の経済制度に変わり、農村は「都市的近代」生活を理解
し取り入れなければ、農村生活の存在を考えることができなくなったというこ
とである。そして、それは映画やレコード、ラジオという形で出現した。 
そして、日中戦争(以下、事変) が勃発した 1937 (昭和 12) 年を契機に国民
生活すべての側面において大変換が行われたが、大衆娯楽もまたその影響を直
に受けたことは言うまでもない26。実際、大衆娯楽が事変後わずか 10カ月足ら
ずで変貌するのであるが、その過程はかなり複雑であり、権田はこの推移の跡
をたどるには細心の注意を払うべきだと指摘している。また、権田はただ単に
事変という時代を追うだけではなく、事変そのものを招来した「社会生活的国
民意識的動因」、つまり、「非常時」の合言葉で表現されてきた国民思想の新し
                                                   
26 権田は『国民娯楽の問題』において、「民衆娯楽」という言葉を「大衆娯楽」という言葉に
置き換えて説明しているため、本稿もこれに従い論じる。 
(出所及び注) 筆者作成。 
上記の中の浪花節の上向き運動であるが、その昔の浮れ節の時代から漸次上昇して、高級
趣味の対象まで進み、特にレコードにより、さらにラジオによって浪花節は上中層階級の間
に普及するに至った。 
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い強力な傾向に注目すべきだとしている。そのため、事変という時代は事変そ
のものが生み出す「時局」と、日本国を貫いて流れる「国民的精神の昂揚」が
生み出す「社会生活的国民意識的動因」がキーワードとなる。 
 事変そのものが生み出した「時局」というのは、事変勃発により戦争がもた
らした心的作用のことである。出征による「興奮」、「緊張」、「偏向」は「戦時
的情感」を爆発させ、大衆娯楽・娯楽生活を一切排除した。つまり、国民生活
と娯楽の間に離反現象が生じたのである。そして、この離反現象は娯楽問題の
質的変化をもたらした。具体的に、どのような娯楽を供給すべきか、どのよう
な娯楽が適正になるべきかの問いから、娯楽を供給すること自体妥当か否か、
娯楽享楽を正当と考えるか否かという根本的問題へと変化したのである。そし
て、この娯楽の質的変化は娯楽を完全に遮断してしまった。この 1937(昭和 12)
年 7月～10月末の時期を権田は「娯楽締出しの時期」と称した27。その後、同
年 11月～12月に至る 5、6週間は、国民大衆の心情の変化に大衆娯楽を供給す
る者も苦慮せざるを得ず、権田はこの時期を「過渡的模索時期」と呼んでいる28。 
しかし、南京陥落後の同年 12月中旬～1941(昭和 16)年 3月の時期は、「長期
應懲戦」の体制整備が行われたことで、国民の「戦時的情感」の爆発は次第に
収まり、平常心を取り戻しつつあった。そして、再び娯楽を意識するようにな
る。加えて、戦争の物的作用として生じた、一般物価の高騰、特殊産業部門を
除く一般的収入減により、国民大衆はそれらに抗しつつ、生活享楽というもの
                                                   
27 但し特例として、当時唯一活発な動きをみせたのが「ニュース映画」興行であり、この時
期の特徴である。しかし、権田は「ニュース映画」興行は真の意味での娯楽ではないと批判
する。なぜならば、ニュース映画は、国民大衆の最大の関心事である事変の最新情報をいち
早く知ることができる知的資料を提供する側面と、国民大衆の「戦時的情感」を助長させる
ような興奮剤的側面を兼ね備えており、娯楽とは結びつかないからである。 
28 具体的に、上記のニュース映画興行を例に挙げるならば、ニュース映画興行はそれ自身娯
楽享楽的対象ではないが、驚異的な興行業績を上げたことから、大衆娯楽供給者は劇映画の
中にニュース映画的テーマを援用することを苦肉の策として思い付き、この時代下にふさわ
しい娯楽提供の一つとして採用したということである。 
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を考えなければならなくなった。それはまた、大衆生活と娯楽の離反現象が解
消されたことを意味し、当時の時局意識と相響く新しい生活情感を表す劇、映
画、音楽その他の娯楽的表現が求められるようになった。この時期を権田は「娯
楽新形態の準備期」と呼んだ。 
但し、上記の娯楽新形態が求められる一方で「社会生活的国民意識的動因」
というものも当時は存在していた。「社会生活的国民意識的動因」は、戦争その
ものに重大な影響を与えた「我が国を貫いて流るる国民精神の昂揚という時代
的大潮流」29となって、その発端は戦争勃発による「非常時意識の高唱」とし
て現れた。具体的には、自由主義・個人主義的な傾向から、「国民協同の原則の
上に全体主義的傾向」や「統制主義的要求」が掲げられ、その代表的なものが
「国家総動員法」であった。国家総動員法は演劇や映画の興行時間短縮や紙芝
居の検閲などを行うと共に、ダンス、カフェ、バーなどの警告や取締、不良青
年の検挙、各大学付近における享楽機関の取締など、国民が怠惰な生活に陥る
可能性のある娯楽を徹底的に排除する形で行われた。ゆえに、権田は、事変以
降の推移の跡をたどるにはかなりの複雑さを伴うため細心の注意を払うべきだ
と主張したのである。 
 
ⅱ. 娯楽問題を取り上げる意義 
 では、権田はなぜあえてこの時期に再度娯楽問題を取り上げたのか。以下は、
権田の娯楽問題に対する熱意がダイレクトに伝わる部分であるため当該箇所を
引用することにする。 
 権田は戦争に対して、「国民の生活には娯楽、慰安というが如き余裕と弛緩と
の片影をすら、之を認め得ないかの如くに思われるのである。斯くして此の時
に際して、娯楽と云うが如きものを問題として取り上げる事は、余りにも時局
                                                   
29 『権田保之助著作集』第三巻、p.32。 
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にそぐわざるが如き感を懐くものがあるかも知れない。然しながら人間生活の
重要にして且つ多くの部分を占めている娯楽生活を、時局の故に、軽視もしく
は蔑視し、或いは殊更らに之を回避して、之に関し何等の考慮を支払うことな
しとすれば、そは甚しく重大な錯誤であると云わねばならぬ。」30 
続けて権田は、「寧ろ我々は此の重大時局に直面せる国民の生活に於て、そ
の娯楽生活が如何なる態度を取り来ったか、而して夫れが如何なる方向を取ら
んとしつつあるかを知ることが、此の時局を理解する上に、国民大衆の心理、
ひいてはその生活に反映せる真の時局の姿を認識する上に、貴重なる示唆を与
うるものがあることを思うものであるが、単にそれのみならず、彼が唱うる虚
浮なる「長期抗日」に対して、断乎たる「長期應懲」の確信を抱く国民の生活
に対し、その娯楽生活が如何に重大なる意味を有するものであるかを知って、
之が為めに適当に施設することの緊要なることをさえ感ぜざるを得ないのであ
る。」31 
このように権田は人間生活における娯楽の機能とその重要性について、健全
で適正な娯楽は人間生活を調整し、「国民生活暢達」の原動力であり人間が落ち
着く場であると考えた。ゆえに、生活と娯楽の離反現象は反ってその原動力を
奪ってしまう上に、事変は国民大衆の精神を過度な緊張状態にしただけでなく、
姦淫、乱舞、痴態など忌まわしい映画のような一種の変態
．．
娯楽として世に登場
してしまったため、健全な娯楽を通して国民の精神状態を落ち着きあるものに
することが必要であると指摘した。以上から権田は、娯楽問題の研究と適正な
娯楽対策の樹立が当時の時局下において重大事項となったと言わざるを得ない
と述べている。ここに、権田が娯楽問題を改めて取り上げる意義が見出せる。 
また、事変後における娯楽問題の任務にも言及し権田は次の 2 点を考えた。1
                                                   
30 同上書、p.34。 
31 同上書、pp.34-35。 
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つは、事変後における娯楽的混乱状態について、生活と娯楽の乖離問題並びに
変態娯楽の享楽という娯楽問題の的確なる解決と、娯楽対策の時期を逃さない
ことが国の喫緊の課題であると指摘した。 
2 つ目は、国民情操向上の厚生問題対策としての娯楽問題である。この対策
によって国民生活の安定をさらに一歩進めて、国民体位の向上を期待し、将来
へのさらなる発展を担うべき基盤となることを目指している。権田は生活諸条
件の整備によって「国民体位の向上」「剛健なる民族」の創出を目指すだけでな
く、心的精神的側面として「国民情意の平衡」「国民情操向上」に焦点をあて、
この方面の徹底的な娯楽施設等が具現化されるべきであると主張した。 
 
ⅲ. 国民娯楽という新体制の確立 
 第 3項は本節のまとめとして、改めて国民生活の状況を掘り下げながら国民
娯楽という新体制の確立について整理することにする。その際、権田は都市と
農村に分け、各々の生活状況並びに娯楽状況を確認した上で娯楽の新体制につ
いて説明しているため、本章もこれに従って論じることにする。 
 まず、都市の銃後国民生活及び娯楽状況についてであるが、都市の銃後国民
とは主に軍需産業を中心とした殷賑産業に関係している人々のことを言い、い
くら働いても時間が足りず、強度の勤労生活を強いられていた。したがって、
強化された勤労生活が与える刺激32と過労は相当な疲労感を勤労者に及ぼすこ
とになったのである。また、労働による疲労回復のための休養時間や自由時間
が極度に短かった。ゆえに、本来ならこの生活(労働)環境に求められる娯楽は、
少ない休養時間や自由時間を適正に利用するよう指導し、そのために適当な施
設を創らなければならなかったはずであるが、実際は行き当たりばったりの、
その場限りの余暇の潰し方が行われていた。さらに、産業界の好況は勤労者に
                                                   
32 ここでいう「刺激」とは、精神的負担を意味する。 
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とっても産業関係者にとっても全く予想だにしなかった多額の収入が舞い込む
ことになり、そのことが娯楽の不健全性に拍車をかけてしまった。 
 実際、権田はその不健全性のケースについて表 2-1のように説明している。 
 
表 2-1 娯楽生活における不健全性の実例 
一. 三業地に於ける遊客の大体の区分は、事変前は職工三分、一般七分の見当であった
が、事変後はそれが全く顚倒している。 
二. 遊興税、芸妓数、芸妓置屋数等は減少せざるのみか却って増加している。而して芸
妓の如き何れも其の御座敷に応じ切れぬ程の盛況を示している。 
三. 少年工乃至独身職工にして、カフェー、玉突、喫茶店に通う者多く、特に工場附近
のカフェーは殷盛を極め、売上高の如き幾倍もの増加を示しているが、其のお客の八割迄
は職工と見られる。 
四. 昨年春の学生不良狩の際に於ける未成年者の検挙者には会社工場の従業員多数を占
め、夫等職工は学生服を着て学生を装って居た者が多かった。 
五. 職工にして妾を待ち、競馬をやり、借金して給料の前借をする者が多く、又残業す
ると称して実は遊興に耽る者が少なくない。 
六. 熟練工にして高額の賃銀を得るに不拘、毎夜遊興に耽る為め、生活費もろくろく家
庭に提供せざるにより窮したる細君が子供を背負って工場へ来り、夫の遊びを矯めるよう
にと泣訴する事例が屢々である。 
七. 腕達者な少年工で将来あるに不拘、飲酒の為めアルコール中毒となり、仕事場に一
升壜を持込んで煽っている者もいる。 
八. 昇給すると同僚職工が寄ってたかって奢らせ、為めに半年分位の給料をふいにして
仕舞う如き不必要なる飲食を為す者が多い。 
九. 其地区の鋳物工場の徒弟級の少年工等が催す集会の会費は一人前五十円であると云
53 
(出所) 『権田保之助著作集』第三巻 pp.97-98より、筆者作成。 
う。 
十. 或る豪遊している年若い職工を不審に思って取調べて見た処、給料三十円との事、
しかも能く調べて見るに、それが日給の額であったということ。 
 
このように、娯楽生活は極めて不規律な性質に陥っていたのである。そして、
権田はここに銃後国民の生活刷新における娯楽問題の重大さが横たわっている
ことを指摘している。 
 次に、農村の銃後国民生活並びに娯楽状況について説明する。農村の生活を
見るに、若者が都市を中心とする殷賑産業に吸収されつつあり、農村から離れ
ない若者であっても続々と村落地に新しい大小の工場が作られ若い労働力をか
き集めているため、農村生活の圏外へ逸してしまう若者が後を絶たなかった。
ゆえに、農村は老人と子供を主とした生活の場に変わり、その生活は活気を失
うことになるが、権田はその事実に危機感を募らせたと同時に、農民の生活の
内容を豊富にするために最善の努力を払わなければならないことを指摘し、こ
こにもまた娯楽問題が取り上げられ、適正なる施設と対策の重要性を訴えてい
る。 
 以上、都市や農村の生活及び娯楽状況を概観したが、権田はこれらの問題へ
の方策として次のような提案をしている。娯楽を享楽する個々人に対して、世
の中一般は娯楽の重要性を認識し、正しい娯楽生活が国民活性化の根源になる
ことを自ら認めた上で他者に伝え、健全な娯楽を目指す。そして、社会に対す
る娯楽部門のあり方の要点として、社会的公共的な娯楽設備が整備され、かつ
十分に活用できるよう指導や助言、訓練を行うべきである、と。このように当
時の国民生活は事変という異常事態の渦中であっても政治や経済、また産業や
学問を問わず、日に日に生活の意義とはいかなるものであるのかが問われたと
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同時に、人間生活にとって切り離すことができない娯楽のあり方について考え
られていたことが分かる。そこには従来の娯楽のように個人を単位として生活
能力を増進させ、生活内容を豊富にすることによって社会全体の進歩発達に資
するものではなく、全体に対する奉仕として、全体の福祉における不可欠な肢
体であらねばならない位置に娯楽は置かれ、そのためには前述したような民衆
を指導する娯楽統制という新しい体制の下で娯楽を展開させる必要があった。 
 しかし、ここで留意すべきは権田が指摘している娯楽統制の限界についてで
ある。繰り返しになるが、第一次世界大戦を機に娯楽の大衆性が高調あるいは
拡大することで民衆娯楽の価値を確立させた。だが、大衆性に立脚した民衆娯
楽は営利主義的経済が原則にあり、娯楽需要者の嗜好よりも供給者に多くの利
益を求めるようになった結果、国民の文化水準を低下させることはあっても、
それを高めようとする力が弱いことが分かった。そこに、大衆性の弱体化がみ
られ、指導性が必要とされ始めた。さらに、事変勃発による「社会生活的国民
意識的動因」から現れた「全体主義的指導精神」は指導性の拡充に拍車をかけ、
娯楽統制下における国民娯楽という新体制が誕生するわけである。とはいうも
のの、権田はあくまでも娯楽は大衆性と指導性の二属性で成り立っているもの
であり、「大衆性を離れて、何の娯楽があり得ようぞ。否、それを忘却して、何
の指導性が考えられようか。娯楽統制は断じて独善居士の仕事ではないのであ
る」33と、大衆性を忘れ、指導性のみに特化することを危惧していた。 
 
3. 権田保之助の国民娯楽政策論 
 本節は、第 2節の問題意識から権田が国民娯楽における政策をどのように展
開させたかに焦点をあてる。権田によれば、政策の方向性について 3つの場面
からそれぞれの政策のあり方を考えなければならないという。その 3つの場面
                                                   
33 『権田保之助著作集』第三巻、p.60。 
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とは、国民一般(特に市民一般)、工場鉱山等の勤労者、農漁山村である。そこ
で、国民娯楽政策がどのような方向に向かうべきかについて、まず第１項で国
民一般について述べる。そして、その具体的な例として、工場労働者(第 2項)、
農村(第 3項)の他、青年及び学生(第 4項)を取り扱う。 
 
ⅰ. 国民一般と娯楽 
 国民一般、特に当時の市民の生活状況もまたこれまで述べてきたように、事
変勃発を契機に著しく様変わりした。事変勃発は市民を極度の緊張状態にし、
そのため当初は娯楽を避けつつあったが、長期戦の体制下で平常心を取り戻し
つつ、再度娯楽と向き合うようになった。権田はこの点について高く評価して
いる34。しかし、他方で極度の緊張状態は一部の市民の間に何事も関心がなく
なるという喪失感を蔓延させてしまった。これを権田は「デプレッシーヴな生
活情調」と表現している35。 
 以上が戦時下市民一般の生活状況の一面であるが、その後、都市を中心とし
た殷賑産業の発展により、市民の生活様式は飛躍的に変化することになる。実
際、殷賑産業の発展は青少年者の社会的進出を促進させ、失業対策に大きく貢
献した。しかし、殷賑産業の発展は同時に、勤労生活の強化と市民の収入激増
による逸脱的な生活態度を生み出すことにもなった。 
 そこで、権田は娯楽政策を考えるにあたって次の 3つの取り組みがなされる
べきであると指摘する。第一に、営利業者に市民生活のための娯楽企業である
ことを自覚させるよう啓蒙を促し、娯楽企業に対する補助的支援を行いながら
それらと提携して公的利用を企画する、という営利娯楽施設に対する指導と利
用である。第二は、市民に対して行う娯楽享楽に対する指導と訓練の取り組み
                                                   
34 同上書、pp.192-193。 
35 同上書、p.193。 
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である。第三は、公園設備や市民スポーツなど公的娯楽施設の完備並びに拡充
についてである。さらに、権田はこれらの物的設備の利用効果を上げるために
は、そこに適切な人材を配置して有効的な利用を促す必要があると指摘する。 
 
ⅱ. 工場労働者と娯楽 
 前節で述べたように工場労働者の生活の特徴は勤労生活の強化、余暇時間の
貧困が挙げられる。そして、この特徴が工場労働者の生活に強度の疲労をもた
らし、それに対応しうる娯楽の必要性が生じた。 
 そこで、権田は労働者の生活に余暇善用を与えるには 3つの課題があるとい
う。第一の課題は、余暇生活の調整による生活全体の正常化であり、生活序列
による余暇時間の確立、生活序列を乱さない余暇時間の使用、活発にして内容
の充実を図る余暇時間の使用が必要条件となる。そして、余暇善用による勤労
生活の昂揚が第二の課題であり、余暇善用による労務人格の完成が第三の課題
として挙げられた。 
 では、なぜ余暇善用における娯楽が工場生活者に必要なのか。それは、再創
造的機能と労務人格の完成に最も到達できる効用を娯楽は持っているからだと
権田はいう。前者は余暇が有する性能は勤労生活による消耗を回復させ、明日
のよりよき労務活動を行うという再創造的機能を持ち合わせており、その性能
を一層促進させるのは慰安であるため、その慰安は余暇構成の最有効的最能率
的なものとなる。また、後者は労務教育にとって極めて重要な役割を占める。
娯楽は働く人々の心に働くことの誇りと歓びを呼び起こし、働く人としての愉
悦と自尊心を抱かせ、働く同志の間、その事業に相集う全員の間に共同の「喜
び」を作り上げて、国民としての人格的形成を目指すことになるからである。 
 また、長期應懲戦下は労働能率の増進や労働力の維持培養が国民的課題であ
り、権田はただ「働く」ことを見るだけではなく、「生活」全体を見ることが必
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要であると説いた。具体的に、生活の消極的な側面(生活の不健全不道徳な側面、
勤労生活により来る生活力消耗の面)の除去を行い、生活の平衡を保ちながら、
それを調整する。そして、平静な心身の状態を創り出して生活内容を豊富にし、
向上させるということである。この点は、時局下産業界における厚生運動の意
義を表している。厚生運動は、(1) 余暇生活の構成(休憩時、平日休暇、休日及
び休暇)の適正な利用を指導し、また、適切な施設創設、休日制の確立を目指す、
(2) 勤労環境の整備、(3) 社会教育の徹底、という役割を担っていた。 
 このような課題を念頭に置きながら権田は工場労働者の娯楽を考える時、具
体的に以下のように述べている。まず、工場労働者の生活は勤労生活と余暇生
活とに分けられ、勤労生活についてはさらに勤労そのものと勤労環境に細分化
される。ゆえに、各々の区分を検証する必要があるが、ここでは余暇生活のみ
を取り上げることにする。具体的には、(1) 勤労による疲労を回復するための
休養を与える、(2) 生活に歓喜を見出し、生活力の摂取増殖に資する、また勤
労に歓喜を発見する機会を与える、(3) 明日の国民を創り、勤労者の第二の世
代を生み出す技能および人格教育への機会を与える、ということが挙げられた。 
 
ⅲ. 農村と娯楽 
農村生活についてみると、交通機関の発達による都市農村の距離が極度に短
縮し、営利主義的商品経済の台頭による経済的物質的原因と、明治以降におけ
る欧化主義、科学的物質主義の昂揚という精神的思想史的原因により、旧き閉
鎖的農村生活が崩壊した。また、都市中心の商工業の発達、都市における労働
機会の激増、交通機関の発達による離村機会の増大は農村少壮分子の田園離去
を招来し、農村居住の少壮勤労分子の都市生活依存により、農村は生活の統一
性を喪失した。つまり、農村生活と農村文化の乖離が生じたのである。そこで、
農村生活に農村文化を持たせるために、今日の農村に新しい時代の生活に即し
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た生活共同体の出現に努力すべきであると権田は主張した。端的に言えば、今
日の農村を国民安住の地と認識させ、喜んで農村に住もうというインセンティ
ブを呼び起こすために、農村経済生活の合理化と農村文化生活の潤沢化を図る
ということである。それはまた、農村娯楽が重要な役割を果たすということも
示唆していた。 
 では、具体的に農村生活と娯楽を考えたとき、権田は新しい農村生活が摂取
すべき娯楽内容と新しい農村生活における娯楽享受の機構について検証すべき
であると述べている。そもそも農村娯楽とは如何なるものであるかといえば、
大きく分けて 2 種類ある。1 つは、伝承的な郷土娯楽である盆踊、草相撲、村
芝居といった昔ながらの郷土娯楽である。もう１つは、近代に興った新興娯楽
である映画、レコード、ラジオなどの新しい娯楽、あるいは海外から新たに輸
入された娯楽等の近代娯楽である。そして、権田はこの農村娯楽を農村生活に
取り入れるために、2つの方策を考えなければならないという。1つは、伝承的
郷土娯楽の新時代解釈とその新編成であり、もう 1つは新興近代娯楽を適正に
扱い、農村生活に移入するということである。つまり、従来の娯楽を再検討し、
新時代の娯楽として活かすと同時に、都会を中心として新しく興った近代娯楽
を農村生活に適正に取り入れるという方策である。 
そして、次に重要な問題として取り上げられるのは、新しい農村生活におけ
る娯楽享受の機構についてである。前述したように新しい農村娯楽を農村生活
に取り入れることも重要なことではあるが、さらにそれを支える機構設立もま
た当時の大きな課題であった。では、権田はどのような農村娯楽享楽の機構を
考えていたのか。まず、第一の段階として、各村一郷一村に農村娯楽の中心点
である農村娯楽センターの創設を考案した。そして、この施設が独立すること
なく、地方的に総合して地方の総合会を組織することを第二段階とし、最終的
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には全国的な中央機関を設置することを第三段階とした36。 
 
ⅳ. 青年および学生と娯楽 
青年の生活と娯楽についてみると、事変発生から半年後、国民のほぼ全員が
事変勃発直後の覚め止まぬ興奮と緊張状態の中で厳粛な生活を営んでいた頃、
いわゆる「学生狩」というものが出現した。しかもそれは大都市に及んで多数
の不良学生が歓楽街からの一切排除という目的で拉致され、遂に学園浄化にま
で発展し、教育界一般の大きな問題になった。ゆえに、学生と娯楽の問題が注
目されることは当然の流れであった。しかし、実は、学生の正体が時局産業の
インフレ景気に酔いしれ歓楽の巷に出没する不真面目な青年職工という偽りの
学生だったことが判明した。そこで、青年労働者と娯楽の問題が研究対象とな
り、生活指導が喫緊課題になるという意味合いで娯楽問題が取り上げられるこ
ととなった。 
当時の青年労働者は、ほぼ全員が勤労の戦線に動員されているといっても過
言ではなかった。そのために青少年の心身の緊張から来る精神的減退と肉体的
消耗は計り知れなかったのである。それに加え、余暇時間はますます削られて
いくばかりで、まさにそこには生活リズムの悪循環が横たわっていた。そこで、
権田は産業青年に対する娯楽の方向として、まず、娯楽の性質と内容について
は開放的であること、つまり、労働による疲労を大自然の空気を吸うことで回
復させること、その娯楽は団体的享受(団体精神を養う)であることを述べてい
る。また、もし個人的に娯楽を享受するならば、趣味的教養的な種類のものが
望ましいという。 
他方、農村は多数の青年産業戦士を都会および工業中心地へ送り出すため、
人的資源の点において窮乏になりつつも、他方で食糧を始め、各種物質の生産
                                                   
36 『権田保之助著作集』第三巻、pp.150‐151。 
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など農村が課せられた任務は重要度を増し、その結果、農産物の価格高騰が生
じ、農家の収入増をもたらした。そこで、権田が考えた農村青年に対する娯楽
の方向とは、農村青年の新しい知識と情感の吸収に役立ち得るような内容と機
構を備えることであった。加えて、農村青年の娯楽の領域もまた、青年労働者
同様、健全な娯楽享受団体が組織され、適正な発達が重要であると指摘してい
る。 
また、権田は時局下青少年娯楽問題の解決施策として、適切な娯楽享受とな
るよう指導すること、および健全娯楽の完全設備を備えた施設を掲げている。
加えて、施設について権田はドイツにおける KdF並びにイタリアのドッポ・ラ・
ボーロの運動を参考にしていた。KdF とは端的に言えば日本語で歓喜力行団と
言い、ドイツ語の Kraft durch Freude(喜びを通じて力へ)を略したものである。
歓喜力行団は娯楽の「喜び」を通じて労働の「力」を回復させるための党組織
であり、それまで労働者階級には手が届かなかったような中産階級的レジャー
活動を広く国民全体に提供した。 
歓喜力行団の目的について権田は、「勤勞する國民の生活には、勤勞生活、
餘暇生活、家庭生活および社會生活の各面があるが、夫等の生活の各々の面に
就いて各種の施策が行はれ、上述の目的の逹成に努力すべきであるが、其の間
にあつて、生活の夫等の面の中へ『歡喜』を挿入し、『慰楽』を編入する事に依
つて、働くことによって齎らさるる消耗、疲勞を囘復して新しき明日への創造
力を獲得せしめ、勤勞に歡喜を覺えしむると共に、歡びを共にし樂しみを偕に
するといふ事に依つて、此の勤勞する國民僚友の間に民族協同の精神を燃え上
らしめ、民族協同體の結成に熱意を懐かしめやうとする一つの努力が生れ出で
た。これがすなわち KdF の事業なのである」と述べている。37つまり、余暇活
動を身分差別することなく、大衆全てにおいて平等に格差なく提供することで、
                                                   
37 権田保之助『ナチス厚生團(KdF)』栗田書店、1942年、pp.10-11。 
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従来の階級分裂がない「民族共同体」の精神を根付かせようというものである。 
他方、ドッポ・ラ・ボーロとは、イタリアにおけるファシズム精神から生ま
れた組織で、その活動内容は教育、芸術、体育、扶助活動など社会活動を包括
的に行うものであった。そもそもドッポ・ラ・ボーロの起源は、アメリカのウ
ェスティングハウス社の子会社で産業の合理化と労働能率の強化を目的として、
労働者の余暇の組織化に取り組んでいた M・ジャーニという人物が行った福利
厚生事業活動である。そして、この活動に注目したのが、社会党系労働組合に
対抗する策を追求していたファシスト組合であった。実際、1923年 3月に 8時
間労働法が成立したことを機に、ファシスト組合はジャーニの協力の下、労働
者サークルとレクレーションの組織化に着手した。但し、ドッポ・ラ・ボーロ
はこの段階ではまだ組合の付属組織でしかなかった。 
その後、独裁体制への移行が始まると、ファシスト組合はドッポ・ラ・ボー
ロを労働者の組織化の重要な補完手段として位置づけ、その国家機関化も要求
した。そして、1925 年に半国家的財団という形で、「全国余暇事業団」(Opera 
nazionale dopolavoro)が設立された。ドッポ・ラ・ボーロの特徴としては、国
家の政治的拡大という側面と社会制度の側面を持ち合わせている。具体的には、
「市民社会の国家への包摂、生産と余暇、文化の国家への統合、同意の調達」
という国家管理の側面がある一方で、体育活動や健康・保健活動など「健康な
イタリア国民」形成に向けて活動していたということである。 
翻って当時の日本をみると、未来の国民生活や将来の運命を決定すべき重大
な役割を担う学生数(専門学校程度以上の学校に在学する男女の学生及び生徒
で、17～26歳)は、全国で 18万人という決して少なくない人数であった。ゆえ
に、学生生活の刷新改善は国家、国民及び家庭一般の重大関心になるべきであ
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り、権田は学生生活の刷新改善として、「奉仕意識の明徴」38、「娯楽生活の健
全化」が必要であると指摘している。 
 
4. 国民娯楽と教育の関係性 
 前節は権田保之助が考える国民娯楽政策論について論じてきた。権田はこの
『国民娯楽の問題』という著作を通して、国民娯楽にとって「教育」という要
素がいかに重要であったかを改めて強く意識し、この著作以降、娯楽と教育の
関係性に重点をおいた研究を行っている。そのため、本節は『権田保之助著作
集』第三巻に収録されている『娯楽教育の研究』を中心に、娯楽と教育の関係
性を整理したい。具体的に、第 1項で権田の娯楽教育にかける問題意識につい
て論じ、第 2項で娯楽教育の史的展開を追う。そして、第 3項では実際に第 3
節で論じた国民娯楽政策にはどの程度教育的効果があったのか、その具体例と
して映画、演劇、音楽などの分野を取り上げて検証する。 
 
ⅰ. 権田の娯楽教育にかける問題意識 
 ここで改めて権田の国民娯楽論をみると、表 2-1に象徴されているように権
田は娯楽の「不健全さ」を排除ないし改善し、「健全で適正な娯楽」の施設ある
いは提供を目指すという意志が貫かれていることが分かる。そして、この意志
は国民娯楽論から意識され始めたのではなく、権田の娯楽論研究の前半部分に
あたる民衆娯楽論から一貫しているといってよい。また、このような娯楽の「健
全さ」あるいは「不健全さ」をめぐる視点は、伝統的な近代社会におけるレク
リエーション論と深く関係している。事実、健全で適正な娯楽を目指し、不健
全な娯楽は排除するという視点は 19世紀のイギリスでは「モラルリフォーム」
                                                   
38 奉仕意識とは、娯楽提供者は私的利益を中心に置くことから離れ、公益を主とし、全体の
ために固体を犠牲にする精神のことをいう。 
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39の一環として「合理的娯楽運動」40の推進力となり、1920～1930年代のドイツ・
イタリアやアメリカでは厚生運動(レクリエーション運動) 41と大きく関わって
いた。そのため、権田も娯楽の健全さあるいは不健全さを考える上で、レクリ
エーション論の影響をかなり受けていたと考えられる。 
 いずれにしても、権田は娯楽と教育の関係性を次のように整理し、展開して
いる。娯楽と教育の関係性は長きにわたって対立関係にあった。しかし、日露
戦争を機に国民生活が近代化しはじめるとその関係は一転、娯楽は教育の一手
段として利用されるようになった。その後、支那事変から太平洋戦争(大東亜戦
争)の頃には、娯楽そのものの中に教育を注入しようという意欲が生み出され、
今度は娯楽が教育を利用するという方向に変わった。そして、このような娯楽
と教育の関係性における変貌をテーマにし、娯楽における教育的効果を生み出
すためにどのような工夫がなされるべきかを問うたのが権田の『娯楽教育の研
究』である。 
『娯楽教育の研究』は前作の『国民娯楽の問題』から 2年後の 1943(昭和 18)
年 7月に刊行され、前述したように娯楽の不健全さを正し、健全で適正な娯楽
として「国民体位の向上」や「剛健なる民族」の達成を目指すためには、娯楽
教育の切実さと重要さが深く関係していることから進められた著作である。そ
もそも、権田は 1917(大正 6)年春に教育と映画の問題から文部省の仕事に関係
したが、これより 25年間は日本に娯楽教育が厳然たる存在として急速に発展す
る時代であり、権田は長年関わった文部省を辞する形で、本書を手掛けること
                                                   
39 岩下誠「近代イギリス民衆教育史における日曜学校研究の意義と課題」『東京大学大学院教
育学研究科教育学研究室』第 33号、2007年。 
40 山田岳志「イギリス文化にみられるスポーツについて―C.Dickensと「合理的娯楽」運動
―」『愛知工業大学研究報告』第 33号 A、1998年。 
41 ドイツおよびイタリアは本稿、pp.13-14。アメリカは、川口晋一「チャールズ・ズゥエブ
リンとシカゴ・レクリエーション運動の萌芽─社会改良から総合都市計画へ─」『立命館産業
社会論集』第 48巻第 1号、2012年。 
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になった。 
 
ⅱ. 娯楽教育の史的展開 
 では、権田は娯楽教育論をどのように展開したかについて、娯楽教育発祥の
経路を見ながら整理する。 
 ① 娯楽教育問題揺籃期‐明治末～1920(大正 9)年 
 日露戦争前まで娯楽と教育は全くの無縁関係であったが、日露戦争後、民衆
の生活は一変し、娯楽は「民衆娯楽」として躍進した42。一方、国の成長力を
高めるためには、民衆の教育的向上が重要課題として注目され、後年における
社会教育の前身である「通俗教育」が取り上げられた。通俗教育とは、急速に
発展した経済的物質的側面において民衆生活、特に精神にいい影響を与えたと
いう第一の方面と、数多くの不都合な要素が提供され、これらの悪影響から民
衆を擁護する必要が生じてしまったという第二の方面が存在した43。そして、
第二の方面の対応として、文部省は「通俗教育調査委員会」を創設し、「赤本」
の根絶を目指して、「通俗図書館の認定」に着手した。また、1911(明治 44)年
10 月 10 日に「通俗教育調査委員会幻燈映画及活動写真フィルム審査規程」を
制定したが、これは娯楽と教育の問題が初めて取り上げられたという、まさに、
                                                   
42 大城亜水「近代日本における余暇・娯楽と社会政策―権田保之助の所説を中心に―」『経済
學雑誌』第 113巻第 2号、2012年、参照。 
43 通俗教育に関しては、1886(明治 19)年の文部省官制において初めて通俗教育に関する事務
が定められた。この事務は世間一般に分かりやすい内容で、中以下の階層を対象とすること
を特色とし、教化的性格を帯びるものであった。その後、当時の文部大臣小松原英太郎のも
とで、1911年(明治 44)年 5月 17日に通俗教育調査委員会官制を制定し、通俗教育に関する
事項の調査審議を行った。加えて、文芸委員会官制を定め、文芸委員会を設けて優良な国民
文学の奨励に努めたため、この方面からも通俗教育に資することとなった。通俗教育調査委
員会は、書籍および図書館・文庫・展覧会のような観覧施設に属するもの、幻燈・活動写真
のような娯楽施設の指導に関すること、および講演会に関することの主に三部に分かれて調
査を行い、施設に関する事務を担当した。文部省『学制百年史』帝国地方行政学会、1972年。
笠松直之「社会教育と社会教育行政について―栃木県今市市の取り組みからの一考察」『宇都
宮大学生涯学習教育研究センター研究報告』第 13、14、15号合併号、2006年。 
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娯楽教育問題の発祥となった。 
 特に、活動写真の規程はこれまですでに論じてきたが、活動写真に対する青
少年者の悪影響は凄まじく、1917(大正 6)年 2 月には、ついに娯楽と教育が正
面衝突し、娯楽教育の問題が深刻化する。そして、帝国教育会は通俗教育調査
委員会を通して、「活動写真取締建議」を議決し、文部省、内務省、警察署へ提
出するに至った。また、帝国教育会は「活動写真取締建議」を創ると同時に、
権田、秋山暉二に委託し、活動写真興行と教育の関係を調査させた。こうして、
権田はこの時期、活動写真という娯楽に深く関わりをもつことになる。その後、
娯楽と教育の正面衝突は警視庁を動かすまでに深刻化し、警視庁は「活動写真
取締規則」を制定した。 
② 教育的利用期‐1920(大正 9)年～大正末 
 娯楽と教育の正面衝突から一転、1920(大正 9)年から大正末の時期は教育的
利用期へと変貌する。第一次世界大戦による日本経済の大躍進を機に、「社会教
育」が提唱されると共に、それと相並んで社会事業が高調した。つまり、娯楽
は社会教育と社会事業にとって重要にして有力なる手段と認識され、映画、演
劇、浪曲、講談など娯楽の社会教育的及び社会事業的利用の提唱が行われた時
期となった。 
 具体的には、文部省が 1920(大正 9)年 4月に「社会教育調査委員」を設置し、
民衆娯楽の教育的利用対策を行い、同年 11月には「映画の推薦制度」を設け、
実施に着手した。映画の推薦制度とは、映画(幻燈映画と活動写真映画)の認定
制度が、主として小学校児童の範囲に限って供給すべき映画を認定していたた
め、その認定基準があまりにも厳格であり、一般社会の人々に浸透せず、社会
教育性を十分に発揮できなかったということから、映画の利用的方途として、
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興行映画に対する映画の推薦制度を採用しようというものであった44。以上の
ように、娯楽の教育的利用ないし社会教育への利用は、一方で熱心に取り組ま
れており、国が積極的に動いたという点は評価できるが、他方でその面が行き
過ぎてしまう部分が存在した。 
 ③ 準備整備期‐昭和初頭～支那事変勃発 
 行き過ぎた娯楽の教育的利用の反省により、昭和初頭から 1937(昭和 12)年の
時期は合理的かつ総合的な娯楽教育対策を創り出すための準備段階に入った。
1927(昭和 2)年 10月に文部省が主催した「全国教育映画事務担任者講習会」を
皮切りに準備整備期に入るのであるが、これは後に文部省が行う映画教育政策
の根本方針を決定したものとして極めて重要であった。具体的に、「全国教育映
画事務担任者講習会」の講習員から委員を選定して第一委員会を構成し、審議
した第一委員会決議は、児童生活の映画観覧に関して「学校巡回映画聯盟」加
盟小学校の活動による教育映画会を定期的に催したり、「児童映画日」を通して
児童向きの特別興行を行ったりする運動を設けた。加えて、第一委員会同様に
審議された第二委員会決議は、その 10年後に創設される「映画教育中央会」へ
の第一礎石となった。いずれにせよ、権田はこの 2つの決議は将来の日本映画
教育政策の指針となったことを強調した。 
 ④ 総合的展開期‐支那事変以降 
 前時期を通して娯楽教育の全範囲において総合的な展開(の準備)がみられた
かにみえたが、1937(昭和 12)年に突如として起きた事変を機に、国民は娯楽と
一時絶縁状態になってしまった。その後、状態は深刻化し、やがて娯楽を軽蔑
し軽視する観念が国民の間で生じ、ついには娯楽に対して不当な抑圧さえ加え
ようとする態度が国民の一部にみられた。これを受けて、当時の文部省は権田
の協力を得ながら、1938(昭和 13)年 3月に『時局と娯楽問題』という小冊子を
                                                   
44 『権田保之助著作集』第三巻、p.257。 
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配布した。また、時局の進展とともに国民は旧き営利主義的個人主義や自由主
義的個人主義から脱却し、「全体主義的協同精神」による指導と統制が国民生活
すべての側面に浸透した。 
文化的側面を例に挙げれば、その代表的なものとして、1939(昭和 14)年 10
月 1日に施行された「映画法の制定」がそれにあたった。映画法によれば、映
画の推薦(優良映画の選定や保存)、映画の脚本や観覧等すべてにおいて国家介
入の意志がみられた。 
 
ⅲ. 国民娯楽政策の教育的効果 
 では、順に映画、演劇、音楽を具体例に挙げて検証する。 
 ① 映画に関する政策 
 1939(昭和 14)年 4月に映画法が制定されたが、それが実施される同年 10月 1
日までの間にということで文部省は同年7月22日に映画の方針並びに施設要目
を決定した。まず、映画に関する方針としては、映画教育の振興と映画法の運
用において映画の特性を発揮させることで国民教育に資するといった内容であ
った。 
 また、施設要目については(1)優良映画の質的向上とその促進、(2)農村映画
施設の充実、 (3)映画興行場の教育的任務の拡充と映画観覧制限、(4)教育映画
の製作奨励と指導、(5)青少年映画の製作奨励と指導、(6)映画に関する研究指
導機関の整備、など以上 6要目である。 
 そして、この方針並びに施設要目で特に著しい発展を示したものは(4)の「学
校教育映画の発達を図ること」と(5)の「青少年映画の発達を図ること」である。 
 ② 演劇に関する政策 
 演劇については、適正なる政策が行われなくてはならないという要求がすで
に以前から存在するものの実行に至らず、基本方針がわずかに立てられた程度
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であった。しかもこの政策の基本的な方針は、前述した演劇、映画、音楽等改
善委員会の諮問第一号「演劇改善ニ関スル具体的方策如何」に対して同演劇部
会が作成し、総会に提出し可決された答申があったにもかかわらずである。こ
こで大まかであるが諮問第一号答申の概略について触れたい。 
 演劇に関する改善策として、諮問第一号答申は「誘導助成の方面」と「立法
整備の方面」から見解を示している。誘導助成の方面は、まず、演劇に関する
専官行政機関を設置し、演劇の啓発普及に関する事業(演劇博物館、演劇図書館
等の設置または助成)などを行う。 
 そして次に、官立演劇研究所を設立し、演劇文化行政における基本の確立並
びに調整に備えたり、官立演劇学校を設立し中学校卒業程度の者を収容し、主
として演劇の実際を養成するなど研究及び養成のための機関を整備する。 
 他方、立法整備の方面については、演劇の質的向上(優良映画の上映時間や日
数の取り決めなど)を目標に演劇事業の健全な発達を助成し、国民文化の進展に
寄与することを目的とすることなどが取り上げられた。 
 ③ 音楽に関する政策 
 音楽の政策は、「東京音楽学校」を主とする体系が古くから確立していたが、
国民生活に密接に関わっていたのは蓄音機レコードである。そのため、蓄音機
レコードの認定及び推薦が行われていたのであるが、当時の時代状況や生活状
況の急変化に対応しきれず、実施面においてかなりのギャップが存在していた。
そこで、改めて音楽に関する政策において、国民生活特に娯楽生活面からの政
策が見直されるに至ったのであり、演劇、映画、音楽等改善委員会の音楽部会
は諮問第三号「健全ナル音楽ノ普及ニ関スル具体的方策如何」によって、従来
の文部省で施行されたレコード推薦制度を再検討した結果、蓄音機レコードの
選奨と同じように保存に関する新しい方針が確立した。 
 しかし、音楽に関する政策は蓄音機レコードのみに留まらず、音楽部会はさ
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らに音楽の全局面において健全なる音楽の普及に関する具体的方策の考究を行
っていた。具体的には、まず、全国における音楽の現状調査など国民音楽の研
究調査を行い、音楽の正しき教養や音楽図書館の設置など音楽文化の普及方法
についてかなり詳細に考えていた。 
 
5. おわりに 
本節は、本章のまとめを行う。まず、１つは冒頭で述べた権田の国民娯楽論
における転向についてである。これまでの研究を振り返ると、確かに権田は大
正時代に「原生的労働関係」が残る状況に対して娯楽という面から労働生活改
善策を見出し、余暇論へと発展させたが、1937(昭和 12)年の日中戦争勃発を境
に、著作の方向性がそれまでの「民衆のため」から戦時中の「国民のため」へ
と変わってしまった。ここに思想的転向の断面が見受けられるのは事実だ。 
しかし、本章は権田が完全に思想的転向したとは考えない。なぜなら、先行
研究として津金沢が評価したように、また本章の第 2節でも触れたように、権
田が『国民娯楽の問題』の中で娯楽はあくまでも大衆性と指導性の二属性で成
り立つことを強調し、指導性のみに立脚した娯楽統制の限界を指摘していたこ
とに対する意味が大きいと考えるからである。民衆娯楽はその早期においては
大衆性に立脚しながら発展し、その大衆性が増大すると共に指導性もようやく
成長し始め、民衆娯楽の段階が高次に進むほど大衆性と指導性の二属性が各々
著しい展開を示し、国民生活における民衆娯楽の立場を明確にさせた。その後、
極端な営利主義からくる娯楽の不健全さや事変勃発による「全体主義的指導精
神」から大衆性は弱まり、指導性を基盤とした娯楽統制が行われた。だが、権
田はたとえ指導性の発生と拡充によって民衆娯楽が高次の段階に進んだとして
も、大衆性を忘れてしまえば何の意味もないという。ゆえに、権田は大衆性と
指導性のバランスがうまくとれていた民衆娯楽から徐々に大衆性が弱体化し、
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国民娯楽で指導性を強化せざるを得なかったという状況変化の中でもなお、民
衆娯楽論からの独自の視点を忘れてはいなかったというべきであろう。 
また、権田が娯楽研究の中で常に目指してきたものは、あくまでも「民衆サ
イドに寄り添いながら物事を考える」であった。つまり、「民衆のため」という
ことが第一にあり、そのためにすべてがあるという「事実としての民衆娯楽」
である。ゆえに、民衆である当時の国民が戦争賛成の方向へ向いてしまったら、
当然権田娯楽論の堅持もそちらの方向へ向き合わざるを得ない面があったので
はないかと考えられる。だとすれば、完全に思想的転向がみられたかという点
に対してはいささか疑問が残るのである。つまり、筆者は、権田が国民娯楽論
を展開する中で、ある程度まで自身の考え方に変化がみられたものの完全に転
向したとは言えず、「転向」の一言では切り捨て得ない権田独自の「事実として
の民衆娯楽」というスタイルを出来る限り貫こうとしたのではないかと考えた
い。 
2 つめは、なぜ権田がこれほどまでに娯楽教育を重要視したのかという点で
ある。前述したように、権田の娯楽論は娯楽を健全なものにし、不健全な娯楽
は排除するという意志が一貫している。そして、その意志は古典的な近代社会
におけるレクリエーション論と深く関係していた。だとすれば、当時でもレク
リエーション論と教育分野の結びつきが深いのであればその理由を問うことで、
権田の娯楽論においてもまたなぜ教育が重要な要素であったのか、その根拠を
明らかにすることができるかもしれない。 
一方、津金沢が指摘するように、権田は民衆娯楽論を引き継ぐ形で、教育を
「上」から押さえつけ与えるという堅苦しいものではないと捉え、学校教育の
領域を超えた社会教育的視野を有していた45。その意味で、娯楽ないし娯楽教
育はまさに権田の教育理念と相通じるものであったのである。この点は娯楽の
                                                   
45 津金沢聡広「解説」『権田保之助著作集』第三巻、pp.437-447。 
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積極的な意味合いや価値を見出す上で、さらに深めなければならない課題でも
あろう。 
3 つめの課題は、本章では娯楽の対象が国民全体であったり、工場労働者、
農業従事者、青少年者らに限られており、婦人や家族といった視点から考えら
れていないという点である。この点に関して、本章は労働と生活の組み合わせ
を考えるにあたって生活(特に娯楽)という面から史実を掘り下げ、問い直して
きた。そのため、権田の所説を忠実に掘り下げることを優先したことで、婦人
や家族といった面についてあえて論じていない。しかし、だからといってこの
点をないがしろにしていいわけではなく、今後十分に検討すべき課題である。 
 いずれにしても、本章は前稿の民衆娯楽論に引き続く形で、国民娯楽論に焦
点をあて検証を加えた。そこで、次章では本稿の課題である労働と生活の組み
合わせの課題をより鮮明にするべく、もう少し視野を広げたアプローチを試み
たい。 
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第三章 大林宗嗣と権田保之助 
―近代日本娯楽論をめぐって― 
 
1. はじめに 
 すでに述べたように、本研究は現代の労働と生活の関係性が問われる中で、
どのように労働と生活を上手く組み合わせれば不十分な状態から脱却できるの
かという問題意識から、近代日本における余暇・娯楽と社会政策に焦点をあて、
労働と生活の組み合わせの源流や系譜を探り再考するものである。現在までの
筆者の検証方法は、大正時代の余暇・娯楽から出発し46、準戦時・戦時におけ
る余暇・娯楽47にアプローチするために、当時の娯楽研究の第一人者であった
権田保之助の所説を中心に、余暇・娯楽というものが社会政策の中でどのよう
な位置づけにあるのかを問うというものであった。 
 そして、上記の検証を通して、労働と生活の組み合わせが当時いかに重要で
あったかを確認することができた。但し、このような研究に取り組んでいた当
時の研究者は権田だけではない。たとえば、1920年代前半に民衆娯楽に関して
刊行された文献は権田を除くと、橘高広(1920)、大林宗嗣(1922)、中田俊造
(1924)などが挙げられる48。そこで、本章はこの中でも特に権田と関係の深い
大林宗嗣の研究成果を取り上げ、権田の娯楽研究と比較したい。というのも、
1920年代の権田と大林は共に、当時錚々たるメンバーが集い、社会問題に取り
組んでいた「大原社会問題研究所(以下、大原社研)」の所員として在籍してい
たからである。大林が入所したのは権田よりも 1年早い 1919(大正 8)年のこと
                                                   
46 大城亜水「近代日本における余暇・娯楽と社会政策―権田保之助の所説を中心に―」『経済
學雑誌』第 113巻第 2号、2012年。 
47 大城亜水「近代日本社会政策史における権田保之助の国民娯楽論」『経済學雑誌』第 114巻
第 2号、2013年。 
48 橘高広『民衆娯楽の研究』警眼社、1920年。大林宗嗣『民衆娯楽の実際研究』大原社会問
題研究所、1922年。中田俊造『娯楽の研究』社会教育協会、1924年。 
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であった。しかし、娯楽研究の出発は権田の方が早いため、大林と権田の位置
づけは、研究所では大林が先輩にあたり、娯楽研究では権田が先輩にあたると
いった関係である。 
 そのため、権田と大林を比較にするにあたっては、この大原社研時代の活動
に注目しておく必要があると考える。そして、このような権田と関わりのある
大林の研究成果を取り上げ検証することで、権田の娯楽研究との相違点や共通
点を見つけ、当時における労働と生活の組み合わせを多角的に考察することの
重要性をより鮮明に浮き彫りにすることができるであろう。 
 具体的には、第 2節で大林の人物像を略歴として表 3-1を中心にまとめる。
第 3節は、第 2節で明らかになった大林の人物像を踏まえ、大原社研時代の大
林の活動を権田との接点を意識しながら追う。第 4節は、第 3節を受けて大林
の思想を追求し、大林の全体像を明らかにする。第 5節は、大林と権田の所説
との比較を中心に展開し、労働と生活の組み合わせがいかに重要な論点であっ
たかに迫りたい。 
 
2. 大林宗嗣の人物像 
 本節は、大林宗嗣の略歴を簡単に紹介しながら大林の人物像について整理す
る。具体的には、大林の略歴を永岡の大林宗嗣年譜を参考に表 3-1にまとめ、
大林という人物像をまずは描くことにする。 
大林宗嗣は、以下のような略歴をもつ。 
 
表 3-1 大林宗嗣の略歴 (1884-1944) 
1884(明治 17)年 熊本県山鹿郡八幡村字石村の農家で三男一女の長男として生まれる。 
1905(明治 38)年 鎮西学院神学部入学。 
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1908(明治 41)年 青山学院神学科・別科第二学年に入学。 
1911(明治 44)年 ニュージャージー州ドルー神学校入学。 
1913(大正 2)年  セツルメントに関してエドウィン・Ｌ・アープ教授の指導を受ける。 
1914(大正 3)年   婦人伝道師・草間道(子)と結婚。この年、神学士の学位を得てドルー神
学校卒業し、シアトル日本人美以教会第三代牧師に就任。 
1915(大正 4)年   シアトル基督教信徒同盟会設立され、会長となる。 
1918(大正 7)年   息子を病で亡くしたために失意と過労で健康をそこなう。この年、ドル
ー神学校卒業後、アイオワ州オスカルーサ大学にて哲学博士の学位を
取得し帰国、大阪府泉北郡浜寺町に居住。 
1919(大正 8)年   高田慎吾の紹介により大原救済事業研究所員となる。創立時のスタッフ
は委員に小河滋次郎、高田慎吾、研究員に暉峻義等、大林宗嗣。救済事
業研究会にて「セッツルメント・ウォーク(細民同化事業)に就て」と題
して講演。大原社会問題研究所との合併により第二部に所属。セツルメ
ント、社会事業、社会問題の研究にとりくむ。この年、高田慎吾が一時
同居。 
1920(大正 9)年  研究所は石井記念愛染園から新築移転。救済事業研究会にて「大阪市に
於ける娯楽機関の施設」と題して講演。この年、一年間にわたり大阪市
の民衆娯楽施設調査を実施。興行的娯楽を中心に実態調査、研究。 
1921(大正 10)年  セツルメント、乳幼児保護について研究をまとめ出版。大阪市公園利用
実態調査を実施。研究所読書会の講師としてＪ・Ｓ・ミル『婦人解放論』
をとりあげる。この年から高田慎吾とともに『日本社会事業年鑑』編集
執筆に参加。 
1926(大正 15)年 私設社会事業の問題について川上貫一と論争をおこなう。この後、大阪
社会事業連盟など公私の研究組織に参加する。 
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1927(昭和 2)年  大阪市職業紹介委員を委嘱される。この年、婦人問題の研究にとりくむ。 
1928(昭和 3)年  大阪社会事業連盟理事となる。堺市において内職・副業調査を実施、責
任者として立案・実施・分析をおこなう。 
1930(昭和 5)年  学校巡回映画連盟二周年記念大会にて講師。大阪市においてカフェー女
給調査を実施、労働生活実態の分析研究をおこなう。大阪労働学校(第
二十四期)において産児制限論を講義。無産婦人同盟大阪支部創立に協
力する。ソヴェート友の会大阪支部発会、参加。次第に社会運動にかか
わる。 
1932(昭和 7)年  大阪社会事業連盟評議員となる。 
1933(昭和 8)年  同志社大学文学部神学科嘱託講師となる。 
1935(昭和 10)年 「働く婦人の会」集会で母子扶助法について講義。 
1936(昭和 11)年 東成診療所設立三周年記念講演会にて小岩井浄、川上貫一等と講演。大
原社会問題研究所東京移転・規模縮小にともない退職。この後、大原
社会問題研究所委員となり、同志社大学嘱託講師(教授待遇)を続ける。 
1937(昭和 12)年  同志社大学文学部にて社会教育、セツルメントを講義。 
1941(昭和 16)年  同志社大学文学部文化学科厚生学専攻設置にともない専任教授となる。
社会調査、厚生事業史、文化政策、社会教育を担当。また、文化学科図
書購入決定委員長となる。疲労のため頭痛、耳鳴り、難聴を起こす。全  
日本映画教育研究会総会に出席。 
1942(昭和 17)年  学生学術班を連れて八丈島調査を実施する。中央社会事業協会主催・第
二回厚生事業研究発表会に参加、「社会教化事業の厚生事業に於ける地
位に就て」を発表。 
1944(昭和 19)年 この年、8月まで仕事を続ける。9月 25日内臓疾患により死去。 
享年 59歳。 
(出所)  永岡正己「川上貫一、大林宗嗣年譜および著作目録」『日本福祉大学研究紀要』
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第 62号、1984年、pp.104-110、より作成。 
 
 表 3-1から分かるように、大林宗嗣は 1884(明治 17)年に生まれ、1910年代
前後に牧師という領域から社会的活動の場に入っていく。永岡は、同じく 1880
年代に生まれ、教師という領域から社会的活動の場に入った川上貫一とともに
大林を紹介している。永岡によれば、大林も川上も第一次世界大戦中に自らの
思想形成を行い、日本の社会福祉研究史において欠かすことのできない研究の
出発点に位置しているという。また、両者は社会事業のあり方を資本主義下に
位置づけただけではなく、検証方法に時代の制約を受けつつも、その本質や発
展方向の解明と対象の実証的研究に向かったと述べている。その後、1926(大正
15・昭和元)年には社会事業のあり方をめぐって両者の間に論争が巻き起こる。
要説すれば、両者とも当時の社会事業に行き詰まりを感じ、新局面を迎えてい
るという共通の認識を有していた。しかし、新しい社会事業を展開する上での
方法が両者の間で大きく異なる。大林は、当時の私的社会事業を直営または公
営に移して、「大衆的
ソーシャル
社会
マ ス
事業
ワ ー ク
」を実現するべきだという「社会事業国営論」を
力説した。しかし、川上は、大林の「社会事業国営論」は、完全に国営に移行
するまでの間の救済は私的社会事業なしにどのように行うのか、また、本当に
当時の私的事業すべてを国営化する必要があるのかなどの異を唱え、一部では
国営や公営の移行論に賛同しつつも、他方で私的事業の価値や有用性を認め、
その両方が並行して行われるべきだと主張した49。 
いずれにおいても、「独占資本主義の確立、労働者階級の成長と階級的結集、
社会運動の高揚」を特徴づける第一次世界大戦後の日本において、大林や川上
                                                   
49 論争の詳細については、大林宗嗣「社會事業に就ての一の考へ方」『社会事業研究』第 14
巻第 5号、1926年、川上貫一「私設社會事業に於ける新生面」『社会事業研究』第 14巻第 6
号、1926年、大林宗嗣「社會事業の直營に就て」『社会事業研究』第 14巻 7号、1926年、川
上貫一「私的社會事業の有用と價値」『社会事業研究』第 14巻第 8号、1926年、参照のこと。 
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が現れてくるのは必然であり、そこに歴史的な意味があると永岡は結論付けて
いる50。 
 
3. 大原社会問題研究所時代の大林宗嗣の活動―権田保之助との接点 
 先述したように、略歴の中でも大原社研時代における大林と権田の活動を追
うことが、本研究の課題に応える方法の一つであると述べた。そこで、本節は
大原社研時代を中心に論じる。具体的には、そもそも 2人のバックグラウンド
にある大原社研と呼ばれる施設は誰が創設し、どのような活動に取り組んでい
たのか。第 1項はその点を中心に整理する。そして、第 2項は第 1項で明らか
になった大原社研における大林の活動について権田との接点を意識しながら考
察する。 
 
ⅰ. 大原社会問題研究所と大原孫三郎 
 周知のように大正期の日本は、労働問題や住宅問題、衛生問題などあらゆる
都市社会問題に正面から向き合わなければならない時代であった。1905(明治
38)年の日比谷焼打事件、1918(大正 7)年の米騒動、また、消長の差はあるもの
の急進的な労働争議などは、この時期の都市が不安定な状態にあったと十分に
裏付けられる出来事である。そして、この都市社会問題というのは日本にとっ
て初めての経験であり、国家行政では対応しきれない範囲まで急激に拡大して
いったのである。そこで、国家行政に代わり、積極的に都市社会問題に取り組
んでいった組織のひとつが財団であり、その代表的な機関の一つとして挙げら
れるのが「大原社会問題研究所」である。大原社研は、民間人の寄付や運営な
ど全て民間が行う財団であった。そして、この財団を創設し、組織の中核とな
って直面する社会問題に熱心に取り組んだ民間人こそ、大原孫三郎(以下、孫三
                                                   
50 永岡正己「川上貫一と大林宗嗣」『日本福祉大学研究紀要』第 58号、1984年、p.243。 
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郎)である。孫三郎は以下の表 3-2のような略歴をもつ。 
 
表 3-2 大原孫三郎の略歴 (1880-1943) 
1880(明治 13)年 岡山県備中国窪屋郡倉敷村に生まれる。 
1890(明治 23)年 窪屋郡組合立高等小学校入学。 
1894(明治 27)年  閑谷黌入学。 
1897(明治 30)年  東京専門学校に在籍。 
1899(明治 32)年  大原奨学貸資規則発表。岡山孤児院に石井十次を初めて訪問。 
1901(明治 34)年  東京専門学校を退校。岡山孤児院基本金管理者となる。 
徴兵検査を受ける。石井英太郎四女スエと結婚。 
1902(明治 35)年  倉敷教育懇話会を組織。倉敷紡績株式会社職工教育部設立。 
私立倉敷商業補習学校設立、校長に就任。 
備中連合教育会長。第一回倉敷日曜講演開催。 
1903(明治 36)年  財団法人岡山孤児院評議員。 
1905(明治 38)年  倉敷キリスト教会にて受洗。倉敷共和会長。 
1906(明治 39)年 倉敷農会会長。倉敷紡績株式会社取締役社長。倉敷銀行取締役頭取。 
岡山孤児院大阪事務所設置。 
1907(明治 40)年 第一回大原家小作俵米品評会。倉敷特設電話開通式。 
師団設置に反対し倉敷共和会長辞任。 
1908(明治 41)年 都窪郡農会副会長。阪本合資会社吉備紡績所を買収、倉敷玉島工場とす。 
1909(明治 42)年 大阪愛染橋保育所設置。嫡子總一郎誕生。倉敷電燈株式会社設立。 
1912(大正元)年 紺綬褒章授与。 
1913(大正 2)年 中国民報社買収。三重県地主懇談会で小作金納意見発表。 
1914(大正 3)年 岡山孤児院院長。財団法人大原奨農会設立。 
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1915(大正 4)年 備北電機株式会社相談役。 
1916(大正 5)年 早島紡績株式会社設立、取締役社長。備作電機株式会社設立、 
取締役就任。 
1917(大正 6)年 岡山天瀬別邸購入。財団法人石井記念愛染園設立。 
1918(大正 7)年 岡山染織整理株式会社設立、取締役社長。福山貯蓄銀行取締役頭取。 
1919(大正 8)年 岡山孤児院院長辞任。大原社会問題研究所・大原救済事業研究所設立。 
合同貯蓄銀行頭取。第一合同銀行頭取。倉敷住宅土地株式会社社長。 
岡山県農会初代民間会長。 
1920(大正 9)年 日本莚業株式会社設立、相談役就任。備作電機株式会社社長。 
1921(大正 10)年 株式会社近江銀行取締役。倉敷労働科学研究所設立。 
京阪電気鉄道株式会社取締役。 
1922(大正 11)年 中国水力電気株式会社取締役。新渓園を倉敷町に寄付。 
1923(大正 12)年 中国満州視察旅行に出発。倉紡中央病院開院式。 
1925(大正 14)年 若竹の園開園。奨農土地株式会社設立、相談役就任。 
1926(大正 15)年 中国合同電気株式会社取締役。三農紡績株式会社設立、会長就任。 
倉敷絹織株式会社設立、社長就任。岡山孤児院解散発表。 
中国信託株式会社設立、会長就任。 
1928(昭和 3)年  東邸落成移転。倉敷瓦斯株式会社相談役。 
1929(昭和 4)年  倉敷商工会議所初代会頭に就任。 
1930(昭和 5)年  大原美術館開館。勲三等瑞宝章下賜。紺綬褒章飾版授与。 
中国銀行設立、頭取就任。 
1933(昭和 8)年  大日本農会名誉章授与。 
1935(昭和 10)年 中国レーション株式会社創立、社長就任。 
1939(昭和 14)年 倉敷紡績・倉敷絹織社長辞任。 
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1940(昭和 15)年 中国銀行頭取就任。学術振興功労者として文部大臣より表彰。 
1943(昭和 18)年 永眠。 
(出所) 『大原孫三郎傳』大原孫三郎傳刊行会編、1983年、pp.397-407、より作成。 
 孫三郎は民間研究所の創設だけに止まらず、慈善事業や社会教育事業、地域
社会の社会資本整備などあらゆる社会公益活動に携わっていた。具体的には、
慈善事業として「岡山孤児院への援助」が挙げられる。岡山孤児院の支援には
「孤児救済事業の父」と呼ばれる石井十次が大きく関わっていた51。石井は孤
児救済だけではなく、囚人や脱獄者の救済、大阪愛染橋地区のスラム街に夜間
学校や保育園を開設し、都市貧民の救済を行うなど事業範囲を拡大させていっ
た。孫三郎はこの石井の事業に深く感銘を受け、石井が逝去した後、彼の遺志
を受け継ぐ形で岡山孤児院の支援に携わった。 
 社会教育事業とは、「余の果たすべき任務に教育事業がある」として、1902(明
治35)年から1925(大正14)年までの期間に計76回開催された「倉敷日曜講演」
が代表的なものとして挙げられる52。その講演内容は、教育、宗教、哲学、自
然科学、政治、経済、外交、軍事など多様であり、教育の普及や発達に貢献し
た。このことは、当時の孫三郎が社会教育の重要性を訴える先見の眼をもって
いたといえる。また、地域社会の社会資本整備については、通信手段・エネル
ギー・住宅地・医療施設・公園・文化施設など多種多様であるが、中でも注目
すべきは、第一次世界大戦後であるにも関わらず、文化・余暇施設や医療施設
などの整備が集中的に行われていた点である。それは、ほぼ同時期に東京・大
阪などの大都市自治体の社会当局が社会事業の一環として取り組んでいたが、
孫三郎は個人の力で活動していたのである53。 
                                                   
51 寺出浩司「第五章 大原孫三郎と大原三研究所」『日本の企業家と社会文化事業』東洋経済
新報社、1987年、p.95。 
52 同上、p.96。 
53 同上、p.98。 
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さらに、民間研究所の創設については、日本の農事改良を目的とする「財団
法人大原奨農会」が 1914(大正 3)年に設立された。さらに、1919(大正 8)年に
は、「『社会問題の解決に資する』ことを目的に『社会問題に関する学術上の研
究調査を行』う大原社会問題研究所が設立された」54。加えて、財団ではない
ものの 1921(大正 10)年に「倉敷労働科学研究所」が設立され、これらは「大原
三研究所」として社会問題解決に大きく貢献した。このような民間研究所を創
設する動機となったのは、慈善事業だけでは直面する社会問題の根本的な解決
にはならないと悟り、社会のシステムを改良し、社会的貧困の発生を防いでこ
そ社会問題解決の糸口になるという孫三郎の思いからであった。 
 
ⅱ. 大原社研時代の大林宗嗣の活動―権田保之助との接点 
 では、これまでみてきた大原社研で大林はどのような活動を行っていたのか。
大林は高田慎吾の推薦で 1919(大正 8)年 2月に創立された「大原救済事業研究
所」に入所した。そして、7月には先に設立されていた「大原社会問題研究所」
と合併し、大林は高田とともに第二部(社会事業部門)に所属して、社会事業と
社会問題の研究に全力を注いだ。ちなみに、永岡によれば大林の大原社研時代
の活動は、1926(大正 15・昭和元)年を画期として二期に分けることができると
いう。 
当時の所員は大林や高田の他に、小河滋次郎、暉峻義等の他、富田象吉が所
属していた。当初の大原社研の事業は、「労働年鑑」の編集、その他、単行本や
雑誌の刊行であり、1921(大正 10)年には同研究所の刊行物を専門的に扱う書店
「同人社」を開設した。また、「大原社会問題研究所叢書」として、所員の調査
研究や翻訳などの仕事を出版した。当時、セッツルメントと乳幼児保護、母性
保護および運動に関する研究を始めていた大林の成果は、その第 1巻に『幼児
                                                   
54 寺出浩司、前掲論文、p.94。 
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保護及び福利増進運動』という題で収録され、1921(大正 10)年に刊行された。
また、民衆娯楽や公園利用調査を行う一方、高田とともに「日本社会事業年鑑」
の編集にも取り組んだ。当時は、研究所規定の冒頭に労働問題や社会問題に対
する研究や調査の重要さが明記されるほど社会事業研究は重要な柱の一つであ
り、その中心は大林と高田のみということから、大林はこの時点で研究所にと
ってなくてはならない存在になったと永岡は論じている55。さらに、大林は研
究所の外では大阪における公私セツルメントに携わり、セツルメント研究の発
展を理論的に追求しようとした。 
この時の大林の思想は、キリスト教社会学と社会倫理における社会改良の立
場を有していた。永岡はこの時期の大林を大内兵衛の見解を援用して、「大原社
研の中で『高田、櫛田、森戸、権田、細川、大林の六君は高野門下の六柱であ
り』『新進気鋭の社会科学者』として『時代の波にのり自己の使命にかんがみて
大いに社会主義を論じた』のである」と結論付けている56。 
その後、1926(大正 15・昭和元)年に刊行された『セッツルメントの研究』を
機に、セツルメント論を通して無産労働者の文化や教育について検証した。ま
た、社会改良思想の脱却というところからマルクスやエンゲルスの著作を読み
始め、それは、失業と貧困の研究や婦人問題・婦人解放運動、あるいは、女給
生活調査などの中に取り組まれていく。その後、1927(昭和)年には大阪市職業
紹介委員を委嘱され、翌年には大阪社会事業連盟や全日本活映教育研究会の理
事を勤めた。1930(昭和 5)年以降は大阪労働学校の講師となるが、1936(昭和 11)
年に大原社研が東京に移転するのを機に大林は研究員を退職し、その後は同研
究委員として活躍した。 
他方、権田が大原社研に入所したのは前述したように大林よりも 1年遅れの
                                                   
55 永岡正己、前掲論文、p.266。 
56 同上、p.267。 
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1920(大正 9)年であった。入所の背景には、1919(大正 8)年に ILOの第 1回総会
が開かれたが、その代表選出をめぐって問題が生じたことにある。当時、代表
の候補として挙げられたのが東大の高野岩三郎であった。しかし、組合の猛反
発により、高野は代表の座を辞退した上に混乱を招いた責任をとって東大を辞
職した。当時、高野の弟子であった森戸辰男や大内兵衛も一緒に辞めようとす
るが、高野が引き止める形で東大に弟子たちを残した。しかし、その翌年、「森
戸事件」が起きた。森戸事件とは、森戸が『経済学研究』という雑誌に、ロシ
アの無産主義者である「クロポトキン」を取り上げたことが問題になり、また、
その発行責任者である大内とともに辞職に追い込まれた事件である。そして、
森戸と大内の助手たちがこの事件に抗議する形で東大を辞職した。その助手の
一人が権田である。この ILO代表問題や森戸事件を機に大原社研は錚々たるメ
ンバーで組織されるようになったのである。 
権田にとって 1921(大正 10)年は一つの転機であった。前年に東大助手を辞
して大原社研入所以降、在野の研究者としての道を貫いた。また、この年に『美
術工芸論』や『民衆娯楽問題』といったアカデミズムにおける研究の集大成が
著作として刊行された。では、大原社研入所以降、権田はどのような活動に取
り組んだのか。 
 まず、「浅草調査」がその代表的なものといえる。「浅草調査日誌」によると、
調査に携わったメンバーは、後藤貞治(大原社研研究嘱託)、山名義鶴(同研究員)、
高岡黒眼(浅草電機館主任弁士)、宇野弘蔵(大原社研研究員)、一桝貴美子(倉敷
女工趣味助手)、橘高広(警視庁検閲係長)、中田俊造(文部省嘱託)、高野岩三郎
(大原社研所長)、小林輝次(京都帝大経済学部学生)、水谷長三郎(同右)、乗杉
嘉寿(文部省社会教育課長)、北沢新(大原社研研究嘱託)、植田たまよ(大原社研
助手)、細川嘉六(同研究員)、糸井靖之(京都帝大教授)、菅原教造(女子高等師
範学校教授)、大原孫三郎(倉敷紡績社長)に加え、大林宗嗣(大原社研研究員)
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として記載されている57。この調査で権田は大林に調査プランの意見を請い、
また、大林も幹事会に出席するなどここで 2人の接点が垣間見える58。 
1922(大正 11)年には大原社研『労働年鑑』の編集責任を担い、それは 1926(大
正 15)年まで続いた。また、この年、後藤、高岡、永田衛吉、阿部康蔵をメン
バーとして、「娯楽・サービス業従事者調査」を行った。加えて、大原社研読書
会にて「改造思想の研究」を連続で講義した。その後、1924(大正 13)年から
1925(大正 14)年には海外留学のために渡欧した。また、1928(昭和 3)年の 3.15
事件を機に大原社研は存廃問題が生じた。この問題は 1936(昭和 11)年まで長引
くが、この間権田は中心委員として携わった。1930(昭和 5)年に映画企業の基
本的構成調査を開始し、1932(昭和 7)年まで実施した。1931(昭和 6)年には、大
原社研月次講演会で講演を行い、1935(昭和 10)年まで毎年担当した。 
1934(昭和 9)年には、権田の研究生活が 1929(昭和 4)年からドイツ語研究に
重点が置かれたことにより、大原社研の付属機関として天王寺ドイツ語ゼミナ
ール開設を提唱し、その主任に就いた。また、大原社研調査室責任者となり、
その主任に後藤が就いた。1936(昭和 11)年には、大原社研の委員会で新役員と
して常務理事に高野が、理事に権田が就任した。また、大原社研と社会統計学
学院共催の社会問題講演会で、「中間階級問題」を講演した。その翌年に、大原
社研は高野と権田の二大体制で東京に移転したが、この時、権田は理事を辞し、
後任に久留間鮫造が就いた。 
 
4.  大林宗嗣の思想 
 本節は権田の所説と比較するにあたり、まずは、第 2・3節を踏まえて大林の
思想を整理し、大林による研究の全体像を明らかにする。具体的には、大林が
                                                   
57 「未公表資料『浅草』調査日誌」『日本人と娯楽研究会』創刊号、遊戯社、1982 年、p.107。 
58 権田が大林に意見を請うことについては、同上、p.82。大林が幹事会に出席する記録は、
同上、p.101。 
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これまで大原社研時代に刊行してきた著作や論文の中から、大林による研究の
全体像を描き検証する。検証方法は、幼児保護と婦人労働問題(第 1項)、民衆
娯楽と教化論(第 2項) 、セツルメント研究と教化論(第 3項)の順に論じる。 
 
ⅰ. 幼児保護と婦人労働問題 
 前述したように、大林は大原社研入所当初、セツルメント並びに乳幼児保護
や母性保護の研究に取り組み、1921(大正 10)年に『幼児保護及び福利増進運動』
としてまとめた。 
 当時において幼児死亡率の増減は国家勢力の消長に直結しているため、戦後
の国力回復に全力を尽くす各国は、その失われようとする人口の回復に努力し
なければならない問題に直面していた。そして、その努力が幼児保護及び福利
増進運動となって表出した。そこで、大林は特にこの運動が著しかった欧米を
参考にし、本書を手掛けたのである。 
図 3-1 幼児死亡の原因 
一、栄養法の不良 
                    一、貧乏 
           (一)物質的要因  二、悪住宅 
二、社会的環境             三、職業 
            (二)精神的要因  一、不節制 
                    二、無智 
(出所)  大林宗嗣『幼児保護及び福利増進運動』日本図書センター、1986年、p.5。 
 図 3-1のように、大林は年々増加傾向にある幼児死亡率の原因として、栄養
法の不良と社会的環境を考えた。ここでは社会的環境を取り上げ論じることに
する。社会的環境は大きく物質的要因と精神的要因に分けられ、さらに、物質
的要因には貧乏、悪環境下の住宅、職業が含まれ、精神的要因は不節制や無智
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に細分化できるという。本章が注目すべきはこの物質的要因である。まず、大
林によれば、貧乏が幼児死亡の原因となるのは二重の意味があるという。一つ
は、両親が栄養不良のため、生まれる前から先天的に虚弱体質であること。二
つめは、貧乏なために十分な保育を幼児に与える能力がないことである。また、
悪環境下の住宅とは、「貧乏人の子沢山」とあるように不潔な密集部落では幼児
の死亡が比較的多い。その原因は住宅の不潔、非衛生的であるということに帰
着する。例えば、室内の不潔、換気法の不良、家族の生活の不規律等が直接的
あるいは間接的に幼児死亡に起因しているのである。 
 職業については、母親の職業が幼児死亡の原因に直接関係しているという。
具体的には、欧米では早くから母性擁護の声が激しく、「母親金庫」や「母親扶
助法」の問題が研究された結果、法規化され実施されていることを例に挙げ、
妊産婦と労働との関係は婦人労働の問題からくるのであり、早期に社会事業家
のみならず国家も取り組まなければならない社会問題の一つとして大林は位置
づけている。 
 以上から、当時における幼児死亡の原因の一つに、本章がこれまで言及して
きた労働および生活の不十分さがこの頃にはすでに大きく絡んでいることをう
かがい知ることができる。 
 では、大林はどのように幼児保護や福利増進運動を考えていたのか。大林は
当時の日本にとって、幼児保護運動の問題を考えることが喫緊の課題であると
位置づけた。具体的に、幼児保護運動の一つとして取り組まれるべきものに「児
童週間運動」を取り上げ、展開した。児童週間運動の目的は、幼児の保護およ
びその福利増進に対して社会の注意を喚起し、これを教育することである。そ
して、その目的に沿って恒久的かつ具体的に実施しなければならないと指摘し
た。かつてアメリカでは、児童の心身テスト、幼児展覧会、牛乳供給所設置、
講演会、巡回産婆、巡回診療、児童愛護デー、小冊子ビラ配布、協議会、講習
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会、幼児保護立法請願運動などを運動のプログラムに取り入れ、1914(大正 3)
年に児童局が最初の児童週間運動としてそれらを開始した。その結果、各地に
牛乳供給所、児童の心身テスト、各種の保護協会等を実現するまでになり、
1921(大正 10)年 11 月には「母子法」が通過するに至ったが、大林はこの種の
運動の具体化を最も顕著に表すものと説明した59。 
 また、上記に加え、1911(明治 44)年にアメリカで具体化した「小母会」もそ
の一つだという。「小母会」あるいは「小さき母の組」とは、小学校の女生徒か
ら組織される育児知識の修養会を意味する。その先駆けとなった都市は、ニュ
ーヨーク市、カンザス市、クリーヴランド市、ミルウォーキー市などの小学校
であった。その会の目的は、女生徒自ら教育し実験することであり、その女生
徒を通じて女生徒の家庭を教育し、さらに、その家庭を通じて広く一般社会に
教育を施すというものであった。具体的には、「幼児保護方法、幼児死亡の原因
並びに予防。幼児の成長発達。模範型実験、幼児の衣服の型の切り方練習。食
料。母乳保育。人工保育。特許専売食品に対する幼児の危険。沐浴。それの必
需品、どれだけの程度で沐浴は幼児に適するか。幼児間普通にある疾病。腸胃
病の初期における最初の家庭における取扱法。」などである。この運動は強制的
ではなく任意であったが、当時のほぼ全ての女生徒が参加する状態であった。
以上の運動から分かるように、この時の大林は、幼児問題を個人的な対策だけ
でなく、その対策が恒久的に具体化して、やがて社会全体で包括的に取り組ま
なければならない、広義の社会教育の対象として強く意識していた。 
 加えて、大林は婦人労働問題について海外の実情をみながら検証している。
当時、産業が発達するにつれて女工の数は激増し、婦人労働問題はようやく当
時の社会問題の重要な一つとして認識されるようになった。さらに、婦人労働
                                                   
59 大林宗嗣「児童週間運動に就て(運動の目的を徹底しめよ)」『社会事業研究』第 15巻第 12
号、1927年、pp.14-15。 
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問題は工場労働者のみならず、家計補助といった工場以外の労働も含めて包括
的に考える必要があった。大林は、マルクスがアメリカでは南北戦争により紡
績工場が閉鎖されたことを機に、婦人労働者は職を失うけれども、それが乳幼
児死亡率の低下に基因していたという言及を例に挙げ、いかに長時間労働と乳
幼児死亡率が影響し合っているかを意識しながら、アメリカをはじめ、海外の
先駆的な婦人労働の擁護政策を次のように説明している。 
 まず、「妊産婦保護規定」という点から、イギリスでは工場法令第三章、第六
十一条によって、「鏡製造業、漂白工場、其他、特に内務大臣の指定する工業に
従事する工塲主は、事情を知りて産後四週間を經過せない女工を使役する事は
出来ない」と規定した60。ドイツは、1878 年の「改正営業条例」により、分娩
後 3週間を経過しない女工の使用禁止の他、最低賃金、最長時間、休憩時間・
休養日数などの規定を入れた。ベルギーは、1889年の工場法規、第 5条の中に
おいて、婦人の分娩後 4週間は工場、鉱山など危険な工業や不健康な事業に従
事することを禁じた。オランダはベルギーと同じく 1889年に労働者保護法を制
定し、産婦の労働を分娩後4あるいは8週間までの期間は禁止すると規定した。
フランスでは、1897年以降、数々の婦人労働禁止に関する法律案が出されるも
のの何度か否決され、1909年にようやく労働者保護法が規定された。同法第 5
款、第 29条によれば、女工は分娩前後 8週間その労働を休止し、かつ、その期
間に雇用主による解雇が禁じられた。 
 また、アメリカのロードアイランド州にあるプロビデンス市は、妊産婦保護
事業の一つに母親になろうとする者への勧告として妊婦自らが健康であり、ま
た、健全な児童を得るために母親が実行しなければならないこととして 23の事
柄を掲げた。その一つである「仕事」に関して言及すれば、「婦人は平常の仕事
をなしてもよいが、決して疲勞し過ぎるまでに働いてはならぬ。商店や工塲の
                                                   
60 大林宗嗣『幼児保護及び福利増進運動』日本図書センター、1986年、p.72。 
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働きはよろしくない。なるべく出来る限り早く止めたがよい。少なくとも分娩
豫定期より四週間以前には廢せねばならぬ。そして毎日戸外運動をなした方が
よいが、車を飛ばし、舞蹈、過勞等は努めて避けねばならぬ。特に閉止以後の
月經時期の不快期に於ける過勞を注意せねばならぬ。なぜならばかゝる塲合に
多く流産の恐れがあるからである」61。 
 上記の他に、婦人労働者への経済的補助(「母親
マザーズ
扶助
ペンション
金」)もまた当時の婦
人労働における擁護政策の重要な柱であった。イギリスでは、1914年において
「健康保険基金」が役割を担っていた。当時、既婚婦人の罹病者の数が激増し
たのを受けて、議会は 50万ポンドの補助金を議決し、1915年にはさらに 15万
ポンドを追加補助した。フランスのパリでは、1914 年から 1915 年の児童保護
に関して、政府は「軍事扶助料」、「母性補助金」、「大家族を有する者に興へら
れたる補助金」、「公共援助協會及び母乳養育を奨勵するために設立せられた母
性病院より分興されたる援助金」など妊産婦に補助金を出した。これは妊産婦
保護として妊産婦の全てが経済的な補助を受けたことに匹敵する。 
 このように、「母親扶助金」の制度は諸外国で早くから取り組まれており、大
林は日本においても、この制度を国家が一日でも早く取り入れることを望んで
いた62。 
 
ⅱ.  民衆娯楽と教化論 
『民衆娯楽の実際研究』は、1922(大正 11)年に先述した大原社会問題研究所
叢書の第 5巻として刊行された。石川によれば、大林はこの著作の意図として
次のように考えていたという。第一に、既存の民衆娯楽に合理的根拠を求めた
こと。第二に、従来の娯楽を分類したこと。第三に、民衆娯楽には教化的方面
                                                   
61 同上、p.80。 
62 同上、p.108。 
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とリクリエーチブな方面が存在することを認め、多少の考察を施したこと。第
四に、大阪の娯楽という特殊な地域に関する研究をしたこと。第五に、諸興行
の短所長所を収集したこと、などである。そして、大林がこの時考えていた娯
楽とは、リクリエーションすなわち再創造説であったと石川はいう63。大林は
その娯楽をまさに再創造説と位置づけた上で、研究するにあたっては、「娯楽そ
の物の研究」と、「娯楽施設あるいは娯楽機関の研究」の二つのアプローチから
考察した。前者は、「人間生活の生理的、心理的研究」を中心に、後者は、「道
徳的・社会経済的研究」を中心におくというものであった。実際、大林は『民
衆娯楽の実際研究』の後半部分で大阪市の娯楽施設に焦点をあて調査研究を行
っているが、たとえば活動写真説明者(活弁)に対しては、外国映画の説明が正
確であること、社会道徳を説明の基礎とすること、原画に忠実、真摯であるこ
と、が望ましいと考えていた。また、その態度として、「純朴真摯で誇張的にな
らないこと」「説明は簡単明瞭であること」「観客の子どもを最低標準として親
切に説明すること」などを指摘した64。このように活動写真は民衆娯楽として
だけではなく、民衆教化の機関としてあるべきだと主張する点はまさに上記の
アプローチを意識してのことであった。 
では、実際大林がどのような娯楽観を持っていたのかについて、石川が整理
した大林の意図を念頭に置きながら検証する。 
 大林は、人間の実生活において作業、睡眠、娯楽の 3つの主要なプロセスが
あるという。そして、これら 3つが常に均衡を保ち、適切に行われるためには、
カークパトリックの社会学原論を用いて 1日 24時間を 3つに分け、各 8時間制
にすることが理想的であると主張している。しかしながら、当時の識者の多く
は作業を社会問題として深刻に受け止める一方、娯楽や睡眠は軽視され続けて
                                                   
63 石川弘義「民衆教化思想の変容 大林宗嗣」『近代日本の生活研究―庶民生活を刻みとめた
人々―』光生館、1982年、p.204。 
64 大林宗嗣『民衆娯楽の実際研究』同人社書店、1922年、p.219。 
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いるという事実に大林は疑問を抱き、本書を手掛ける動機として位置づけた。
また、当時の長時間労働に従事する者の多さを指摘し、娯楽や睡眠を削ってま
で長時間の作業を行わなければならない当時の社会構造を問題視していた。 
 では、上記で論じられた娯楽とは具体的に何を示すのか。大林は前述したカ
ークパトリックの社会学原論から、人間は各自の好きなようにできる自由時間、
あるいは娯楽、社交、教養のために費やす時間が必要であるとする。但し、こ
こでいう教養とは個人の自由な趣味や思想を束縛する勉強ということではない
と解釈し、娯楽とは広い意味の「リクリエーション」であると結論付ける。す
なわち、8 時間の作業によって失われたエネルギーと、新たに発生した疲労と
を回復する手段によって、適切な状態に戻すのはこれを娯楽的動作であるとし
た。また、この動作をカークパトリックは「娯楽的変化」と称したため、大林
も娯楽的変化という言葉を用いながら、この娯楽的変化は労働者に限らず、す
べての人々に極めて必要な生活要素であり、特に青年期において緊要なもので
あったと説明している。 
 また、上記に加え、当時は労働そのものを娯楽化しようとする傾向も著しか
ったと述べている。労働そのものの娯楽化とは、モーリスの「労働の芸術化」
を援用すれば、労働者は原始時代においてすべての労働を「自由なる創造」と
して喜び従事していたことになる。しかし、産業革命の結果、賃金制度ができ
てしまったがために労働と「自由なる創造」が分離してしまった。そのため、
当時の労働者をその労働の苦痛から救うためには、賃金制度を撤廃するか、労
働そのものを娯楽化するしかない。つまり、娯楽は娯楽を獲得すること自体が
動作の目的にあり、それ以外に何の目的もない。しかし、労働は労働という作
業を通して労働とは別の目的物を得る。労働をしなければ目的物を得ることが
できないために、苦痛や疲労を我慢して労働以外のものを獲得しようとする楽
しみを抱いて辛抱する。ゆえに、この時考えられたのが間接の目的を有する労
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働に対して、動作が直接の目的である娯楽と同じように楽しみを得つつ労働を
するという内実をもたせる「労働の芸術化」であった。また、大林は当時の幼
児教育が遊戯に重きをおいていた点を上記の根拠として挙げている。 
 このように、大林は娯楽が人間の生活において最も密接な関係にあり、極め
て必要不可欠なものであることを説きながら、娯楽の語義や起源、そして、種
類について次のように整理している。まず、娯楽の語源は英語の「Recreation」
にあたる言葉とし、「改めて創造する」という意義を持っているとした。改めて
創造するというのは、Amusement(快楽)、Pleasure(楽しみ)、Entertainment(も
てなし)、Refreshment(元気づけ)、Play(遊戯)、Consolation(慰安)、
Reception(お招き)、Relaxation(くつろぎ)、Diversion(気晴らし)、Feast(ご
馳走)、Taste(嗜好)、Hobby(道楽)、Pastime(暇つぶし)、Sooth(お慰み)、
Comfortable(気持ち良くする)、Hospitable(歓待する)、Hail(もてはやす)、
Indulgence(享楽)、Debauchery(耽溺)、Dissipation(歓楽)、など広大な意味を
包有している。これら 20種類の違った意味を有する「娯楽」の定義づけは困難
であるのはいうまでもないが、大林はウエーブスターによる 2つの説を有力な
ものとして挙げている。第一に、娯楽とは生活に新鮮な生命を起こす行為であ
ると同時に、再び元気づけられた状態であるという説である。つまり、労働の
後の精神と力の回復をすべての手段によって得るということである。第二に、
娯楽とは感覚および感情が心地よい状態であるという説である。 
 また、娯楽の起源について、大林は生物が進化して次第に高等な生活機能を
有するにつれて、最初は単に生存の必要から余儀なく生活と密着して存在して
いた快、不快を、人間は生存の必要条件にしただけではなく、絶対条件として
それを実生活の手段から引き離し単独で楽しむようになったと解釈している。
つまり、快感を得るためのみの人間的動作として別に楽しむようになったとい
うのが、娯楽の起源である。 
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図 3-2 娯楽の分化 
                        (一)遊戯 
           一、積極的(動的)     (二)歓楽(又は道楽) 
娯楽         二、中間的        (三)慰安 
           三、消極的(静的)     (四)休養 
                        (五)睡眠 
      (出所) 大林宗嗣『民衆娯楽の実際研究』同人社書店、1922年、p.27。 
 
加えて、娯楽が独立的に生活の一部分を占める要素となったため、娯楽は単
に自己の生存に有利な対象に近づけ、不利益な環境から遠ざけるといった感覚
的刺激ではなく、複雑な客観的組織となり娯楽自体が分化することで、ますま
す複雑になっていったと大林はいう。具体的に、大林は娯楽の分化を積極的、
中間的、消極的に分け、積極的には遊戯や歓楽が該当し、中間的には慰安が入
るという。また、消極的には休養や睡眠がそれにあたり、図示すると図 3-2の
ようになる。 
 続けて、大林は娯楽の種類について、知的娯楽、意的娯楽、本能的娯楽、情
感的娯楽と大別している。まず、知的娯楽とは文字通り、各種の知識を娯楽の
必要条件とする娯楽である。たとえば、トランプ、将棋、チェスなどの「学術
娯楽」や、美術館や博物館などの「観察的娯楽」がこれにあたる。意的娯楽と
は、相撲や柔道のような修練を要する娯楽のことである。本能的娯楽は、旅行
や遠足のように「移住本能」を中心とした娯楽や、野球やサッカーのように「競
争本能」を中心とした娯楽のことをいう。情感的娯楽は、酒や煙草など感覚を
刺激する娯楽のことを表す。 
 以上のように娯楽の種類は多種多様であり、すべてを網羅し検証することは
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極めて困難であるが、大林は娯楽を研究するにあたって次のようなことを意識
していた。第一に、娯楽そのものの研究であり、娯楽そのものが人間の精神や
肉体そのものに直結しているため、人間生活の生理的、心理的研究を焦点に研
究しなければならないということである。第二に、娯楽施設あるいは娯楽機関
の研究である。これは、外部的要因が関係してくるため、道徳的、社会的経済
的研究を中心に置かなければならないということである。 
 そして、大林は上記の意識を持ちながら娯楽を分類し検証するのであるが、
この娯楽の分類こそ大林の娯楽研究における特徴の一つであるといえる。大林
は娯楽を分類するにあたって、その標準を心理的、常識的、社会的、経済的に
立てあらゆる方面から分類を試みた。そして、本書では経済的標準を採用して
いる。経済的標準は有料娯楽と無料娯楽に分けられ、他の標準に比べてはるか
に明瞭である。しかし、あまりにも大まかな分類であるため、大林はさらに細
分化し、営利的娯楽、公共的娯楽、社交的娯楽、個人的娯楽に分類した。 
営利的娯楽は、娯楽そのものおよび娯楽施設の目的とその動機が営利的な場
合のことをいう。たとえば、演劇、活動写真、講談、人形芝居などがこれにあ
たり、他の娯楽よりも最も多く、優勢であるといえる。公共的娯楽とは、娯楽
および娯楽施設の目的が社会全般公共のためであり、かつ、公共が楽しむこと
ができる、あるいは、娯楽のために利用することができ、実際利用されつつあ
るもののことをいう。たとえば、公園、展覧会、博物館、水族館、旅行、遠足
などである。社交的娯楽とは、クラブや演奏会、盆踊りなど公共というよりも
社交的に楽しむことを目的とする娯楽である。個人的娯楽はその目的が各個人
の娯楽、あるいは、個人団体の娯楽であり、骨董、生け花、和歌、俳句などが
挙げられる。 
 では、以上のような考えをもった大林は具体的に娯楽論をどのように展開し
たのか。本項では活動写真を例に挙げ論じることにする。まず、活動写真には
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2つの使命があるという。第一に「民衆教育及び娯楽の機関としての活動問題」、
第二に「児童教育と活動の問題」である65。両者は「民衆教育」という言葉で
一括りにできるものの、大林は各々を明確に区分して研究を行わければならな
いことを主張した。具体的に、前者については、例えば外国の風俗習慣や科学・
社会・教育上の問題に対して、活動写真を通して世に知らせる役割を担ってい
たならば、活動写真は一介の教師が口で説明するよりもはるかに教育に貢献し
ていたといえる。ゆえに、活動写真は民衆教育に重要な機会となっていたので
あるが、そこには常に娯楽供給者と民衆教育の間の隔たりも存在した。つまり、
娯楽供給者は利潤なしに活動写真を運営することはできない。ゆえに、彼らの
利益を確保しつつ、社会問題や教育問題に興味を持っている者の要求をできる
限り飲まなければならないという問題である。 
 後者については、例えば、冒険ものや滑稽ものが児童に与える影響に常に配
慮しなければならない。あるいは、幼い児童に大人が鑑賞するラブストーリー
を見せても何の興味もないというように、児童には児童に適した活動写真を提
供しなければならないという問題である。そして、大林はこの児童のための活
動写真の運営主体は市や府で行わなければならないことを指摘し、もし運営で
きない場合は、私設団体に相当な補助金を出し奨励するということを訴えた。
なお、大林は欧米の「子供劇場の外野天劇場」を例に挙げ、児童のための活動
写真を市や府が経営して、無料で鑑賞させることを提唱した。 
このように、大林は民衆娯楽研究においても幼児保護や婦人労働問題の研究
と同様、「教化」を重要視していたことが分かる。 
 
ⅲ. セツルメント研究と教化論 
 第 1・2項で大林の代表的な著作に触れながら、大林の思想を垣間見てきた。
                                                   
65 大林宗嗣「大阪市に於ける娯楽機関の施設(下)」『救済研究』第 9巻第 1号、pp.69-70。 
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以上から明らかなように、大林はどの研究も一貫して「教化」を強く意識しな
がら展開していたことが分かった。それは、大林の「セツルメント研究」に結
実している。セツルメント研究は大原社研入所時から追求し続けていたが、大
林のいうセツルメントとは、すなわち「労働者教育」を指す。それは、教壇に
立つアカデミックな教育のことをいうのではなく、「同じ地位に投じたワーカー
の其の隣友への奉仕」である66。そして、その奉仕は社会運動による隣人教育
や政治運動による労働者教育として進化するものであるという。 
 よって、大林はセツルメントのセンターは、「教壇であり、演説會塲であり、
討議批判の舞臺であり、社會運動の 坩 堝
メルテングポット
であり、職業教育塲であり、勞働
者貧民の社交クラブであり、又その慰安娯樂塲であらねばならぬ」と説明する67。
具体的に、セツルメントの事業を分類すれば、(1)教育的方面の事業、(2)社会
研究調査、(3)修養に関する部分、(4)倶楽部に関する仕事、(5)経済的設備、(6)
訪問に関する設備、(7)図書館に関する設備、(8)保健事業の設備、(9)諸種の集
会、(10)娯楽の設備、(11)救済に関する設備、(12)諸種の運動、の 12種類に分
けられるという68。 
 (1)は、第一に幼稚園や小学校、あるいは、小学校以上の教育として、文学や
語学、歴史、数学、習字、体操、音楽などを初歩から教育する一般教育。第二
に、家庭科学、一般市民教育、農業教育、職業教育といった特種教育がある。
(2)は、細民の生活状態調査、労働賃金問題、労働者の健康状態、労働組合など
の調査を通して、事業を展開する上で、貧民状態を把握するということである。
(3)は、学術講演、夏期講習会、読書会などが挙げられる。(4)は、老若男女の
倶楽部もまたセツルメント事業にとって欠けてはならない存在である。(5)は、
                                                   
66 大林宗嗣「セツルメント時代の提唱」『社会事業研究』第 16巻第 4号、1928年、pp.17-18。 
67 同上、p.18。 
68 大林宗嗣「セッツルメントウォーク(細民同化事業)に就て(下)」『救済研究』第 7巻第 5号、
1919年、p.20。 
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主に貯金を指す。郵便貯金や普通貯金などを奨励する。 
(6)は、労働者が貧民を訪問し、互いにコミュニケーションを計ることを目
的とする。(7)は、ただ単に図書館の設備や本の充実を計るだけでなく、巡回図
書館などを奨励する。(8)は、医師が出張して診断するということである。ある
いは、訪問看護師が患者の身の回りを世話し、結核患者の児童を屋上で教育し
たりする。(9)は、代表的なものに「母の會」や「子供の會」が挙げられる。母
の会は貧民部落の母親たちを集めて音楽会を開催し、子供の会は子供だけを集
めて遊ばせ、情操を豊かにする。(10)は、娯楽が労働者の精神を癒すというこ
とから、音楽会や舞踏会、ゴルフやビリヤードといった娯楽機関を整備すると
いうことである。(11)は、職業紹介、少年の保護、小作人後援会、労働組合相
談所などが挙げられる。(12)は、婦人運動が代表的である。 
 以上、セツルメント事業の項目を簡単に列挙したが、これをすべて実施しよ
うとするのは不可能である。ゆえに、大林はセツルメントの必要性が周知され、
その時代状況に応じて上記の項目から適した事業を選択すればよいと結論付け
ている。そして、大林が常に意識しているのは「教化」の強調であり、大林の
思想の根底にたえず存在していた。 
 
5.  権田保之助の所説との比較 
 前節は、大林の思想に焦点を当て論じてきた。では、その思想が権田の所説
とどのような結びつきがあるのか。本節は、権田の所説との比較を中心に検証
する。具体的に、第 1項で娯楽研究そのものに限定した比較について論じる。
第 2項では、前節でみてきたように大林の思想は娯楽研究のみで構築されてき
たわけではない。そこで、大林の研究生活全体を通して権田の所説と比較する。 
ⅰ. 限定的比較―娯楽研究を通して 
まず、権田との関わりが一番深いというところで、娯楽研究に限ってみた場
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合を検証する。やはり、先述したように娯楽研究の出発は権田の方が 1年早く、
娯楽そのものを追求するという点においては大林よりも厚みがある。しかし、
大林が娯楽を研究するにあたって意識していた一つに娯楽そのものの研究があ
ったが、その意識通り、娯楽という言葉の成り立ちや内包している意味の多さ
を明確に打ち出しているというところは興味深い。さらに、その多種多様な娯
楽を曲がりなりにも分類しようと試みた点は大林独自の研究スタイルだといえ
る。氏原は、大林を「権田の追随者であり余暇＝娯楽の包括的な理論化を試み
た」と評価した69。また、大林が娯楽を「営利的娯楽、公共的娯楽、社交的娯
楽、個人的娯楽」に分類した後で、この分類が形式上であっても当時有力な地
位を占めていた娯楽を追求し続けることで、娯楽と関わる周辺のものを間接に
研究することになるという大林の手法と、権田が娯楽研究にあたって児童教育
や成人の社会教育を調査するなど、権田も娯楽と関わる周辺のものを意識して
いたことを例に挙げ、2人の共通項を見出している70。 
では、そのような大林の娯楽観を権田はどのように見ていたのか。まず、こ
こで改めて権田の娯楽観を整理すると、第一に大正時代の民衆娯楽を「事実と
しての民衆娯楽」と「政策としての民衆娯楽」に分けると共に、人間らしく生
きるためにはどうすればよいかという課題を提示する。第二に、生産中心思想
の打開に向けて、「人生」を豊かにするための生産であり、「生活」あってこそ
のモノ(生産)である点を再確認しながら、生きることの原点に立ち返る必要性
を説く、というものである71。他方、大林は最初から一貫して娯楽は再創造説(リ
クリエーション)であるという主張であった。しかし、権田は『民衆娯楽論』で、
娯楽の再創造説を意識しつつも、「事実としての民衆娯楽」そのものに注目して
                                                   
69 氏原正治郎「解説」『余暇生活の研究』光生館、1970年、p.76。 
70 同上、pp.76-77。 
71 大城亜水「近代日本における余暇・娯楽と社会政策―権田保之助の所説を中心に―」『経済
學雑誌』第 113巻第 2号、2012年、を参照されたい。 
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娯楽自目的説を堅持している。このようにみると、大正時代においては大林の
娯楽観といくつか差異があるように思われるが、大林と権田との間に論争が起
きたというわけではなかった。 
もっとも、石川は、権田が大林の娯楽観をどのようにみていたのかを推測す
る資料として、権田の令息である権田速雄に借用した権田保之助所蔵の『民衆
娯楽の実際研究』から、この頃の権田が「娯楽を政策に利用する、改造する、
教化の目的のみに用いる」という考え方に批判的立場であったと解釈している
72。加えて、権田も千日前、浅草などの地域を対象とした調査を行っているが、
大阪の代表的な娯楽地域を調査するという視点の広さは大林の方が徹底的であ
ったと石川は評価する。 
 
ⅱ. 包括的比較 
 以上は、権田との関わりが深いということから娯楽研究のみに限定して比較
したが、大林の思想全体を通して比較すると何がいえるのか。そこで、大林に
よる研究の全体像と権田の所説を比較する。前述したように、大林による研究
の根底にあるのは「教化」である。幼児保護あるいは母性保護研究しかり、娯
楽研究しかり、研究の全てにおいて「教化」が一つのキーワードとなって表れ
ているのが大林の特徴である。権田も娯楽政策論を展開する際、「教化」的要素
が強かったという点で、両者は共通の認識を有している。具体的に、活動写真
を例にとれば、権田は活動写真における対策の一つに、「教育映画運動」を展開
する。教育映画運動とは、児童への悪影響を防ぎ、映画に教育的効果が浸透し
やすいように環境を作っていくというような運動のことを指す。そして、この
運動を進めるにあたって重要なのは、児童に対する映画興行の悪影響を防ぐた
                                                   
72 石川弘義「民衆教化思想の変容 大林宗嗣」『近代日本の生活研究―庶民生活を刻みとめた
人々―』光生館、1982年、p.207。 
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めに映画興行の検閲と取り締まりを確立させる、あるいは、児童の映画観賞を
制限する、また、映画興行の国営化、あるいは映画公映の公営を行うことを徹
底することを権田は指摘した。さらに、児童映画対策から「児童映画日」や「学
校巡回映画連盟」を設けること、あるいは、「公営児童映画館建設の提唱」を挙
げた。一方、大林も同じような対策を打ち出している。繰り返しになるが、大
林の活動写真対策は「民衆教育及び娯楽の機関としての活動問題」として、娯
楽供給者との利害関係を念頭に置きながら、教育を活動写真に組み入れるとい
うこと、また、児童映画対策として「子供劇場の外野天劇場」を奨励した。こ
のように、「教化」というファクターが娯楽を展開する上で必要不可欠であり、
権田と同じように大林も常に意識していたということである。 
 また、大林は娯楽という分野に限らず、幼児や女性といったあらゆる分野を
通して、教化が重要なファクターであることを導き出し、最終的にセツルメン
ト研究として取り組んだ。その点は権田よりも幅広い視野で考察し、権田の娯
楽研究ではあまり取り上げられなかった分野を網羅しているといえる。 
 
5. おわりに 
 本章は、労働と生活の組み合わせの重要性をより明確にすることを目標に、
筆者がかねてから検証してきた権田保之助の所説と、権田と同じく大原社研の
研究員であった大林宗嗣の所説とを比較することで、上記の課題に挑んだ。 
具体的には、2 人が共に籍を置いた大原社研時代の活動に焦点をあて両者の
活動を追った。そして、権田との接点を意識しながら大林は娯楽研究をはじめ
とする思想をどのように構築していったのかをみた。2 人の研究スタイルをみ
ると、大林が幼児保護や女性研究あるいはセツルメント研究など幅広い分野を
実践的に研究しているのに対し、権田はあくまでも娯楽研究に焦点をあて、娯
楽の本質を探るといった理論的な研究手法をとっていたといえる。他方で、そ
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のような両者に共通しているのは、「教化」という面である。権田は娯楽を突き
詰めることで教化が重要なファクターであることを見出し、大林は娯楽をはじ
め幼児保護研究や女性研究など多くの社会問題にアプローチした結果、教化が
重要であることにたどりついた。 
 いずれにおいても、両者の大原社研時代の活動こそが当時の娯楽問題研究を
リードしたといえる。そして、両者の特性こそがそれぞれの視点を際立たせて
いった。その両者が並び立つことの意義は大きく、それこそ娯楽問題の第一人
者と呼ばれる所以である。 
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終章 総括および今後の課題 
 
 これまで、我が国における WLBの源流を追求すべく、戦前から準戦時、戦時
にかけての余暇・娯楽論とその対策を掘り下げてきた。以下、その要点を整理
しておこう。 
 前述したように、本研究はいかに昨今の劣悪な労働環境から起こる過労死・
過労自殺問題を防ぎ、より生活が充実したものとなるよう、労働と生活の組み
合わせをどのように考えるかがテーマである。そして、その解決のカギとなる
のが WLBという議論の延長線上にあるのではないだろうかということである。
しかし、近年 WLBの推進が叫ばれる中、その現状分析や問題点の整理、あるい
は海外事例の紹介ばかりが注目され、一体、いつ頃から我が国において WLBの
議論が意識し始められたのかが分かっていない。そこで、本稿はこの点を検証
するために、WLB の思想が根付き始めたであろう大正時代に着目し、当時の労
働と生活の状況を整理するところから始めた。この時代は、資本主義の到来か
ら目まぐるしい工業化が起こり、労働者は長時間労働と余暇の貧困という過酷
な労働環境に苦しんでいた。そこで、労働による精神的・肉体的疲労を癒し、
明日への活力となるよう息抜きの場が必要とされ始めた。つまり、余暇・娯楽
へのニーズとその研究の到来である。そして、いち早くこの研究に着手した権
田保之助の所説をまずは丹念に追うことで、当時の労働と生活の組み合わせに
ついて論を展開した。 
まず第一章で取り上げたのが、権田保之助の民衆娯楽論である。始めに、権
田が考える大正時代の娯楽(余暇)に対する位置づけに焦点を当て、大正の時代
背景、権田の娯楽に対する問題意識や娯楽の本質究明という流れで論じた。権
田は当時の時代を、日露戦争を契機に日本は資本主義社会となり、その社会下
では、無産者階級という「金がなく暇に乏しい」民衆が大半を占めることにな
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ったので、その民衆の生活安定のために必要な施策が求められるに至ったと考
えた。そこで、権田は無産者階級に則した形で娯楽提供が行わなければならな
いという問題意識を持ち、「刹那的」「出来合の物」「直観性に富んだもの」「短
時間」「安価」などが娯楽のキーワードになると考えるに至るのである。また、
その提供方法は民衆自身が民衆のための娯楽を生み出すために、娯楽そのもの
に目的を見出さなければならないということを強く主張した。 
しかし、権田自身は娯楽に対する問題意識と娯楽の本質のところで、二元論
的な説明を行った。具体的には、娯楽を説明する時に使われる主説として「娯
楽の三定説」が存在するが、その三定説を批判し、前述したように、娯楽はあ
くまでも娯楽自身に目的があって、娯楽は娯楽として使われるべきだと主張し
たのに対し、権田の問題意識の根底には、娯楽は労働の鋭気を養うために存在
するという考えが他方で垣間見られ、これは本稿でも指摘したように明らかな
二元論的説明であった。つまり、権田が考えた娯楽の本質論とは、民衆生活と
いう事実に則した自目的な性格が基本であったが、労働に向けて自らの再創造
という役割をも視野に入れるものであった。 
次に、上記の問題意識を踏まえ考え出された権田の娯楽政策論を検討した。
権田は 2つの立場から対策案を講じている。1つは、「娯楽の企業化」というも
のに対して規制を行う商業主義的な立場である。つまり、「娯楽の企業化」を容
認しつつも、行き過ぎた場合には何らかの規制を行わなければならないという
立場である。具体的には、近代都市生活者の「金と暇に乏しい」という性質か
ら生じる欲求を見事に満たすことのできる活動写真を提供する一方で、その活
動写真が社会に及ぼす悪影響(例えば、利益主義を重視するあまりに近代都市生
活者の生活を無視するような娯楽供給者の逸脱行為、不良や少年犯罪などの児
童問題等)の抑止策として、活動写真の検閲を不可欠とする。つまり、近代都市
生活者に馴染む活動写真の提供を容認しつつも、その悪影響に対しては、検閲
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という形で規制するということである。2つ目は、「娯楽の企業化」を完全否定
する非商業主義的な立場で、企業化が及ばないような娯楽＝公営的な娯楽を創
ることが望ましいとする考えである。具体的には「興行物的娯楽の公営」とし
て、娯楽供給者が私的利潤なしに活動写真を一日あるいは数日間、労働者慰安
のために開催すること、あるいは青少年に良い影響を与える教育映画の上映な
ど社会公益的な目的で実施した場合は、その援助あるいは補助を公的に行うと
いうものであった。 
そこで、本稿では、実際に社会で行われた娯楽政策の実態を追求した。主に、
権田の娯楽政策の規制論(商業主義的立場)にあたる活動写真検閲と、公営論(非
商業主義的立場)にあたる大阪市の余暇・娯楽政策に焦点を当てた。前者の活動
写真検閲は、日本映画検閲史の歴史的区分から、大正時代を対象にした第二期
(1917(大正6)年～1924(大正13)年)及び第三期(1925(大正14)年～1931(昭和6)
年)を抽出した。活動写真の検閲は、1917(大正 6)年に東京だけではあるが、警
視庁による「活動写真興行取締規則」が初めて法制化されたことを皮切りに、
1921(大正 10)年には「興行場及び興行取締規則」が制定された。検閲当初は活
動写真を罪悪な娯楽とした上で、一方的かつ頭ごなしに取り締まっていた。し
かし、その取り締まりに非難が集中したことにより、一度は緩和される方向に
動いた。その後、幾度となく改正を繰り返し、試行錯誤した結果、1925(大正
14)年には内務省による全国規模の活動写真検閲が行われるに至った。 
一方、大阪市の余暇・娯楽政策をみると、「娯楽の企業化」による商業主義
的な立場を批判するという理念の下で、公営施設の直営や既存の民衆娯楽事業
の改善を呼びかけるなど社会教育行政として様々な取り組みを行った。具体的
には、公営施設の直営として 1917(大正 6)年に天王寺公園内にて「大阪市立市
民博物館」の設立、1919(大正 8)年に市長主催による「教化事業懇談会」の実
施、そして、1920(大正 9)年 4月の「大阪市達 14号」によって社会教育課が創
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設され、翌年には青年教育課と合併し、より広範囲な事務分掌事項を受け持っ
た。また、3 つの民衆娯楽改善事業として、活動写真は教化的価値のある活動
写真フィルムの目録作成と教育団体へその目録作成の配布を行う形で改善を図
り、浪花節と講談は市当局がそれぞれの代表者と研究会を開いて実演を行いな
がら意見交換することで改善を試みた。 
以上のように、大正時代の生活ルールづくりを見ると、民衆生活の事実に沿
って、労働の鋭気を養うために娯楽が存在し、その娯楽は規制と公営でもって
管理されていくことが分かった。これはまさに、現代で言う WLBに通じるとま
ではいかないものの、その萌芽形態を生活面で含んでいるといった点で WLBの
史的な 1つの出発点にあたる時代として位置付けることが出来るのではないか
ということである。また、それは日本社会政策史の重要な一断面として見直さ
れてもよい時代と言えるのである。 
 第二章では、第一章の続編として権田保之助の国民娯楽論について検討した。
まず、権田の国民娯楽原理論として当時の時代背景を辿りながら、国民娯楽の
位置づけを確認した。権田によれば、前述したように民衆娯楽から国民娯楽へ
と転回するきっかけとなったのは 1937(昭和 12)年に勃発した日中戦争である。
但し、その転回速度は一気に国民娯楽へと変貌したのではなく、いくつかの段
階を踏まえて徐々に国民娯楽へと移っていったという印象を受ける。昭和初期
の民衆娯楽は伝統娯楽の崩壊と娯楽の平衡運動によってより一般化しいた。そ
の後、日中戦争が勃発し、時代は戦争という非常事態に突入すると、生活と娯
楽の離反現象が生じたことで国民は娯楽を軽視し始め、ついには排除しようと
する動きがみられた。これを権田は「社会生活的国民意識的動因」と称し、そ
の「社会生活的国民意識的動因」が生み出したものとして「国家総動員法」を
取り上げた。 
 しかし、戦争が長期戦の体制下になると、国民は徐々に平常心を取り戻し、
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楽しみを考える余裕が生まれ始めた。権田は、ここに娯楽が再起したことを確
認し、健全で適正な娯楽は「国民生活暢達」の原動力であることを主張する。
そして、権田は今後の娯楽対策を国民情操向上の厚生問題対策として捉えた。
だが、その光明の陰には、生活と娯楽の離反現象が起きた際に変態娯楽を生み
出していたため、その対応が今後の娯楽政策の課題として残ったのである。 
そこで、権田が考えた国民娯楽政策論として、国民一般とその具体例として
工場労働者、農村、青年を例に取り上げ、整理した。国民一般に対しては、都
市の殷賑産業の発展に伴い、市民の生活様式が著しく近代化したため、娯楽企
業者への指導、娯楽施設の公的利用の促進、娯楽享楽の指導等が盛り込まれて
いた。工場労働者については、その勤労強化と余暇の貧困という環境を踏まえ、
余暇時間の有効化が考えられた。農村は旧き閉鎖的農村生活が崩壊し、都市中
心の商工業の発達、都市における労働機会の激増、交通機関の発達による離村
機会の増大によって、農村生活と農村文化の乖離が生じた。そこで、権田は従
来の娯楽を再検討し、新時代の娯楽として活かすと同時に、都会を中心として
新しく興った近代娯楽を農村生活に適正に取り入れるという方策を主張した。
一方、青年も工場労働者同様、勤労強化と余暇時間が乏しかった。それゆえ、
権田はドイツの KdFやイタリアのドッポ・ラ・ボーロを参考に、とりわけ学生
生活の刷新改善として、「奉仕意識の明徴」、「娯楽生活の健全化」が必要である
と指摘している。 
 権田は上記の研究を通して、娯楽にとって「教育」がいかに重要な要素であ
ったかを導き出した。そこで、本稿は次に権田の娯楽教育論に注目し、娯楽と
教育の関係性について論じた。具体的には、娯楽教育の史的展開を権田の区分
に従い、娯楽教育問題揺籃期、教育的利用期、準備整備期、総合的展開期に分
けて整理した。そして、国民娯楽政策の教育的効果については映画、演劇、音
楽を具体例に検証した。 
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 以上が第二章のまとめであるが、本章は権田の国民娯楽論における転向はい
かなるものであったのか、本章の要ともいうべき課題を強く意識した。これま
での研究を振り返ると、確かに権田は大正時代に「原生的労働関係」が残る状
況に対して娯楽という面から改善策を見出し、余暇論へと発展させたが、1937
（昭和 12）年の日中戦争勃発を境に、著作の方向性がそれまでの「民衆のため」
から戦時中の「国民のため」へと変わってしまった。ここに思想的転向の一断
面が見受けられるのは事実だ。しかし、本章は権田が完全に思想的転向したと
は考えない。なぜなら、権田が『国民娯楽の問題』の中で娯楽はあくまでも大
衆性と指導性の二属性で成り立つことを強調し、指導性のみに立脚した娯楽統
制の限界を指摘していたことに対する意味が大きいと考えるからである。 
民衆娯楽はその早期においては大衆性に立脚しながら発展し、その大衆性が
増大すると共に指導性もようやく成長し始め、民衆娯楽の段階が高次に進むほ
ど大衆性と指導性の二属性が各々著しい展開を示し、国民生活における民衆娯
楽の立場を明確にさせた。その後、極端な営利主義からくる娯楽の不健全さや
事変勃発による「全体主義的指導精神」から大衆性は弱まり、指導性を基盤と
した娯楽統制が行われた。だが、権田はたとえ指導性の発生と拡充によって民
衆娯楽が高次の段階に進んだとしても、大衆性を忘れてしまえば何の意味もな
いという。ゆえに、権田は大衆性と指導性のバランスがうまくとれていた民衆
娯楽から徐々に大衆性が弱体化し、国民娯楽で指導性を強化せざるを得えなか
ったという状況変化の中でもなお、民衆娯楽論からの独自の視点を忘れてはい
なかったというべきである。 
また、権田が娯楽研究の中で常に目指してきたものは、あくまでも「民衆サ
イドに寄り添いながら物事を考える」であった。つまり、「民衆のため」という
ことが第一にあり、そのためにすべてがあるという「事実としての民衆娯楽」
である。ゆえに、民衆である当時の国民が戦争賛成の方向へ向いてしまったら、
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当然権田娯楽論の堅持もそちらの方向へ向き合わざるを得ない面があったので
はないかと考えられる。だとすれば、完全に思想的転向がみられたかという点
に対してはいささか疑問が残るのである。つまり、筆者は、権田は国民娯楽論
を展開する中で、ある程度まで自身の考え方に変化がみられたが、完全に転向
したとは言えず、「転向」の一言では切り捨て得ない権田独自の「事実としての
民衆娯楽」というスタイルを出来る限り貫こうとしたのではないかと考えたい。 
 第三章は、当時の労働と生活の組み合わせを考える重要性をより明らかにす
べく、権田以外に娯楽研究の代表的な先駆者であった大林宗嗣をクローズアッ
プし、より多角的な視点で検証を試みた。権田と大林の関係をみると、娯楽研
究を始めたのは権田の方が先であったが、1920年代の権田と大林に共通してみ
られる大原社会問題研究所(以下、大原社研)での活動は、大林の方が一年早く
在籍したという点で権田よりも先輩にあたる。また、娯楽を追求するにあたっ
て、権田は娯楽のみに特化し、ひたすら娯楽の原理や役割を追っていた理論家
であったのに対し、大林は研究対象を娯楽に限定せず、幼児や婦人など広範囲
であり、タイムリーな問題に非常に敏感な活動家であったと位置づけられる。
そこで、本章はこのような各々の立ち位置を踏まえながら、両者の所説を比較
した。 
 まず、大林の人物像を略歴としてまとめた。そして、大林の人物像を踏ま
え、大原社研時代の大林の活動を権田との接点を意識しながら追いかけた。
両者の活動を追う中で、とりわけ権田が取り組んだ「浅草調査」では、権
田は大林に調査プランの意見を請い、また、大林も幹事会に出席するなどここ
で 2人の接点が垣間見えた。次に、大林の思想について全体像を把握するた
めに、幼児保護と婦人労働問題、民衆娯楽と教化論、セツルメント研究と教化
論の順で考察した。大林は大原社研入所当初、セツルメント並びに乳幼児保護
や母性保護の研究に取り組み、1921(大正 10)年に著書『幼児保護及び福利増進
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運動』としてまとめた。大林は年々増加傾向にある幼児死亡率の原因を論じる
べく、当時この問題について福利増進運動が著しかった欧米を参考に、幼児保
護運動を展開した。具体的に、幼児保護運動の一つとして取り組まれるべきも
のに「児童週間運動」を取り上げ、幼児の保護およびその福利増進に対して社
会の注意を喚起し、これを教育することを目標に掲げた。また、大林は幼児問
題について個人的な対策だけでなく、その対策が恒久的に具体化して、やがて
社会全体で包括的に取り組まなければならない広義の社会教育でもあるとして、
強く意識していた。 
さらに、大林は婦人労働問題について海外の実情をみながら検証している。
当時、産業が発達するにつれて女工の数は激増し、婦人労働問題はようやく当
時の社会問題の重要な一つとして認識されるようになった。このことを受けて
大林は、当時の婦人労働における擁護政策の重要な柱であった婦人労働者に対
する経済的補助(「母親
マザーズ
扶助
ペンション
金」)を国家が一刻も早く取り入れるよう望んで
いた。一方、民衆娯楽と教化論については、1922(大正 11)年に大原社会問題研
究所叢書の第 5巻として刊行された『民衆娯楽の実際研究』を中心に論じた。
大林は娯楽を細分化し、綿密な分類を試みることで、より娯楽の本質に迫ろう
とした。そして、本書では「経済的標準」を採用し、営利的娯楽、公共的娯楽、
社交的娯楽、個人的娯楽と、さらに細かく分類した。このように分類を試みた
大林が考え出した娯楽政策論をみると、幼児保護や婦人労働問題の研究と同様、
「教化」を重要視していた。 
 大林はどの研究も一貫して「教化」を強く意識しながら展開していたことが
分かったが、それは大林の「セツルメント研究」に結実している。セツルメン
ト研究は大原社研入所時から追求し続けているが、大林のいうセツルメントと
は、すなわち「労働者教育」を指す。それは、教壇に立つアカデミックな教育
のことをいうのではなく、「同じ地位に投じたワーカーの其の隣友への奉仕」で
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ある。そして、その奉仕は社会運動による隣人教育や政治運動による労働者教
育として進化するものであるという。大林はセツルメント事業を展開するにあ
たって、12種類の事業を列挙し、セツルメントの必要性が周知され、その時代
状況に応じて上記の項目から適した事業を選択すればよいと結論付けている。 
最後に、権田の所説との比較については、娯楽論研究に限定した場合と全体
的な比較に分けて試みた。限定的比較によると、権田は娯楽に特化した研究ス
タイルであるため、その分大林の娯楽研究よりも厚みがある。つまり、改めて
2 人の研究スタイルをみれば、大林が幼児保護や女性研究あるいはセツルメン
ト研究など幅広い分野を実践的に研究しているのに対し、権田はあくまでも娯
楽研究に焦点をあて、娯楽の本質を探るといった理論的な研究手法をとってい
たといえる。他方で、全体的な比較でみると、両者は「教化」という面で共通
している。権田は娯楽を突き詰めることで教化が重要なファクターであること
を見出し、大林は娯楽をはじめ幼児保護研究や女性研究などあらゆる社会問題
からアプローチした結果、教化が重要であることにたどりついた。 
 以上が本稿の総括であるが、改めて全体を見通すと、大正時代の労働と生活
の関係性も、現代の労働と生活の関係性も、形が違えど劣悪な労働環境からい
かに生活を充実させるかということに注目している点は共通している。だとす
れば、労働と生活の組み合わせを考えるということは、戦前から行われてきた
かなり根深い問題であり、その出発点から問題の本質を吟味し、検証しなけれ
ばならないだろう。それゆえ、連続性をもたせた検証を行い、現代への示唆を
提示することができれば、より WLBの核心部分に迫ることができ、現代にとっ
ていかに重要な議論であるかが分かるのではないだろうか。 
 また、冒頭で述べたように、本稿は WLBの源流をたどると同時に、大原社研
という組織にも注目し、その組織下での活動状況に焦点をあて論じた。なぜな
ら、両者の大原社研時代の活動こそが当時の娯楽問題研究をリードしたといえ
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るからである。そして、両者の特性こそがそれぞれの視点を際立たせていった。
その両者が並び立つことの意義は大きく、それこそ娯楽問題の第一人者と呼ば
れる所以である。 
 本稿を閉じる前に、本研究の今後の課題について触れておく。第一に、第一
章と第二章に関係するが、権田における民衆娯楽論から国民娯楽論へという思
想の「転向」問題に絡む形で、大正期と昭和戦前期における所説の不連続性が
指摘されている点である。この課題は重要にして非常に難しい点であり、本稿
も一部で論じてはいるが、さらに、突き詰める必要がある。第二に、権田の所
説は都市を中心にしており、娯楽対象者が非常に限定的である。ゆえに、労働
市場からはみ出た人など最下層の人々や婦人あるいは家族全体としての娯楽を
どのようにみるかについて考える必要がある。第三に、なぜ権田がこれほどま
でに娯楽教育を重要視したのかという点である。前述したように、権田の娯楽
論は娯楽を健全なものにし、不健全な娯楽は排除するという意志が一貫してい
る。そして、その意志は古典的な近代社会におけるレクリエーション論と深く
関係していることから、当時でもレクリエーション論と教育分野の結びつきが
深いのであればその理由を問うことで、権田の娯楽論においてもなぜこれほど
に教育が重要な要素であったのか、その根拠を明らかにできるかもしれない。
第四に、今回は大林と権田の比較に軸をおいたために大原社研時代の活動につ
いては限定的な検証に留まっている。そのため、今後は大原社研のメンバーと
の関わり、そのメンバーによる 2人の評価などを時代背景から掘り下げ、大原
社研における 2人の位置をより鮮明にする必要がある。 
そして、本研究の将来展望としては上記の課題に取り組みつつ、さらに時が
進んだ第二次世界大戦後の余暇・娯楽と社会政策がどのように結び付いていた
のかという点に着目したい。そのために、まずは戦後の日本における余暇・娯
楽研究の動向および娯楽事業の実態に注目し、その課題について整理する必要
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があると考える。 
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